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令 和 ４ 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和４年３月10日（木曜日）

開 会 午前10時７分

散 会 午後６時６分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 令和４年度沖縄県一般会計予

算（知事公室、総務部及び公安委員会所管分）

２ 甲第７号議案 令和４年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算

３ 甲第19号議案 令和４年度沖縄県公債管理特

別会計予算

出席委員

委員長 又 吉 清 義君

副委員長 島 尻 忠 明君

委 員 仲 村 家 治君 花 城 大 輔君

仲 田 弘 毅君 山 里 将 雄君

当 山 勝 利君 西 銘 純 恵さん

渡久地 修君 平 良 昭 一君

仲宗根 悟君 國 仲 昌 二君

當 間 盛 夫君

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 金 城 賢君

基 地 対 策 統 括 監 溜 政 仁君

秘 書 課 長 比 嘉 奈緒子さん

秘 書 課 副 参 事 宮 城 宏 幸君

参事兼基地対策課長 古 堅 圭 一君

参事兼辺野古新基地 田 代 寛 幸君
建 設 問 題 対 策 課 長

防 災 危 機 管 理 課 長 池 原 秀 典君

特 命 推 進 課 長 真 鳥 裕 茂君

総 務 部 長 池 田 竹 州君

総 務 私 学 課 長 古 市 実 哉君

人 事 課 長 森 田 崇 史君

参 事 兼 財 政 課 長 武 田 真君

税 務 課 長 喜友名 潤君

管 財 課 長 池 原 勝 利君

警 察 本 部 長 日 下 真 一君

警 務 部 長 平 松 伸 二君

警 務 部 会 計 課 長 中 根 繁君

生 活 安 全 部 長 幸 喜 一 史君

地 域 部 長 嘉手苅 忠 夫君

地 域 部 地 域 課 次 席 砂 辺 操君

刑 事 部 長 松 崎 賀 充君

交 通 部 長 大 城 辰 男君

警 備 部 長 関 直 樹君
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○又吉清義委員長 ただいまから、総務企画委員会

を開会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算議案の調整につ

いて」に係る甲第１号議案、甲第７号議案及び甲第

19号議案の予算議案３件の調査を一括して議題とい

たします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長及び

警察本部長の出席を求めております。

なお、令和４年度当初予算議案の総括的な説明等

は、昨日の予算特別委員会において終了しておりま

すので、本日は関係室部局予算議案の概要説明を聴

取し、調査をいたします。

まず初めに、総務部長から総務部関係予算議案の

概要の説明を求めます。

池田竹州総務部長。

○池田竹州総務部長 それでは、総務部関係予算の

概要について、お手元にお配りいたしました令和４年

度当初予算説明資料総務部抜粋版に基づいて、御説

明申し上げます。

説明資料の１ページを御表示ください。

部局別予算で見ますと、総務部の歳出予算額は、

1563億9679万4000円で、教育委員会に次いで２番目

に大きく、予算総額の18.2％を占めております。

説明資料の２ページを御表示ください。

一般会計歳入予算について御説明申し上げます。

表の一番下、合計欄を御覧ください。

一番左の欄に県全体の予算額、その右隣が総務部

関係の予算額を示しております。

令和４年度県全体の歳入予算額は、8606億2000万

円ですが、このうち総務部所管の歳入予算額は5090億

7622万円で、前年度当初予算と比べ、313億358万

8000円の増となっております。

総務企画委員会記録（第３号）
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増収の主な要因は、県税及び地方譲与税等の増と

なっております。

総務部所管の歳入予算の主なものにつきまして、

款別に御説明申し上げます。

一番上の１番、県税は1412億5900万円で、前年度

と比べて208億3100万円の増としており、前年度実績

等を勘案して法人事業税、地方消費税等において税

収を見込んでおります。

２、地方消費税清算金は613億2113万2000円で、前

年度と比べて58億2308万6000円の増としており、県

税と同じく前年度実績等を勘案して増収を見込んで

おります。

３、地方譲与税は239億2900万円で、前年度と比べ

て94億4388万4000円の増としており、国の予算額、

地方財政計画の動向等を勘案して増収を見込んでお

ります。

４、市町村たばこ税県交付金は４億8338万7000円

で、前年度と比べて8948万円の増としており、対象

市町村のたばこ税収の増が見込まれるため、増収を

見込んでおります。

５、地方特例交付金は５億1100万円で、前年度と

比べて7500万円の減としており、地方財政計画の動

向及び前年度実績等を勘案して減収を見込んでおり

ます。

６、地方交付税は2202億円で、前年度と比べて48億

円の増としており、地方財政計画の動向及び前年度

実績等を勘案して増収を見込んでおります。

９、使用料及び手数料は2322万2000円で、前年度

と比べて267万3000円の増としており、その主なもの

は行政財産使用に係る建物使用料及び証紙収入など

でございます。

10、国庫支出金は56億7334万8000円で、前年度と

比べて７億3329万1000円の増としており、その主な

ものは私立学校等教育振興費に係る国庫補助金でご

ざいます。

11、財産収入は10億2731万3000円で、前年度と比

べて2011万4000円の減としております。その主なも

のは、土地売払代であり、過年度実績等を勘案して

減収を見込んでおります。

12、寄附金は2728万4000円で、前年度と比べ1106万

円の減としており、美ら島ゆいまーる寄附金につい

て、前年度実績を勘案して減収を見込んでおります。

13、繰入金は356億33万6000円で、前年度と比べて

123億8657万4000円の増としており、その主なものは

財政調整基金の取崩し等によるものであります。

15、諸収入は58億4229万7000円で、前年度と比べ

４億7627万4000円の増としており、その主なものは

宝くじ収入でございます。

16、県債は、128億2200万円で、前年度と比べて231億

7650万円の減としております。その主なものは臨時

財政対策債であり、地方財政計画の動向及び前年度

実績を勘案して減を見込んでおります。

以上が、一般会計歳入予算の概要であります。

次に、３ページを御表示ください。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明申し上げます。

表の一番下、合計欄を御覧ください。

歳入予算と同じく、一番左の欄が県全体の予算額、

その右隣が総務部の予算額でございます。

令和４年度県全体の歳出予算額8606億2000万円の

うち、総務部所管の歳出予算額は1563億9679万4000円

で、前年度と比べ120億553万9000円の増となってお

ります。増の主な要因は、諸支出金の増によるもの

であります。

総務部所管の歳出予算の主な内容について、御説

明申し上げます。表の一番右の説明欄に主な内訳を

示しております。

２、総務費は233億5319万8000円で、その主なもの

は私立学校等教育振興費84億3147万8000円、賦課徴

収費43億2713万3000円、公有財産管理費30億9041万

4000円であります。

12、公債費は681億3658万2000円で、その主なもの

は公債管理特別会計繰出金の元金としまして654億

8584万7000円、利子として26億1445万3000円であり

ます。

13、諸支出金は644億701万4000円で、その主なも

のは地方消費税交付金308億1351万9000円、地方消費

税清算金280億6090万5000円、法人事業税交付金25億

8905万2000円であります。

以上が、一般会計歳出予算の概要であります。

続きまして、特別会計について御説明申し上げま

す。

資料の４ページを御表示ください。

所有者不明土地管理特別会計の令和４年度当初予

算額は、１億8277万5000円で前年度と比べ、402万

4000円、2.3％の増となっております。

続きまして、資料の５ページを御表示ください。

公債管理特別会計の令和４年度当初予算額は813億

255万円で前年度と比べ、144億529万6000円、21.5％

の増となっております。

以上で、総務部所管の一般会計及び特別会計の歳

入歳出予算の概要説明を終わります。
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御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 総務部長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことといたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算議案でありますので、十分御留意願います。

総括質疑を提起しようとする委員は、質疑の際に

その旨を発言するものとし、明 ３月11日、当委員

会の質疑終了後に改めて、総括質疑とする理由の説

明を求めることにいたします。

なお、総括質疑の提起があった際、委員長が総括

質疑を提起した委員に、①誰に、②どのような項目

を聞きたいのか、確認しますので、簡潔に説明する

ようお願いいたします。

その後、予算特別委員会における総括質疑につい

ての意見交換や当該事項の整理を行った上で、予算

特別委員会に報告することにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会に準じて、譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ、番号及び事業名等を告げた上

で、説明資料の該当ページをタブレットの通知機能

により委員自ら通知し、質疑を行うようお願いいた

します。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに甲第１号議案、甲第７号

議案及び甲第19号議案に対する質疑を行います。

島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 おはようございます。

それでは、聞き取りに来たときにお話はしたんで

すが、令和４年度当初予算（案）概要の資料３－３、

13ページ、その中にあります防災危機管理センター

棟（仮称）整備事業についてお聞きいたします。

これ前年度から約倍の予算額になっておりますの

で、まず、いろいろと危機事案に長期間対応しとか

いろいろ書いてありますが、この危機管理センター

の果たす役割と予算、これには基本設計ということ

で書いてありますが、進捗状況と、いつ頃完成予定

しているのかをお聞きいたします。

○池原勝利管財課長 お答えします。

まず、防災危機管理センター棟（仮称）整備のこ

れまでの経緯について御説明したいと思います。

集中豪雨や台風、地震等の自然災害、豚熱や新型

コロナウイルス感染症など、複雑多様化しています

危機事案に迅速かつ的確に対応するため、令和３年

２月に沖縄県防災危機管理センター棟（仮称）の基

本計画を策定しております。

今年度につきましては、当該基本計画に基づきま

して基本設計を実施して、建物の規模や必要な機能、

構造設備などの詳細について調整を行っておりまし

て、現在取りまとめているところでございます。

令和４年度につきましてですが、令和３年度の基

本設計に基づいた内容を実施設計を実施しまして、

令和５年度に工事を着手したいと考えております。

実際の運用開始ですが、令和７年度に運用を開始し

たいと考えております。

以上でございます。

○島尻忠明委員 その中で、各種団体等の研修・交

流施設ということもうたっているんですが、これは

どういうことを想定して考えておりますか。

○池田竹州総務部長 例えば、消防団の皆様ですね、

組合、団員の皆様、いわゆる正規の消防組織という

のはきちっとした研修プログラムも、消防学校とか

もございます。そうではない部分、特に消防団、あ

るいは民間の防災に向けた組織の方々に集まってい

ただいて、研修あるいは交流を深める場所として活

用をしたいと考えています。

沖縄県、いわゆる消防団の組織率が全国最下位と

いうこともございます。あるいは今後、高齢者の避

難とかになると、例えば、自治会単位でのいろんな

取組とかもありますので、そういった方々のリーダー

的な研修とか、そういうことができればというふう

に考えています。

○島尻忠明委員 今、総務部長が答弁いただいたよ

うに、豚熱とかいろんな事案があったときは、建設

業協会さんとか、各種団体さんにもいろいろとお世

話をいただいておりますので、私がちょっと申し上

げたいのは、やはり自治会ももちろん大事ですから、

今回、いろいろな災害でお世話になった皆様方もで

すね、多分また、そういった事案があると同じよう

にお願いをするという、協力を得るという形になる
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と思いますので、その辺の皆様方ともこういう場所

を利用してですね、という考えはありますか。

○池田竹州総務部長 実際のその辺の事業の活用、

研修等は知事公室で行うことになるとは思いますが、

私も昔、公室長でしたので、そういった研修は可能

な限り充実するように努めてきたところです。

いわゆる危機管理センターができた場合には、常

設の場としてですね、積極的な対応を公室と連携し

ながら進めていきたいと思います。

○島尻忠明委員 それでですね、ここに３－３の

13ページの上のほうに、これには知事公室長もいろ

いろ、防災ヘリとか、消防防災とかみんなうたわれ

ているんですが、１番目のほうに新型コロナウイル

ス感染症の克服と県経済の回復で、その下に危機管

理体制の強化と災害に強い県土づくりとあるんです

が、この予算というのは何が使われていますか。

例えば、国土強靱とかいろんなのがあると思うん

ですが、そういうものではなくて、どういった予算

で。

ほかの部署もまたがりますので、皆さんがやって

いるこの防災危機管理センターについて。

○池原勝利管財課長 防災危機管理センターの事業

の財源としましては、緊急防災・減災事業債を活用

したいと、今、考えているところでございます。

○島尻忠明委員 最後になります。

この国土強靱化予算は使えなかったということ、

当たらないと思いますが。

○池田竹州総務部長 いわゆる、基本、国土強靱化

の部分は箱物とかは、たしか対象から、原則として

外れていたと思います。

一方で、緊急防災・減災事業債は交付税の負担と

いうか、算入が70％ございますので、かなり有利な

起債でございます。

昨年度からですかね、いわゆるこういう県の危機

管理センター的なものも対象として認めていただく

ことができましたので、トータルでは割と有利な対

応、財源的には有利な対応で整備できるものと考え

ております。

○島尻忠明委員 分かりました。

いろんな自然災害があるものですから、今、私が

言っているのは、危機管理センターの中にいろいろ、

河川とか、いろんなものも総合的に勘案をして、そ

の一つをつくるのかなと想定していたものですから、

今、それで強靱化の話もさせてもらったんですが、

その辺は別にして、もう今、部長が答弁したような

内容の研修施設みたいな感じで整備をするというこ

とで理解してよろしいですか。

○池田竹州総務部長 具体的な機能、通信系であっ

たり、どういった組織をというのはこれからきちっ

と詳細を詰めていきます。

災害対策本部あるいは各リエゾンの人たちの実際

の活動拠点となるように、今、幾つかの県の先進的

な危機管理センターをちょっと調べているところで

ございます。

当然、県警とも連携して、常設的な機器が必要な

部分については、あらかじめ整備を合わせてやって、

仮に臨時的なもの、例えば、自衛隊さんとかは基本

的に持込みでの対応となりますので、そういった持

込み機材がスムーズに接続できるように、関係者の

意見も聞きながら対応をしていきたいと考えており

ます。

○島尻忠明委員 以上です。

○又吉清義委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 島尻委員とちょっと重複するんで

すが、同じ防災危機管理センターなんですけれども、

あしたで東北の大震災11年を迎えて、いろいろ私た

ちも会派で実際に福島、宮城、あと原発の現場視察

へ行ったときに、東京電力の説明の中でですね、そ

の地震の直前に管理棟、司令塔というのが、免震と

かそういったものができたばかりだと。これがあっ

たおかげで指揮系統がうまくいったというお話がと

ても印象的だったので、いつね、大震災、津波等含

めてやってくるか分からないので、この辺の事業を、

先ほど計画して令和７年度には完成させたいという

ことなんですが、本会議でも聞いたんですけれども、

特に、水難、あと津波の場合は、東京電力の場合は

発電機能が失われて大打撃を受けたと。

ですから、この管理棟もですね、ぜひ電気系統を

上に持ってくということを本会議でも言ったんです

が、その辺の考え方はどうなんでしょうか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおり、災害時

には防災危機管理センター等、初期対応に万全を期

す必要がありますので、構造としては今、免震構造

を予定しております。

あわせて、非常発電機等でございますが、現在、

この発電機自体は48時間稼働となっておりますので、

それにつきまして、この危機管理センターと併せて

今、本庁舎の地下にあります、そういう非常用発電、

または受電等についても防災危機管理センターに移

転しまして、行政がスムーズに対応できるように対

応していきたいと考えております。

○仲村家治委員 ぜひ、最低の最悪の災害を想定し
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て、まず電気系統というのは一番、全部もうパソコ

ンから全部電気ですからね。それを断たれるという

ことはもう生命線を断たれるのと一緒ですから、やっ

ぱり県として、この管理センターのことをぜひ。な

るべく、本当はもっと早く完成させるように努力し

てほしいと思うんですが、これは設計からいろいろ

あると思いますので、遅れることがないように、ぜ

ひお願いをしたいなと思っております。

続きまして、同じ資料３の13ページの公共施設マ

ネジメント推進事業の内容についてちょっと教えて

もらえますか。

○池原勝利管財課長 本県では、復帰後に大量に公

共施設が造られ、老朽化または耐久性低下が懸念さ

れております。そのため、平成28年度に沖縄県公共

施設等総合管理計画を策定しております。これを作

成しまして、公共施設の長寿命化の対策の推進を掲

げて、大規模改修などを実施しております。

令和４年度の事業といたしましては、県有施設の

長寿命化を図るモデル事業として、現在実施してい

ます大規模改修事業に加えまして、広く県民が利用

する施設等を対象に、個別施設計画に基づく修繕や

新型コロナ感染症対策など、新たな行政課題に対応

するための緊急修繕等事業を実施することとしてお

ります。

○仲村家治委員 それでは、時間があまりないので、

大本の話を総務部長、聞きたいんですが、この新た

な振興計画が策定、今、昨日か、衆議院では特別委

員会で可決されて、多分もう参議院に回ってもうほ

ぼ可決されるんですが、予算面で見ますと、次年度

は減額になっていますけれども、その辺の要因は何

だったと考えておりますでしょうか。

○池田竹州総務部長 私ども、市長会、町村会と一

体となって様々な要請に取り組んできたところです

が、例えば、特にハード交付金は要望額より大きく

落ち込んだ状況でございます。内閣府に確認しても、

お答えとしては必要な額を積み上げたというお話で

すが、それが大きく減るという理由は明確にちょっ

と説明をいただけない状況です。

いずれにしても、特にハードの部分は、だんだん

とこの数年間、事業が減ってきて、積み残しがかな

り県分、市町村分増えていますので、その辺の必要

性を改めて市町村と連携して国に求めていきたいと

考えております。

○仲村家治委員 東北の件もありますし、いろいろ

コロナで全国的にこの辺の通常の予算編成とは違う

中での編成だったという理解はしているんですが、

ただ、もう毎年予算が減ってくる中で、昨日、この

沖特の中では、この貧困の補助率の件で大分議論が

あったみたいなんですが、この辺は認識しておりま

すか。

○武田真参事兼財政課長 伺っている話で言います

と、国のほうが当初は10分の10であって、３年を経

過すると４年目から１割落とす、そういった事業が

複数あるというのは伺っております。

それが当初10割だったのが９割になって、８割に

なる事業が来年度から始まる。それから、これまで

10割だったものが９割になって、３年経過して９割

になるような事業が複数あるというのを伺っており

ます。

○仲村家治委員 その中で、沖特のほうではですね、

附帯決議がつけられるような状況でありますので、

僕はこれは沖縄県としても、衆議院で、参議院でも

多分つくと思うので、この辺の動きを見据えてやっ

ぱり県としても動くべきだと思うので、この件に関

しては、総括質疑で知事から具体的な話を聞いたほ

うがいいと思いますので、総括質疑でぜひお願いい

たします。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から仲村委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するように指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

仲村家治委員。

○仲村家治委員 内閣府の予算の減額も含めて、ま

た、子どもの貧困等含めて、国会でも附帯決議がつ

くような重要な案件でありますので、予算特別委員

会の総括質疑で知事のほうから答弁を求めたほうが

いいと思いますので、総括質疑よろしくお願いしま

す。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明 ３月11日の委員会の

質疑終了後に協議いたします。

質疑を続けます。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 よろしくお願いします。

今回、見慣れた資料が探せなくて聞いたところ、

今回は作っていないということで、説明資料が大き

く変わったと思います。どのようなところを意図し

て今回のような説明資料になったのか、説明をお願

いします。

○武田真参事兼財政課長 予算の資料につきまして
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は、これまでもＡ３判のカラー刷りの資料を使うと

か、昨年からはコロナの取組として１枚紙を作ると

かという形で、予算の内容について分かりやすく提

供するように心がけてきたつもりです。

これまで作成させていただいた資料が白黒という

ところもあって、実は夏頃から各県、全都道府県の

資料を全部確認をさせていただきました。そういっ

たものを参考にすると、ほぼ今回取り入れられてい

るように、図表とかグラフとか、それから写真とか

を取り入れた形で事業内容であるとか、財政の状況

であるとか、そういった状況が分かりやすい形で県

民に提供されているなというのが理解できました。

そういったことを取り入れた形で、できるだけ県

民の皆様に分かりやすいという形で今回工夫をさせ

ていただいて、今回そういう形で資料の作成をさせ

ていただいたところです。

○花城大輔委員 例えば、当初予算（案）概要の資

料３－４で、私最初に見ていたんですが、例えば知

事公室だと新規が載っている。でも、企画部だと新

規が載っていない、区別がつけられていない。非常

に統一感がないというかですね、私の能力なのか、

読みづらさを感じました。

また、聞き取りに来た職員にもそのようなことを

話したら、確かに分かりにくい部分もあるかもしれ

ないなという話をされていたので、今後も改善を図っ

ていただきたいというふうに思います。

そして、次に、当初予算説明資料３－３の２ペー

ジなんですが、過去最大の8606億円の予算となった

と。これ増額になりましたが、自主財源比率はどれ

ぐらいでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 令和４年度の当初予算に

おける自主財源比率は39.2％になっていますので、

昨年に比べると大体2.5ポイントぐらい上昇していま

す。

ただ、中身をよく見ると、基金繰入金が104億円増

えているような形で、一時的に増えている。一方で、

分母のほうで起債のほうの臨財債が落ちているとい

うふうなところがあって、これが実力かというと

ちょっとそうではないのかなというのは思っていま

す。

実は、令和３年度の最終予算に占める自主財源比

率は30％しかございません。それから、昨年の決算

を踏まえた全国ベースの、47都道府県での自主財源

の順位でいうと、上から42番目という順位だという

ふうに考えると、まだまだ自主財源の確保というの

は、取り組まないといけない課題だというふうに考

えています。

○花城大輔委員 この予算拡大の内容は、新型コロ

ナの感染防止予算、県経済の回復、軽石問題、復帰50周

年、世界遺産の保全、首里城の復興、子どもの貧困

対策、高齢化に伴う社会保障関係費の増加が要因と

説明しておりますけれども、それぞれ幾らずつ増額

されたか、お願いします。

○武田真参事兼財政課長 今、委員から御案内のあっ

たコロナ関連の感染症対策の予算は、前年度当初と

比較しますと529億円の増となっています。

県経済の回復に向けた予算ということになります

と、ほぼ、商工労働部それから文化観光スポーツ部

が担当しますが、商工労働部が76億円の増、文化観

光スポーツ部が435億円の増となっております。

それから、軽石関連予算については、昨年はござ

いませんでした。今年度は14億円、当初予算で計上

させていただいております。

それから、復帰50周年記念事業としては、42事業

全体として約60億円の予算を計上させていただいて

おります。

それから、世界自然遺産関連予算は、昨年に比べ

ますと５億円の増となっております。

首里城の復興関連で言いますと、首里城跡内の城

郭等の保全とか、文化継承基金、そういった新たな

取組として３億円を予算計上しております。

それから、貧困対策に関連する予算では基金の積

み増し等がございますので、約59億円の増となって

おります。

それから、高齢化に伴う社会保障関係費で言いま

すと約17億円の増、そういった内容となっておりま

す。

○花城大輔委員 この中でこの子どもの貧困対策、

先ほど仲村委員からもありましたが、国にこの１割

負担になる、２割負担になる、非常に大きくなると

思っているんですが、これは要請はされていますか。

○武田真参事兼財政課長 今の要請というのは、予

算総額の確保でしょうか。それと補助率の話。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、花城委員より子どもの貧困対策

について、負担増になることを県は受け入

れているのかとの確認があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

武田真参事兼財務課長。

○武田真参事兼財政課長 すみません、そこはちょっ

と子ども生活福祉部じゃないとちょっと答え切れな

いので、すみません。
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○花城大輔委員 分かりました。

次の質問に移ります。当初予算説明資料抜粋版の

ほうから、たばこ税についてであります。

過去、何回か質問させていただいて、最初に聞い

たときは、たばこは値上がりしてやめている人が多

くなっているんだけれども、税収はどうですかと言っ

たら、笑顔で上がっていますと言ってましたが、次

の年に聞いたら、少し苦虫をかみ潰した顔で下がっ

ていますという話をされていました。

今回、さらにたばこが値上げされて、たばこを吸

う人が減っている中で、増収を見込んでいるという

ことでありますが、まず、ここ３年間の推移を聞か

せていただけますか。

○喜友名潤税務課長 県たばこ税の税収は、令和元

年度が約18億1891万3000円、令和２年度が約17億

2806万4000円となっており、令和３年度は17億9724万

1000円を見込んでいるところであります。

令和４年度は税率引上げの影響等も踏まえ、18億

5300万円を見込んでおり、令和３年度の決算見込額

と比較しますと5575万9000円、率にして3.1％の増と

なっております。

○花城大輔委員 今回、増額の見込みの何ていうん

ですかね、なぜ増額を予想しているのかというとこ

ろを説明お願いできますか。

○喜友名潤税務課長 令和３年10月１日に、１本に

つき１円の税率の引上げがございましたので、その

税率の引上げに基づいて、令和４年度の見込みをし

ているところでございます。

○花城大輔委員 それでですね、過去に、このまま

行けばこの１つの産業がなくなるかもしれないとい

うこと、将来、たばこを吸う人がもっと激減してい

くんであろうということを質問したところ、喫煙所

を増やすことを検討しているというような答弁があ

りましたが、その辺は今どうなっていますでしょう

か。

○喜友名潤税務課長 分煙環境の整備の件かと思い

ますが、保健医療部のほうで所管しておりますけれ

ども、分煙環境の整備については、保健医療部とし

ては各建物の管理者で考えていくべきものというふ

うな答弁だったかと記憶しております。

○花城大輔委員 すみませんね、こちらの勘違いと

いうか。じゃあ続けます。

次に、当初予算（案）概要の資料３－４の２ペー

ジ、私立学校通学費負担軽減事業。これ、対象者は

どれぐらいになりますか。

○古市実哉総務私学課長 令和４年度当初予算編成

における対象者数ということでお答えさせてくださ

い。

令和３年11月末現在の実績を基に、それから３月

末までの新規申請者数の推計を加味しまして、バス

通学者で約310名、モノレール通学者で約90名を見込

んでいるところでございます。

○花城大輔委員 終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 おはようございます。

まず、令和４年度当初予算（案）説明資料の３－

３、この予算編成で一番、主管課として御苦労され

たと思うんですが、池田部長、今年は復帰ちょうど

50周年の大きな節目に当たります。

そして、第６次沖縄振興がまたスタートする大変

重要な年でもあるわけですが、その新年度予算で最

も重要と言われる中においても、いろいろ国との予

算の交渉の問題もあって御苦労もあったかと思うん

ですが、どのようなことを中心に、そして、どのよ

うな苦労があってこの8606億円という大型予算に

なったのか。部長の考え方をお聞かせください。

○池田竹州総務部長 令和４年度予算の編成に向け

ては、内閣府とは昨年の４月段階から意見交換を行

い、ロジックモデルという事業効果の判定をし、客

観的に示す指標も今回初めて取り入れて、ソフト交

付金中心に必要性を強く訴えてきたところでござい

ます。

一方で、最終的に予算額は大幅な減になったとい

う部分がございまして、そこら辺の分析は、正式に

聞くと必要な予算を積み上げたというところの回答

しか返ってこないんですが、やはり特にハード事業

等、ソフト交付金につきましては、例えば箱物整備

については、ほかの都道府県、市町村などは単独事

業でやっているところがほとんどではないかという

ような指摘もされているというふうに聞いています。

財務サイドですかね。

ただ、ハード交付金につきましては、やはり必要

な道路でありましても、港湾等につきましても―部

分は当然、相当あると思っていますので、その辺の

部分は引き続き強く要請していきたいと思います。

内容的には、やはりコロナの影響がかなり長引い

ているということで、感染対策はもちろんですが、

経済的な部分をきちんとやっていく。感染がある程

度収まらないと、リーディング産業の観光を本格的

に、ちょっとお客さんを呼び込むというのは難しい

んですが、その中でもできる部分、現在、彩発見キャ

ンペーンとかもやっていますが、そういったものが
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すぐできる予算を、繰り越した分も含めて対応して

きたところでございます。

○仲田弘毅委員 今、彩発見の繰越しというお話が

ありました。

令和３年度の２月補正予算案、ちょっと見せてい

ただきましたが、その資料４－２で、これまで22次

にわたって補正が組まれてきたわけですけれども、

２月、３月の令和３年度補正予算で、結果的には県

の貯金に当たる財政調整基金の積立てがなされてい

るわけですが、そのほうの御説明お願いできますか。

○武田真参事兼財政課長 昨日可決いただきました

22号の補正予算において、財調のほうに約345億円を

積み立てております。その結果、今年度末残高は現

時点では353億円の積立額になります。

ただ、そのうち本日御審査いただいている令和４年

度の当初予算で、233億円を取り崩す形になっており

ますので、現時点における令和４年度末残高は、約

120億円の残高と見込んでおります。

○仲田弘毅委員 ということは、その二百三十数億

円は、その353億円の中からまた補塡、本予算に補塡

がされるということですね。

部長、先ほど彩発見キャンペーンというお話があ

りましたが、私たちはこういった積み残しの基金、

財源が未執行なために、返金、国に返金されるんじゃ

ないかという心配も随分あったわけですけれども、

そのほうはもう次年度の予算でしっかり組んで、22年

度予算で消化できるということで大丈夫でしょうか。

○武田真参事兼財政課長 彩発見事業は全て国費、

観光庁の10分の10の補助金になっています。地方版

の彩発見については、令和３年度予算で繰り越して

令和４年度に執行できるという形となっております。

当初予算で計上している377億円のＧｏＴｏ沖縄

キャンペーンだったと思うんですが、そういう名前

の事業だと思うんですけれども、その事業について

は全て国費という形で計上されておりまして、これ

は繰越しではなくて本予算のほうで計上させていた

だいています。

○仲田弘毅委員 このことはですね、今、ホテル関

連、それから観光関連企業にとっては、大変、従来

心配していた事業の一つなんですね。

新型コロナがこれだけ、もう３年目に入って、そ

れが今もってまだ終息しない。報道等で八重山地区

がまた再拡大に向かっているという大きな状況もあ

りますので、本当に観光を推し進めていくためには

終息しなくちゃいけないという、大変ジレンマであ

りはするんだけれども、ぜひそういったところも含

めて、県としては頑張っていただきたいなと、そう

いうふうに思います。

それと、資料の中で、地方譲与税が65.2％増になっ

ているわけですが、具体的にはどういうふうな内容

で94億円も増になっているんでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 複数、譲与税自体はござ

いますが、一番大きいのは特別法人事業譲与税とい

うのがございます。

法人事業税、国のほうで一旦徴収をして、それを

また各都道府県に分配するというものになってきま

すが、その特別法人事業税のほうが、国のほうの徴

収見込みが高いということによって、各県に人口ベー

スで配分されるんですが、その原資が増えたという

ことでの65.2％の増となっております。

○仲田弘毅委員 それと、やっぱりもう一点は、こ

の繰入金が33％。この理由はどういうふうになりま

すか。

○武田真参事兼財政課長 繰入金の増は先ほど御案

内のとおり、財政調整基金の繰入額が昨年に比べま

して140億円弱の繰入額の入れ込みになっております

ので、その影響で33％の増となっております。

主には、財調の繰入金の増となっております。

○仲田弘毅委員 では、総務私学課を含めてお願い

したいと思いますが、私立の専修学校授業料免除事

業ですね。その中身について、もうちょっと詳しく

教えていただけませんか。

○古市実哉総務私学課長 本事業は、家庭の経済状

況にかかわらず、専修学校に就学することができる

ように、住民税所得割の非課税世帯、それから、そ

れに準ずる世帯の学生を対象にしまして、授業料59万

円、入学金16万円を上限として減免して、その負担

軽減を図るものでございます。

具体的には、その所得の状況に応じまして、世帯

年収が約270万円未満の場合には上限額の全額を、ま

た約300万円未満の場合には上限額の３分の２を、そ

して、約380万円未満の場合には、上限額の３分の１を

免除しているものでございます。

○仲田弘毅委員 この事業はですね、ぜひ僕は力を

入れていただきたいというふうに考えています。

高等学校から大学進学ができる家庭は、もちろん

それはそれで構わないんですが、企業としても、専

修学校を出てきた子供たちというのは、ある意味で

は即戦力として使える。また、そういうふうな対応

をしているのが専修学校の大きな役目だというふう

に考えています。

しかし、残念ながら家庭的なあるいは経済的な理
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由でもって、そういった方策、施策も利用ができな

いという家庭においては、しっかり体制を組んでい

ただいて、フォローアップができるようにぜひお願

いしたいと思います。要望して終わります。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 それではお願いします。

部局別の概要とか抜粋版から少し質問しますが、

まずは、一般会計の総予算が非常に伸びているとい

う中で、総務部も対前年度比で120億円多くなってい

るということでございますけれども、まず、その要

因について伺います。

○武田真参事兼財政課長 総務部の予算が増になっ

ている要因は、税等の交付金、県税、地方消費税も

増えていますので、その税に伴う交付金、それから

清算金、そういったものが増の要因、大きな増の要

因となっております。

○山里将雄委員 ごめんなさいね、これ質問取りの

ときには言ってなかったので、急な質問になってし

まいました。

それでは、次、行きます。私は歳入のほうから２点

ほど聞こうと思っていますが、まず、先ほどからあ

ります自主財源の件なんですけれども、依存財源と

自主財源の比率は60.8％依存財源が多いと。自主財

源は39.2％となっているということでした。先ほど

の花城委員の質問にも答えていたんですが、今回は

2.5ポイント増えているけれども、それは繰入れが多

くなったことで、実力ではないというふうな答えが

ありました。

それから、これまでは大体30％前後しか自主財源

がないということでしたが、自主財源の柱というの

は税収ということにはなると思うんですけれども、

そこも含めて自主財源のいわゆる増加、増やすこと

についてどのような対策を取っているか伺います。

○武田真参事兼財政課長 委員が今おっしゃったと

おり、まず、自主財源の確保については、まず、県

税の増収というのが一番の王道だと思っています。

そのためには、やっぱり経済の活性化に結びつくよ

うな産業施策の推進によって税源の涵養を図る、こ

れが第一だと思っています。

ただ、それ以外にも、地道に県税の徴収強化、そ

ういったものも取り組む。それから、税以外の財源

の確保についても取り組む。そういったふうな地道

な取組を、引き続き行うことが肝要かなというふう

に考えております。

○山里将雄委員 本当にそうだと思います。

平成18年でしたか、あの三位一体改革の税源移譲

がありましたよね、国からのです。そういうことで、

税源が移譲されたことによって、やっぱりその強化、

徴収強化ですね。先ほど言ったことについては、非

常に重要になっていると思うんですが。

前に市町村へ職員を派遣して、市町村の税担当と

一緒に徴収を上げていくということをしていたんで

すが、これは今も行っているんですか。

○喜友名潤税務課長 現在も、各県税事務所に個人

住民税の徴収対応の専任の職員を置いておりまして、

その職員が市町村に赴きまして、一緒に滞納整理を

する、もしくは、困難事案の相談に乗るといったこ

とを現在でもやっております。

○山里将雄委員 これは全市町村なんですかね。何

か特に徴収率の悪いところとか。

○喜友名潤税務課長 基本的には全市町村が対象と

なっております。

○山里将雄委員 分かりました。頑張っていただき

たいと思います。

あと一つ、美ら島ゆいまーる寄附金について少し

聞かせていただきたいんですが。美ら島ゆいまーる

寄附金、これは要するにふるさと納税ですよね。こ

れが2728万4000円となっているんですけれども、こ

れは総務部の分だけですか。それとも、ほかの部で

もそれぞれで受けるんですか。それとも、総務部だ

けで、ゆいまーる寄附金というのは、ふるさと納税

を受けているんですか。

○喜友名潤税務課長 この美ら島ゆいまーる寄附金

の制度を使った寄附金は、総務部で調定する寄附金

以外にも、首里城の寄附金は土木建築部のほうで調

定しますし、新型コロナウイルス感染症に関する寄

附金は保健医療部のほうで調定といった形になって

おります。

○山里将雄委員 あくまでも、ゆいまーる寄附金と

しては総務部でということなんですね。

いわゆるふるさと納税なんですが、これ2728万

4000円。今回、さらに大幅に減となっているんです

けれども、これは何か理由があるんですか。

○喜友名潤税務課長 美ら島ゆいまーる寄附金は、

大口の寄附金などの特殊要因を除きますと、おおむ

ね3000万円から4000万円で推移しているところでご

ざいますが、令和元年度と令和２年度は、首里城火

災であるとか、新型コロナウイルス感染症の拡大が

あったということで大口の寄附が寄せられ、ふるさ

と寄附金全体として大きく伸びたところでございま

すが、その反動により、令和３年度は寄附額が落ち

着いてきているというふうに考えております。
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○山里将雄委員 なるほど。分かりました。コロナ

が一応原因となっているんですね。

これはどうでしょう、コロナ禍の始まり、令和元

年度ぐらいと今現在では、その額はどのように変わっ

ていますか。

○喜友名潤税務課長 令和元年度の総務部所管の美

ら島ゆいまーる寄附金が3415万6000円、また、土木

建築部のほうで調定する首里城の火災復旧支援が

１億5467万7000円、合計しますと、令和元年度１億

8883万3000円となっております。令和３年度はちょっ

とまだ今、途中ですが、2000万円台で大幅に減少し

ているという状況でございます。

ちなみに、令和２年度は美ら島ゆいまーる、総務

部所管分が3848万3000円、それから、首里城火災復

旧支援金が10億2391万9000円で、合計しますと10億

9088万3000円という形になっております。

○山里将雄委員 今、寄附はこのゆいまーる寄附金

だけをちょっと見ていたので、首里城等々含むとか

なりの寄附金はあるということなんですね。

一応、先ほどの自主財源の確保ということで聞い

たんですが、この寄附についてもやっぱりですね、

このふるさと納税についても非常に重要な財源にな

るのではないかというふうに思っていまして、沖縄

県としては、全国的に見ても非常に注目される県で

もありますので、この確保、ゆいまーる寄附金とい

うのはもっとあっていいのかなとちょっと思ったも

のですから、今回聞いてみたんですが。

これ、返礼品は今もう廃止していると聞いたんで

すが、そうなんですか。

○喜友名潤税務課長 本県では、平成22年度から、

過去にはアグー肉であるとか泡盛などの特産品を返

礼品として進呈していた時期もございます。

しかしながら、平成27年４月に発出された趣旨に

反するような返礼品は自粛すべき旨の総務省通知や、

市町村との競合を避けるという観点、また返礼品に

要する費用も県の施策に充当してほしいといった寄

附者の声を踏まえまして、平成28年１月から返礼品

の送付を見合わせているところでございます。

○山里将雄委員 分かりました。

先ほども言ったとおり、ぜひ、その確保について

も取り組んでいただいて、少しでも多く寄附をして

いただけるように対策をしてほしいなと思います。

終わります。

○喜友名潤税務課長 委員御指摘のとおり、美ら島

ゆいまーる寄附金は県の重要な財源というふうに考

えておりますので、その確保のための取組が必要だ

と考えております。

一方、市町村との競合を避けるといった観点も必

要でございます。本来、寄附と返礼品は別のもので

あるといった観点も踏まえつつ、返礼品の在り方も

含め、他県の状況を調査しながら、美ら島ゆいまー

る寄附金の活性化について検討してまいりたいとい

うふうに考えております。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 では、積算内訳書のほうからさせ

ていただきます。

今、通知させていただきました。琉球政府関係文

書デジタル・アーカイブ事業について。

これは令和３年度でたしか一旦区切りがついたと

いうことで、令和４年度以降、また引き続き行われ

るようですが、まず事業内容について伺います。

○古市実哉総務私学課長 現在行っているものは、

平成25年度から実施しているところですが、令和３年

までの９年間で、沖縄県公文書館で保管しておりま

す約16万簿冊の琉球政府文書のうち、主要な13万簿

冊についてデジタル化を行って、インターネットで

公開する事業でございます。これにつきましては、

今年度末までに達成できるものと考えております。

一方、令和４年度から実施することとしておりま

す琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業にお

きましては、対象範囲を拡大しまして、同様にデジ

タル化してインターネットで公開することとしてい

ます。

具体的には、復帰後も県が保有しておりました琉

球政府文書ですとか、行政関係団体文書等の約１万

5000簿冊をデジタル化するということと併せまして、

既にデジタル化されております琉球列島米国民政府

文書、これが４万簿冊ございますので、それを合わ

せた５万5000簿冊の中から、個人情報保護の観点か

ら公開できないものを除いた４万簿冊について、イ

ンターネットで公開するということを考えておりま

す。

○当山勝利委員 この資料の中には、市町村関係の

文書もあるというふうに聞いていますが、それはど

のような文章でしょうか。

○古市実哉総務私学課長 これも琉球政府時代の関

係から、県だけでなくて市町村のほうでも保管して

おります文書ですとか、一部、国の文書もございま

す。これが大体、約、想定1000簿冊あるかなという

ことで、その分も含めております。

○当山勝利委員 そうすると、沖縄県と市町村の琉

球政府時代の関係資料を集めてデジタル化されると



－139－

いうことなんですけれども、市町村関係文書という

のはもう既にあることを確認されていて、それを収

集してデジタル化されるということでよろしいんで

しょうか。

○古市実哉総務私学課長 一部、確認しているもの

もございますが、また、今後確認しながら拾い上げ

ていきたいというふうにも考えております。

○当山勝利委員 ぜひ全県的な、その資料を収集す

ると、いろんな研究者の方々の有用な情報源になる

と思いますので、ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

次、移りますが、在米沖縄関係資料収集公開事業

についてなんですが、なかなかコロナが落ち着かな

い状況で、今年度どのような活動をされるのか伺い

ます。

○古市実哉総務私学課長 委員おっしゃるとおり、

令和２年度、それから令和３年度におきまして、新

型コロナウイルス感染症の影響で米国での沖縄関係

の写真等、収集することができませんでした。当初

計画していた４万4700点のうち、３万2126点が今の

ところ未収となっております。こうした在米沖縄関

係資料については、戦後の歴史資料として広く県民

の利用に寄与することで、記憶の承継が可能となっ

て、沖縄文化の承継、発展に寄与するものと考えて

おりますので、これまでに収集することができなかっ

た残りの資料につきましても、令和４年度以降、収

集、公開に取り組んでいきたいというふうに考えて

おります。

○当山勝利委員 こちらのほうは未収分があって、

コロナが落ち着いて、全て事業が終わりそうな頃合

いを見て終了するということなんでしょうか。それ

とも、その先も見据えてやられるということなので

しょうか。

○古市実哉総務私学課長 現在としては、未収分を

収集して一応事業は完了することになろうかという

ふうには考えているところでございます。

○当山勝利委員 こちらもぜひですね、こういう情

報を待っていらっしゃる研究者の方々も多いと思い

ますので、頑張っていただきたいと思います。

次に、通知させていただきました公共施設マネジ

メント推進事業についてなんですが、まず、大規模

改修工事について伺いますが、９億4000万円ほどあ

りますが、どこの改修工事か伺います。

○池原勝利管財課長 大規模改修工事につきまして

は、現在、三重城合同庁舎の外壁劣化事業と、もう

一つが沖縄県平和祈念資料館の設備更新工事を予定

しております。

○当山勝利委員 分かりました。

三重城合同庁舎と平和祈念資料館の改修工事は、

それぞれ何年かけて行われるんでしょうか。

○池原勝利管財課長 三重城合同庁舎につきまして

は、令和４年度で考えております。

沖縄県平和祈念資料館につきましては、設備の工

事とかがありまして、今、債務負担行為もお願いし

たところでありますが、２年間を予定しているとこ

ろでございます。

○当山勝利委員 平和祈念資料館については、一般

質問でも過去にさせていただきましたが、トータル

30億円近くの改修が必要であるというような積算も

されている中で、今５億円で、２年間というと、同

じ積み上げだとすると10億円でまだまだ足りないん

ですが、そこら辺のその改修工事、終わらないと思

うんですけれども、見立てはどうでしょうか。

○池原勝利管財課長 まず、今回、管財課のほうで

ですね、公共施設マネジメント事業の中で大規模改

修工事をする目的のほうを、まず御説明いたしたい

と思います。

沖縄県におきましては、老朽化しています施設に

関しまして、長寿命化を図るために、大規模な事業

をモデル事業として行っております。

その目的を申しますと、各施設管理者の中ではやっ

ぱり事務職員が多くいまして、技術的な対応ができ

ないところもありますので、そういったところにつ

いては、例えばマニュアルとかを作成して対応する

形の事業となっておりまして、今回のこの公共施設

マネジメントで行います大規模改修につきましては、

この２年間におきまして、施設の外壁等、屋根とか

また設備等について集中的に長寿命化を図ろうとい

うことになっておりまして、委員御指摘のそれ以外

の施設の改修もあろうかと思いますが、それについ

ては子ども生活福祉部のほうで今後、調整するもの

と考えております。

○当山勝利委員 分かりました。

では緊急修繕等事業について、その事業の内容に

ついて伺います。

○池原勝利管財課長 緊急修繕事業では、これまで

の大規模改修工事に加えまして、今回、令和４年度

から行うものでありますが、その内容としまして、

広く県民が利用する施設を対象にしまして、各施設

管理者で作成しています個別施設計画に基づく修繕

や新型コロナ感染症対策など、新たな行政課題に対

応するため、緊急修繕が必要な事業について行うと
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ころがございます。

○当山勝利委員 具体的に何件あって、一番大きい

事業は工事費で幾らで、修繕が幾らで、どういうと

ころを修繕されるのか伺います。

○池原勝利管財課長 今年度につきましては、42件

を予定しております。

すみません、費用の分析はこれからですのであり

ません。ちょっと大きなところの工事名だけ御説明

させていただきたいと思うんですが、緊急修繕等事

業にあります総合福祉センター全館の空調設備の更

新、県立学校におけるコロナ感染症対策、また、奥

武山のプール等の屋根の更新とか、様々な改修を行っ

ていきたいと考えております。

○当山勝利委員 こちらのほうちょっと聞き取りの

ときに、県民がよく使われるような施設を主に改修

工事されるということを聞いているんですが、そう

でしょうか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおりでござい

ます。

今回については、広く県民が利用する施設につき

まして事後対応、いわゆる壊れてから修繕するより

も、そういう形で修繕を集中的に行うことで、予防

保全にもつながるものと考えて計上しているもので

ございます。

○当山勝利委員 おっしゃるとおり、朽ちてから修

繕するのはちょっと大変ですので、その前にしっか

り手当てしていただけるとありがたいと思います。

よろしくお願いします。

次に、設計費のほうも計上されておりますが、ど

この設計費で、どういう内容か伺います。

○池原勝利管財課長 大規模改修工事につきまして

は、令和元年度から引き続き事業を行うことを予定

しておりまして、令和５年度に具体的にちょっと工

事を行いたいところがございまして、その設計費を

計上してございます。

具体的に申し上げますと、南部保健・福祉合同庁

舎、名護青少年の家、宮古職員住宅、水産海洋技術

センターの職員宿舎等について、現在、設計費とし

て計上してございます。

○当山勝利委員 今、答弁の中で、改修工事のため

の設計っておっしゃいましたか。

○池原勝利管財課長 すみません、失礼しました。

大規模改修工事を行うためにですね、どうしても

実施設計が必要になってきますので、その設計費と

しての計上となっております。

○当山勝利委員 分かりました。こちらの公共マネ

ジメント推進事業については、いろいろ財源的なこ

ととか、長寿命化ということもありますので、うま

くやっていただければと思います。

次に移ります。防災危機管理センター棟について

は質疑がありましたので、１点だけ伺います。

旧議会棟があった場所に、このセンター棟を整備

されるということなんですけれども、やはり琉球政

府時代からの旧議会棟があったところですので、何

かそこら辺で配慮されることは何かありますでしょ

うか。

○池原勝利管財課長 旧議会棟のほうに設置する理

由といたしましては、本庁舎のほうは非常に狭隘で

災害対策本部等が建てられないということでありま

して、知事または各部局を参集するとしても、どう

してもやっぱり、この敷地内の中でできるところと

いうのはそこしかなかったところでございまして、

そこを今場所としております。

配慮等ということなんですが、今のところ基本設

計の中では、そういう規模等、また、機能等を重点

的に行っておりますので、どのようなことができる

か、ちょっとまだ実施設計とかもございますので、

今後検討とかですね、そういう形が必要かなと考え

ております。

○当山勝利委員 ぜひ検討していただければと思い

ます。よろしくお願いします。

私立学校等教育振興費について伺います。

こちらのほうは、トータルで約10億円弱の増となっ

ておりまして、先ほどもありましたけれども、私立

専修学校授業料等減免事業の増額、こちらのほうは

分かったんですが、その中で非課税世帯等ですね、

それに準拠する方々、その生徒人数というのは何名

ぐらいになるのか伺います。

また、これは全体の何％ぐらいになるんでしょう

か。

○古市実哉総務私学課長 そこは毎年度の動きが

あったりですとか、今回のコロナとかの関係で、経

済状況が変動するので、なかなか答えにくいところ

ではあるんですが、一応、令和４年度の当初予算の

編成という過程の中では、一応、上限の全額を対象

となる人は約1600名程度かなと見込んでおります。

また、その次に、３分の２の減免になるのは約500名

かなと。あと、もう一つの３分の１減免につきまし

ては、およそ400名かなというような形で、一応、人

数を見込んでいるところです。

先ほど説明したとおり、予算編成に近い直近の実

績から、その後の３月までの新規の見込みをしてい
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るので、一応、そういったものを踏まえながら、こ

の所得の階層区分での人数を見込んでいるところで

ございます。

○当山勝利委員 何％か分かりますか。

○古市実哉総務私学課長 すみません、今はちょっ

とお答えできません。

○当山勝利委員 分かりました。

先ほどもありましたが、やはり所得の低い方々に

対する制度です。それと、どうしてもいろいろな家

庭状況によって、こういうところに進学するという

こともありますし、あと、所得の低い方というのは

意外と情報難民であったり、こういう制度に疎い方

も多いと思いますので、ぜひこういう告知はしっか

りと学校等にも―しっかりやっていらっしゃるとは

思うんですけれども、しっかりこういう制度もあり

ますよということは告知していただきたいと思いま

すが、いかがでしょうか。

○古市実哉総務私学課長 そうですね、積極的にこ

の制度を活用していただきたいということで、これ

までも、例えば、県広報誌への掲載ですとか、あと

は学校窓口とか、あとは奨学のための給付金の通知、

そういったものと併せて、この制度のリーフレット

を送らせていただいたりとか、あとは対象となる学

校のホームページのほうに掲載していただくとかで

すね、あらゆる機会を捉えて学生の周知に努めてい

るところでございます。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お願いします。

最初に、私立学校通学費負担軽減事業の積算につ

いてお願いいたします。

○古市実哉総務私学課長 令和４年度当初予算編成

の過程の積算の件でございますが、令和３年11月末

現在の実績を基に、それから３月末までの新規申請

者の推計を加味して、バス通学者は約310名、それか

らモノレール通学者は約90名と見込んでおります。

また、併せまして、令和３年４月から12月までの

実績を基に１か月当たりの平均通学費を見込んでお

ります。バス通学で6000円、モノレール通学で5400円

と見込んでおります。これらを乗じまして、年間の

所要額を積算しております。

○西銘純恵委員 対象は非課税世帯ですか。

○古市実哉総務私学課長 私立高等学校等に在籍す

る低所得世帯の生徒ということで対象となっており

ます。

○西銘純恵委員 非課税ですか。それを超えてです

か。

○古市実哉総務私学課長 詳しくお話しますと、住

民税所得割非課税世帯ですとか、児童扶養手当受給

をしている世帯に属する学生さんということになり

ます。

○西銘純恵委員 先ほど授業料減免の人数で2500名

ぐらいの生徒数になったと思うんですが、これから

いって、今の310と90というのが、ちょっと整合性が

取れるのかなと思っているんですが、いかがですか。

○古市実哉総務私学課長 先ほどのものは専修学校

が対象となります。こちらのものは、中高それから

通信制の高等学校の生徒が対象となります。その差

になるかと思います。

○西銘純恵委員 通信制、結構増えていると思うん

ですが、周知していただきたいと思います。

次、移ります。防災危機管理センターの整備事業

の完成の時期というのを、もう一度確認します。

○池原勝利管財課長 完成時期につきましては、ま

ず、今後のスケジュールを御説明しますと、令和４年

度に実施設計、令和５年度から工事を着手したいと

考えておりまして、令和７年度の運用開始を予定し

ております。

○西銘純恵委員 機能の面でお尋ねしたいんですが、

電源が48時間対応とおっしゃったし、防火や貯水を

含めた機能や性能について、日数も含めてその２日

間というので大丈夫なのか、１週間程度必要ではな

いのかというのも思うので、お尋ねします。

○池原勝利管財課長 まず、施設の特徴といたしま

しては、現在、免震構造を予定しております。

また、地震災害発生時には十分機能できる耐震性

を確保するほか、電気や給排水等のライフラインの

供給停止におきましても、72時間を外部からの供給

なしでも対応可能な非常用発電機や受水槽、緊急排

水槽等の設置を今検討しているところでございます。

○西銘純恵委員 機能性のほかにも、機能、性能で

説明お願いします。

○池原勝利管財課長 失礼しました。

そのほかに、当該施設につきましては、大規模災

害に対応するための諸室、部屋等の確保も検討して

おりまして、具体的に言いますと、現在の４階講堂

の約２倍の面積を有します災害対策本部を常設し、

また、防災関係機関の人員スペースとなる災害対策

室や、長時間の対応に備え、男女それぞれの仮眠室

やシャワー室、また非常食等の備蓄倉庫、また災害

現場の映像や被害状況、気象等の情報を共有し、迅

速な指揮、情報伝達ができる設備等の構築を検討し

ているところでございます。
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○西銘純恵委員 もっと深めたいところですが、こ

れで終わります。

次、会計年度任用職員について、本務職員と比べ

ての人数と比率、お尋ねします。

○森田崇史人事課長 総務省の地方公務員の臨時、

それから非常勤職員に関する調査というのがござい

ますが、それの令和２年４月１日時点の一般行政部

門の会計年度任用職員というのは、1304名となって

います。

また、総務省の地方公共団体定員管理調査におけ

る一般行政部門の職員数3939人ということで、全職

員5243名に占める割合というのは24.9％ということ

になります。

○西銘純恵委員 全国平均と比べてどうですか。

○森田崇史人事課長 全国平均と比べても、沖縄県

は今、人数からいうと全国７番目というふうな多さ

になっておりますので、全国平均よりも高いという

ふうになります。

○西銘純恵委員 会計年度の給料といいますか、報

酬と表示されていますが、幾らですか。170万円台が

結構いらっしゃるんですが、いかがでしょうか。

○森田崇史人事課長 委員おっしゃるとおり、その

予算内訳書に計上されている会計年度任用職員の報

酬というもののうち、いわゆる事務補助の報酬につ

きましては、時給960円になりますので、大体170万

円ぐらいになろうかと思います。

○西銘純恵委員 本務職員との比較でお尋ねしたい

んですが、大卒、高卒、初任給それぞれあると思う

んですが、どこら辺と整合してその金額が設定され

ているんでしょうか。

○森田崇史人事課長 沖縄県の場合、高卒、いわゆ

る初級の場合は、１級の５号という給料表になりま

して、時給で計算しますと大体960円。それから、短

大ですと１級の15号で1040円。大卒だと１級の25号

で、大体、時給にしますと1170円という形になりま

すので、スタートとしましては、会計年度職員のい

わゆる事務補助につきましては、１級の１号で930円

からスタートして、大体960円ぐらいが、経験とか踏

まえて大体、今、皆さん960円ぐらいになっているも

のと思います。

○西銘純恵委員 ほぼ同じだって言われていると思

うんですが、15万600円というのが初任給ですよね、

高卒の。これを時給に直してそうでしょうか。

○森田崇史人事課長 先ほども申しましたとおり、

１級の５号で15万600円、時給に直すと大体960円と

いうことになります。

○西銘純恵委員 1002円ぐらいになったと思ったん

ですが、960円は間違いありませんか。

○森田崇史人事課長 そのとおりです。

○西銘純恵委員 あと、本務職員とこの皆さんとの

手当については、種類についても額についても同じ

でしょうか。

○森田崇史人事課長 会計年度任用職員に対して支

給できる給与の種類というのは自治法のほうで定め

られておりまして、いわゆる本務職員の給料に相当

する報酬、それから通勤手当に相当する費用弁償、

それから期末手当、ボーナスですね。この３種類と

いうふうになっておりまして、いわゆる本務職員と

いうものであれば、たくさんほかにも種類はあるん

ですけれども、言わば扶養手当とかですね、それか

ら住居手当とか、ボーナスでいえば勤勉手当とか、

そういうものは支給できないということになってお

ります。

○西銘純恵委員 年収について、単純に今の170万円、

時給960円でやったときの双方の額、どうなっていま

すか。手当をつけた年収と、平均的なものでいいで

す。

○森田崇史人事課長 会計年度任用職員は、先ほど

170万円というのはあくまでも給与ですので、それか

ら期末手当が令和２年度改正されてつくようになっ

ていますので、大体210万円ぐらいだというふうに思

われます。

あと、職員につきましては高卒、中級、それから

大卒というのもありまして、そこはちょっとやっぱ

り会計年度、期末手当の勤勉手当とかの額があるの

で、それよりも多くなるということになります。

○西銘純恵委員 やっぱり１年単位の雇用になって

いますから、短期ほど時給は高くしていくというの

を考えないといけないと私は思うんですが、少なく

とも、いろいろ手当を入れて215万円ぐらいというの

が、もっと引き上げるべきではないかと思うんです。

県としても、民間企業に対して賃金引上げ、正規

にということで沖縄県自体がやっている中でね、県

職員、この１年、特に会計年度とやられた皆さんに

対しては、少なくとも1000円を超えて支給していく

ということを急ぎ検討すべきではないかと思うんで

すが。

○森田崇史人事課長 これまでも述べてきましたよ

うに、地方公務員法の給与決定の原則というのに基

づいて、国、それから他の都道府県、民間事業者と

の均衡、それから当然にその常勤職員との均衡も当

然考慮する必要があると思います。
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それから、県の財政状況ですね。そういったもの

も踏まえる必要がありまして、他の都道府県の状況、

1000円ということであればそういうのも実際に調査

研究して、改善に向けて検討していきたいというふ

うに考えます。

○西銘純恵委員 よろしくお願いします。

税務課にお尋ねします。

米軍の優遇税制についてですが、県民と同様に課

税されて、徴収されていますか。

○喜友名潤税務課長 米軍やその構成員等につきま

しては、日米地位協定及び地方税法の臨時特例に関

する法律により課税が制限されているほか、米軍構

成員等の私有自動車につきましては、日米合同委員

会において決定された軽減税率が適用されていると

ころでございます。

○西銘純恵委員 地方税法の臨時特例に関する法律

で免除されているという項目といったらちょっと長

くなるのか、幾つ免除されていますか。

○喜友名潤税務課長 地方税法の臨時特例に関する

法律といいますのは、日米地位協定を実施するため

の地方税法の特例を定めた法律でございまして、地

方税を課してはならない所得や行為、非課税となる

対象者等が規定されておりますが、ほとんどの地方

税が課税できないというふうに規定されております。

○西銘純恵委員 ほとんどの地方税という、税収、

数で結構ですが、この法律でも一応示されています

よね。その数だけでも教えてもらえますか。

○喜友名潤税務課長 今ざっと数えましたところ、

10税目規定されているかと思います。

○西銘純恵委員 先ほど自動車税について、軽減の

話されました。県税としては自動車税、そして、市

町村は軽自動車税が軽減されているということです

が、軽減された額というのが、自動車税として復帰

から50年間、どれだけ軽減されているんですか。

○喜友名潤税務課長 米軍構成員等の私有車両に対

する自動車税の軽減措置による復帰50年間の軽減額

は、約305億1185万円に上ると試算しております。

○西銘純恵委員 これは、軽自動車税はまた別にあ

るわけですよね。それはつかんでいらっしゃいます

か。

○喜友名潤税務課長 申し訳ありません。軽自動車

税については企画部の所管になりますので、数字を

把握してございません。

○西銘純恵委員 基地内のゴルフ場で、ゴルフ利用

税が免除されていると。だけれども、沖縄県民がそ

こで税を払わないでプレーしているというのが問題

になっていますが、これは県民がやるというものに

対する課税については、できないんでしょうか。

○喜友名潤税務課長 米軍施設内のゴルフ場の利用

に対しましては、日米地位協定及び地方税法の臨時

特例に関する法律により、ゴルフ場利用税を課する

ことができないこととなっております。

○西銘純恵委員 県民がプレーすることに対する歯

止めというのは、税務課長が答えるのかよく分かり

ませんけれども、何か規制の手だてを取るべきだと

思うんですが。

○喜友名潤税務課長 県としましては、米軍施設内

ゴルフ場を含む基地内の諸機関が提供するサービス

について、日本人が利用する際の制限の内容等を明

確にするよう、渉外知事会等を通しまして国に要望

しているところでございます。

○西銘純恵委員 もう一つ、基地内の住民税、所得

税関係もみんな免除されているということですが、

基地外住宅に住んでいる皆さんは、いろんな行政サー

ビスを受けているわけですよ。だけれども、住民税

を払わないというところが、本当に免除されている

ということについて、この臨時特例という法律が、

ずっと50年近くにわたってそのまま続いているとい

うことも大きな問題だと思っています。

基地内の住民税について、どうなっているかお尋

ねします。

○喜友名潤税務課長 米軍構成員等が基地内で受け

る所得に対しましては、日米地位協定及び地方税法

の臨時特例に関する法律により、住民税を課するこ

とができないとなっております。

○西銘純恵委員 今、税金のことだけお尋ねしたん

ですが、米軍特権は高速道路の使用料、利用料です

か、それも免除されているとかいろいろあるわけで

すよね。

総務部になるのか、県全体として考えていただき

たいと思うのは、米軍優遇も含めて、税制のこれに

ついても、もっと県民と同じように課税すれば入っ

てくるであろうというのがあるということも調査研

究していただきたいと思いますが、いかがでしょう

か。

○喜友名潤税務課長 総務部の税務課としましては、

県税に係る部分に関しましてはちょっと把握してお

りますが、高速道路の利用料金のお話もございまし

たが、全体でどういった優遇がされているのかとい

うことに関しましては、把握してございません。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員より県として把握する
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努力をしてほしいということに対してどう

考えるか確認があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

池田竹州総務部長。

○池田竹州総務部長 基本的には、総括は知事公室

になるかとは思います。私どもは、今話した税の範

囲で把握できるところはやっているところでござい

ます。

トータルでの米軍のものにつきましては、日米地

位協定の改定で、様々な項目求めているところでご

ざいます。例えば、自動車税につきましても、渉外

知事会などで標準的な課税などをたしか要望してい

るところでございますが、そういったトータルでの

地位協定の改定を、きちんとこれからも求めていく

必要はあるというふうに考えています。

○又吉清義委員長 渡久地修委員。

○渡久地修委員 どうも御苦労さんです。

この抜粋版の３ページ、これちょっと事前の聞き

取りのときには言ってなかったんで、今、答弁でき

る範囲でいいと思いますけど、まず、12番の公債費

の利子、これについてもう一度お願いします。

○武田真参事兼財政課長 来年度の県債の公債費の

利子としましては、26億1400万円余りを予算計上さ

せていただいております。

○渡久地修委員 この26億円、要するに、これだけ

の予算の中の26億円という利子についての評価とい

うのか、捉え方というのかな、それはどんなふうに

見たらいいんでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 利子の抑制に当たっては、

過去、高利の県債を繰上償還をしたりという形で、

かつてそういう取組をさせていただきました。そう

いったものによって、利子は抑制されていると考え

ております。

今現在、本県の県債の利率なんですが、全体で

99.5％が２％以下。１％以下に限って言うと、約９割

が１％以下という形のものになっております。

過去にそういった高利のやつを繰上償還するとか

という取組によって、利子は低減されているという

ふうに考えております。

○渡久地修委員 いわゆる繰上償還、それから借換

えとかいろいろあるよね。これも皆さん、相当努力

をやったと思うのよ。

今回のこれは、もう最大限努力した結果、最大限

努力しているとは思うんだが、乾いた雑巾を絞るわ

けではないけどさ、もう努力に努力を重ねていくと

いうのは、もうこれからもやらないといけないんだ

けれども、まだ抑制していくという可能性というか、

努力というのはどんなふうにやっていますか。

○武田真参事兼財政課長 繰上償還は、今、かつて

とちょっとルールが違っていて、繰上償還をしても

その将来発生する利子分を保証するという話になっ

ていますので、事実上、その繰上償還のメリットと

いうのは今ないような状況になっております。そう

なってくると、新発債、新たな借入れのその利子な

んですが、そこを金融機関との調整によってできる

限り抑制していく、そういった取組が主になってい

くと考えております。

○渡久地修委員 要するに、ではもうこれは当然だ

けど、最大限、今できるものはもう全部やった上で

の計上ということでいいのかな。

○武田真参事兼財政課長 今、そのように考えてお

ります。

○渡久地修委員 ぜひですね、これもうんと本当頑

張ってください。

次にね、公共施設マネジメント推進事業ですが、

これ大きな成果が出ていると思うんだけどね。

この２年間、コロナが発生して、公共施設の在り

方も考え方がちょっと変わってきているのではない

かなと思うんですよね。例えば、全館クーラーとか

ね、密閉型とか、こういったものから変わっていか

ないといけない。換気、非接触型とか、いろんなの

がもういわゆる建築とか、建物の考え方自体が根本

的に変わらざるを得ないようになっていると思うん

ですよ。

そういうのがこれに反映されているのかというこ

とを聞きたいですね。

○池原勝利管財課長 新型コロナ感染症対策という

のは、やはり施設の課題であるという認識しており

ます。

今年度、これまでの大規模改修工事に加えまして、

緊急修繕等、事業を広く県民が利用する施設等につ

いて実施したいと考えておりまして、その一つの対

策の事業としましては、コロナ感染対策事業という

ことで、施設のコロナ感染症対策を図る必要があり、

緊急に施設の修繕等、増築を行う必要があるものに

ついては、そういう改築を行っていきたいと考えて

おります。

○渡久地修委員 もっと具体的に、コロナに対応し

て改築しますと言うけれども、どんな改築するのと

いうことを聞かせてください。

○池原勝利管財課長 今年度予定していますのが、

例えば、県立学校のセミナーハウス、寄宿舎等にお
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きまして、コロナ対策に向けた内装、空調、衛生設

備の改善、またはシャワー室の換気の増設等、そう

いうのを予定しております。

○渡久地修委員 ごめんなさいね。内装というのは、

内装とコロナ、どんな関係があるのか、もうちょっ

と説明してください。

○池原勝利管財課長 例えば、寄宿舎だと広く学生

等がおりますので、その仕切りとかですね、そうい

う形で、コロナ感染者の個室での隔離とかですね、

そういうものを検討しているということを聞いてお

ります。

○渡久地修委員 これ、県立学校の話が出たが、例

えば一番肝腎なのは換気とね、ずっとコロナの対策、

皆さんが言っているのは、まず手指消毒、それから

換気、マスクということを言っているわけよね。だ

から、そういうもので施設も換気の対策、そして、

手指消毒という点では非接触型という、学校であれ

ば一番あれなのは水道の蛇口とかね、あれを非接触

型に、もうこれから計画的に変えていかなければな

らないと思うんだよね。学校が今、一番大きな課題

になっているわけだから、小中学校も含めて。

この辺は、僕はしっかりとやる必要あると思うん

ですが、その辺はこの事業とは関係ないですか、ど

うですか。

○池原勝利管財課長 まず、この改修事業について

はそういう形で行っておりますが、別途、各施設に

おきましては、総合管理計画に基づきまして個別に

施設計画等、改修を今後予定しております。

その中で、委員御指摘のとおり様々な課題がある

と思いますので、それについては、この予防保全と

いうのを検討していく必要があるかと考えます。

○渡久地修委員 最後になりますが、部長、この公

共施設マネジメント推進事業、もうこれまでずっと

やって成果も上げていると思うが、この２か年間の

コロナでね、やっぱり考え方自体をさ、それに対応

するものに変えて、この事業もそれを取り入れてい

くとかということをしないといけないと思うので、

その辺は多分考え方なんだけどね。考え方でしっか

りとそういったのも取り入れていくということで、

どんなやり方がいいのかというのは、僕も今これが

一番いいよというのは今、提起は、何か非接触型と

いうあれぐらいしか言えないが、換気と。

だから、その辺どうするかというのを含めて、しっ

かり取り入れて検討していくことが必要だと思いま

すが、考え方よろしくお願いします。

○池田竹州総務部長 先ほど管財課長からもありま

したが、例えば県立学校の部分もそうです。

基本的には、コロナ対策の対応というのは、それ

ぞれの施設管理者がまずどんな対策が要るかという

のが、考える必要がございます。例えば、県庁舎の

トイレ、給水栓を既決予算の範囲内で、これまでの

手動でやるものから自動のもの、そして石けんも、

従来は固形石けんが置かれていたんですが、手をか

ざして出てくるタイプに変えています。そういった

ものをきちっとやっていくというのが、やはり公共

施設、多くの人が利用するセクションでは必要かと

思います。

学校につきましては、今後、教育庁がどういった

考えで臨むのかですね、意見交換もしながら対応し

ていきたいと思います。

○渡久地修委員 では、今の部長の答弁からいくと、

この公共施設マネジメントだけではなくて、それ以

外、全体的な問題にこれはなってくるので、教育委

員会含めて、ぜひしっかり議論して対策が取れるよ

うに、今年度予算の中でもどんどんどんどんやって

いけるようにやってください。

終わります。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後０時０分休憩

午後１時22分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 お疲れさまです。

令和４年度の当初予算について、このコロナ禍の

影響による税収は今回、どのように見込んでいるか

ということをお聞かせ願います。

○喜友名潤税務課長 令和４年度の県税予算は、地

方財政計画における税収見通しや令和３年度の税収

見込額等を踏まえて見込んでおりまして、当初予算

額1412億5900万円で、前年度当初予算額1204億2800万

円と比較いたしまして、208億3100万円、率にして

17.3％の増を見込んでおります。

○平良昭一委員 208億円の増、17％の増ということ

で、過去最高のいわゆる令和４年度の当初予算とい

うことになっているわけですが、この過去最大となっ

たという理由は、皆さんの中ではどういうふうな受

け止め方、考え方の中でやっていますか。

○喜友名潤税務課長 増収となる主な税目といたし

まして、まず、１つ目に法人事業税、これが当初予

算額337億800万円で、前年度当初予算額192億4800万

円と比較して、144億6000万円、率にして75.1％の増
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を見込んでいるということと、もう一つは地方消費

税、当初予算額283億7300万円で、前年度当初予算額

254億2800万円と比較しまして、29億4500万円、率に

して11.6％の増を見込んでおります。

主な税目としましては、この法人事業税、地方消

費税が伸びてきていることが税収増の要因だという

ふうに考えております。

○平良昭一委員 確かにそういう状況でもあります

が、その中で非常に気になるのが、午前中でも質疑

ありましたけれども、この歳入４款の市町村たばこ

税県交付金、この中で17億円から18億円がこの令和

元年から推移しているわけですが―その中で推移し

ていますけれども、この17億円から18億円という数

字は、この税の改正があったから18億円に戻ったと

いうことになっている説明だったんですよね。

その中で、今後もそういうふうな17億円から18億

円の推移をキープできるような状況が、今後もある

んですか。

○喜友名潤税務課長 委員御指摘のとおり、17億円、

18億円を維持しているのは、これまでの増税の税率

引上げの影響というふうに考えておりまして、調定

本数を見ていきますと、調定本数は毎年下がってい

る状況ですので、このままこの税収を維持できるか

どうかというのは、今のところ難しいのかなという

ふうに考えております。

○平良昭一委員 どうしても、この市町村の中での

税収の中で、かなりウエートを占めてきているわけ

ですよね。

その中で、日本たばこ―ＪＴさんは、県内での契

約農家も減らしていると。契約を打ち切って、いわ

ゆるもう廃業に追い込まれている農家もあるわけで

すよね。

であれば、当然その税というのは、そういう方々

に対しても配慮すべき問題点はあると思うんですが、

その辺、部長どうですか。これ農林水産部が考える

ことだと思いますが、そういう税の背景としてどう

考えますか。

○池田竹州総務部長 たばこ税も普通税でございま

すので、一般財源という扱いになろうかと思います。

一方で、農林水産部のほうで葉たばこ農家の部分

のケアはしているということで、この辺は農水部と

も意見交換しながら、今後どういう対応ができるか

は考えていきたいと思います。

○平良昭一委員 当然、たばこの消費も少なくなっ

ている、農家も減る。しかし、国のほうでは税の改

正、法の改正によって、この財源を確保できるシス

テムをつくっているのであれば、そこに対する配慮

はあるべきだと私は思いますので、その辺は考えて

いただきたいと思います。

そして、防災危機管理センターの件で、午前中の

部長の答弁で消防団員の研修等にも使用したいとい

うようなことがありましたが、この消防団員という

のは常勤、非常勤の消防団というのもありますよね。

それも含まれるんですか、非常勤も。

○池田竹州総務部長 基本的に消防団の団員さんは、

非常勤のいわゆる特別職になろうかと思います。常

勤の消防は、いわゆる那覇市さんとか11市中心にやっ

ているところでございます。

あと、地域の防災クラブなどもございますので、

そういった市民レベルの定期的に研修できる施設が

今までなかったというのもございまして、そういう

ふうな活用も視野に活用していくように、公室と調

整していきたいと思います。

○平良昭一委員 市町村とかで広域あたりでも組合

をつくって、消防署というものをつくっている現状

がありますよね。

そういう具体的な消防署という形の中で運営して

いるのが、県内に幾つぐらいありますか。

○池田竹州総務部長 一部事務組合を含めてですか。

○平良昭一委員 含めて。

○池田竹州総務部長 ちょっと今すぐにお答えでき

る資料を持ち合わせていないんですが、複数、島尻

ですとか国頭、今帰仁とかですね、たしか複数か所

ございます。

○平良昭一委員 この消防署を持っていない地域、

特に小規模離島辺りに関してですね、やっぱりそう

いう防災の件で、コロナの件でもいろいろありまし

たが、どうするかということもあったんですよね。

そういう観点からすると、この防災危機管理セン

ターを造ることによって、そういうところまで配慮

していただけるようなことがあるんだったら、これ

はすばらしいことでありますから、ぜひその辺も含

めて、活動の一環としてやっていってほしいなと思っ

ていますが、聞きたいのは、この小規模離島の消防

体制、それについてはどういうふうに考えていくか、

今後。

○池田竹州総務部長 それはまさに知事公室の所管

でございますので、すみませんがそちらのほうで。

ちょっと補足しますと、小規模離島の消防団、ほ

とんどの離島において役場の職員が人数的には多く

占めています。そこの研修については、今、消防学

校のほうで基本的な、例えば、いわゆる消防機器の
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取扱いとか、そういったものはやっているとこでご

ざいます。

私どもが新たに造るのは、どちらかというと研修

施設ですので、実地訓練はちょっとここでは難しい

んですが、映像資料とかそういったものを活用した

研修ができればというふうに考えています。

○平良昭一委員 これは知事公室だかどうか分かり

ませんが、この危機管理体制の件で、いわゆる地震

が発生した場合のそういう情報の一元制について、

非常にいろいろ問われてきているんですよ、私たち。

これは総務部か知事公室か分かりませんけれども。

先般あった九州地区の地震の津波情報がですね、

それでもう県民がパニックになって夜中、いろいろ

指摘をされてきたんですよ。

そういう体制というのは、この防災危機管理セン

ターが行うのか。

○池田竹州総務部長 防災危機管理センターはあく

まで庁舎でございますので、いざ災害のときの、今、

県庁の４階にコロナの総括情報部がありますけれど

も、そういった活動が中心になろうかと思います。

今、平良委員御指摘の部分は、例えば、防災情報

ですと、Ｌアラートで公式なもの、Ｊアラートとか

ございます。その辺は知事公室、そして企画部が連

携して取り組んでいるところだと思っています。

○又吉清義委員長 仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 お願いします。１件だけよろしく

お願いします。

抜粋版の４ページ、特別会計かな、これは。所有

者不明の土地管理会計について伺いたいと思います。

これもう何度か聞いているんですが、まず、県が

管理している筆数というんでしょうか、面積という

んでしょうか、どの程度あるんですか。

○池原勝利管財課長 現在、所有者不明土地につき

ましては、県管理で見ますと令和３年３月31日現在

でございますが、県管理で1505筆、面積でいきます

と約89万6000平米となっています。

なお、市町村管理もございます。そちらのほうは

1194筆、面積として８万5000平米ということで、合

計しますと所有者不明土地の状況としましては

2699筆、面積で言いますと約98万2000平米となって

おります。

○仲宗根悟委員 98万平米か、随分あると思うんで

すが、これまでこの所有者が名乗り出て、それなり

の手続を踏んで所有権が確定すると思うんですが、

そういった事例というのはこれまでありますか。

○池原勝利管財課長 所有者不明土地の返還実績と

いうことでお答えいたしますと、昭和43年度から令

和２年度まで、県管理また市町村管理を含めますと、

返還実績としましては合計で707筆、約18万4000平米

について返還したことになります。

なお、現沖縄振興計画におけます管理の解消とな

ると69筆となっております。

○仲宗根悟委員 承知しました。

これからも名乗り出るというんでしょうか、所有

者を確定してほしいという件数はあるものとして、

また管理は続けていくおつもりなのかですね。これ

は発生した理由というのが、去る大戦が大きな理由

なのかなと思うんですが、国においてもこの辺のと

ころの整理をいつかしないといけないんだろうなと

いう、一つの大きなテーマだと思うんですが、国の

動向ですとか、県がどういうふうなことで国に要請

をされているのかですね。

こんな大きな広い財産管理しているわけですから、

有効に使える方法というんでしょうかね、ないもの

かなとずっと思うんですが、その辺のところいかが

ですか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおり、現在も

う戦後75年たっておりまして、なかなか証明、証拠

書類というのが実際、真の所有者が現れるのが難し

いという状況がございます。県としましては、当該

問題は戦後処理問題であると考えておりますので、

国の責任において、県民の貴重な財産として有効活

用が図れることを、これまでも沖縄担当大臣などに

要請してきております。

また、今年度は新たな沖縄振興のための制度提言

を行うとともに、県の新たな振興計画、素案におい

ても、その取組を位置づけております。

また、国においては、改正民法において、所有者

不明のその管理制度もできておりますので、その新

たな財産制度による問題解決について、有識者の検

討等が行われているところでございます。県としま

しては、引き続き国とも連携を取りながら、問題解

決に向けて取り組んでいきたいと考えております。

○仲宗根悟委員 ありがとうございます。

せっかくですので、今、歳入歳出予算書を見てい

ますが、財産収入というのが2100万円余り入ってい

て、これはもちろん土地を使用している方々が納め

ていただける収入だろうというふうに思うんですけ

れども、歳出の面で、この管理業務費2800万円余り

計上されているんですが、一度、相談に乗ったとい

うんでしょうか、相談をいただいた件がありまして、

おもろまちの管理している土地、近くの方々に駐車
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場として利用させていただいていると。その駐車料

金を頂きながら、財産収入に入ってくるんだろうと

いうふうに思うんですが、そういった仕事をしてい

る、見合った形でのその土地の管理費用はまたお支

払いしていると思うんですが、そういう理解でよろ

しいんでしょうか。

○池原勝利管財課長 委員御指摘のとおり、この財

産収入につきましては、所有者不明土地を借りてい

る方々に対しての賃借料となっております。その費

用については、当然、県としては管理しております

ので、パトロールとか、そういう形で対応させてい

ただいていますので、そういう形で適切にいただい

ているものと理解しております。

○仲宗根悟委員 幾つか、この土地を委託させて管

理させているという事例はあるんですよね。いかが

ですか。

○池原勝利管財課長 県は、委託して管理という実

態というのは、こちらのほうでは現状としてはない

ところでございます。

○仲宗根悟委員 委託させていない。

○池原勝利管財課長 県のほうで直接、そういう賃

貸借契約を結んで対応しているところでございます。

○仲宗根悟委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

結構です。終わります。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

昨日もちょっと取り上げたんですが、臨時財政対

策債。一番この下ですね。

令和４年度予算額が112億円で、３年度の予算額が

350億円ということで、240億円程度の減ですね、率

にして68％の減となっています。

説明欄で地方財政計画の伸び率等を勘案したとい

うことですが、この予算額というのは国からの通知

で決まるものですかね。

○武田真参事兼財政課長 臨財債の算定に当たって

は、１月の半ば頃、総務省のほうからその算式が示

されます。算式に基づいて、各都道府県のほうで算

定をして、見込額として計上させていただいている

という形になっています。

○國仲昌二委員 昨日もちょっと触れましたが、こ

の制度としては、交付税の原資が不足するというこ

とで、この臨財債を充てて、後年度で交付税措置す

ると。

ただ、問題点も指摘されていてですね、赤字公債

ということで、その建設公債と違って、将来の世代

への負担の先送りであるということと、それから元

利償還金、本当にその償還金がきちんと交付税に上

乗せされるのかというような部分もあると思うんで

すよね。

今、通知したんですが、この県債の残高ですね。

もう半分以上がこの臨財債の残額になっているとい

うことで。

これ今、発信したものが県債の発行額の推移です

が、今回はかなり落ちている額ですけれども、例え

ば25年度あたりを見ると、もうかなり大きな額で借

入れをしているということです。

昨日の答弁であったと思うんですが、この予算額

ですね、これ全部発行しなくてもいいという答弁が

あったと思うんですけれども、それでいいんですか

ね。

○武田真参事兼財政課長 制度的には、発行しない

というのは各自治体の判断という形になってきます。

ただ、沖縄県の場合は、これまで全て発行してまい

りました。

○國仲昌二委員 昨日も答弁を聞いて、やっぱり制

度上好ましくないというのかな、それで全国知事会

を通して、国のほうにも要請しているという話でし

たので、やっぱり問題点があるということで、全都

道府県でまた取り組んでいただきたいというふうに

思います。

この県債の発行額、今、通知したのがその残高の

推移ですが、年々、年々減っていっているというよ

うな状況になっています。

ところが、公債費、借金返済ですね。これは年々、

どんどん増えていっているという。残高は下がって

いるんだが、その返済額は増えているというような

状況なんですが、この辺の説明をお願いします。

○武田真参事兼財政課長 先ほどの資料を御覧に

なっていただくと分かるとおり、県債残高が減って

いるのは、臨財債の償還の額が発行よりも大きいと

いうのが大きな理由になっています。

端的に言えば、償還額が今現在で300億円を超える

ような形になってくるんですが、今年度に限ってと

いうと臨財は112億円の発行ですので、その分、県債

残高が減るというふうな形になってきます。

一方で、公債費は償還表に基づいてやっていきま

すので、必ずしも残高と比例している関係ではござ

いません。あくまでその約定どおり返していくと、

公債費は各年度によって変動がございますので、そ

の約定に基づいた形で積算をすると、こういう形の

償還という形になっております。
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○國仲昌二委員 ということは、今後の推移として

はどういうふうに見込んでいますか。公債費につい

ては。

○武田真参事兼財政課長 しばらくは、大体同じよ

うな規模が続くものというふうに見込んでおります。

○國仲昌二委員 今、通知したものの12番、公債費。

公債費が4.1％の増となっていますが、これ繰出金

なので、ちょっと特別会計のほうでやりましょうね。

今、公債費管理特別会計のほうを通知したんです

が、この県債のほうですね。借換債となっているん

ですが、この説明をお願いします。

○武田真参事兼財政課長 借換債というのは名のご

とくなんですが、その償還金をまた借り換えて返す

ような県債のことを借換債というふうにやっており

ます。

○國仲昌二委員 いや、それは分かるんですけれど

も、今回、この借り換える理由と言うんですかね。

○武田真参事兼財政課長 もともと、今現在、沖縄

県の運用としては、いわゆる縁故債、銀行からの融

資につきましては、20年償還スパンで考えています。

ただ、銀行との関係では、20年で長期で借りられ

なくて、10年償還もしくは５年償還という形で借り

ています。ですから、例えば10年償還ですと、10年

目にまたこのお金を一旦返して、また借り入れると

いうふうな形になっておりますので、この償還期間

に応じて５年、10年でそれぞれ借換債というものが

出てきて、その財源として借り換えて確保している

というところになっております。

○國仲昌二委員 これ、前年度は15億円ですか、今

回は132億円、かなり差があるんですが、年度によっ

てやっぱりこういうばらつきというか、凸凹がある

んですか。

○武田真参事兼財政課長 ５年債、10年債のこの組

合せによって、昨年がたまたま少なかったという形

になっておりますが、例年、これぐらいの規模は出

てくるというように考えております。

○國仲昌二委員 今、通知したものの一番下、地方

事務所費というのがあるんですが、これ総務部でい

いですよね。

これを質問しますが、増減率がかなり大きいです

ね。72％増えているというのがあって、この説明を

お願いします。

○古市実哉総務私学課長 この地方事務所費といい

ますのは、東京事務所、宮古事務所、八重山事務所

などの運営に要する経費と、あとは庁舎の維持管理

に関する経費のものでございます。

前年度と比べて１億1091万3000円の増となってい

ますが、主な要因としましては、八重山合同庁舎に

おきまして、昇降機の改修というのを予定しており

ますので、その庁舎管理費が9422万2000円の増とな

るということによるものでございます。

○國仲昌二委員 以上です。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 資料３－３の説明資料にのっとっ

てやっていきますので、よろしくお願いします。

まずは、先ほどからあります13ページの公共施設

マネジメント推進事業になるんですが、今後10年間

の間で、県有施設、県有建築物の３割以上が更新時

期を迎えるということで言われているんですが、こ

の３割含め、どれぐらいの金額、皆さん管理計画を

見ると１兆6000億円だとか、箱物だけでというのが

あるんですが、この10年間、この３割というものは

どういう形で数字的には出てくるんでしょうか。

○池原勝利管財課長 ３割というのは、平成27年度

現在におきまして、箱物が築30年以上が全体として

約31％になっているということの説明かと思います。

県においては、平成28年12月に沖縄県公共施設等

総合管理計画を策定しております。

すみません、ちょっと10年間ということで期間を

打っていないんですが、今後50年間で言いますと、

箱物でいうと１兆6314億円、年平均でいうと約32億

円、土木等施設においては、今後50年間でいきます

と約２兆2512億円、年平均で約450億円ということが、

一定の条件の下にそういう試算をしておりまして、

合計しますと今後50年間でございますが、約３兆

8828億円、平均すると約776億円が必要ということで

試算してございます。

○當間盛夫委員 出されているこの試算と、今回こ

の19億円というのがあるんですけど、これはどう読

めばいいのかな。

○池原勝利管財課長 今、説明したのは、建物全体

の試算として行っております。

建物全体のですね、今後50年間の改築費用として

見積もっておりますが、今回、公共施設マネジメン

ト推進事業として計上しています19億円につきまし

ては、まず１点目として、今後、大規模改修を図る

上でのモデル事業として位置づけております。

その理由といたしましては、施設管理者におきま

しては、通常の技術職ではなく、どうしても事務職

とかがございます。そのときに、建築とか、設備と

かなかなか難しいところもありますので、そういう

方々がうまく改修に関われるように、そういうマニュ
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アル等を作成するためのモデル事業となっておりま

す。

加えまして、今年度については、広く県民が利用

できます施設につきまして、改修または新型コロナ

の対応等について予算を計上していまして、その額

として約19億円計上しているとこでございます。

○當間盛夫委員 分かったようで分からない部分が。

これだけ多額の公共施設の、今度その部分で予算

が年間通してもかかるという中で、皆さん今回、こ

の新型コロナにおいての県経済の回復という部分で

このものを出してきているわけさね。

次に、もう全く違う視点でいくと、皆さんの、こ

れ56ページになるんですが、投資的経費が過去、平

成25年のを見ても投資的経費が最も少ないわけさ。

1137億円という数値になるんですけれども、この理

由を教えてちょうだい。

○武田真参事兼財政課長 御案内のとおり、56ペー

ジの資料に示されているとおり、水色の補助事業、

こちらのほうの減が要因となっております。

○當間盛夫委員 補助事業自体も大幅な減ではある

んだが、それに伴って、単独事業を本来増やすとい

う部分もあるんだと思うけれども、何でそれが増え

ていないんでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 補助事業というところで

言います、補助事業の中にはもちろん公共事業、ハー

ド交付金もございますが、実はこれまでソフト交付

金を活用した事業も含まれております。

そういったものが一つ大きな影響としてあるのか

なと思っております。

○當間盛夫委員 この単独事業の中に、先ほどの公

共施設マネジメントの分とかが入ってくるわけよね。

皆さん、今回何で19億円なのというような形になる

と、いや、予算的な部分が財政的にも厳しいですか

らとなるわけさね。

本来、県経済のこの回復と、コロナでもう２年余

り、その県経済を回復するために、やはりそういっ

たハード事業に今年度も向けようというのも、一つ

の予算のバランスの配分の在り方だと思うんですが、

その辺はどうでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 そこにつきましては、委

員と同じような考え方を持っております。

やはり、単なる資金手当的な起債というのは、行

政管理プログラムのほうで抑制されていますが、そ

れ以外に地方財政措置があるとか、国の財政支援が

あるというふうな地方債、いわゆる有利な地方債と

いうのがございます。そういったものについては、

我々も活用しようと思っております。

ただ、今年度予算の編成に当たっても、その辺り

について計上するということで各関係部局とも調整

したんですが、実は、中には所管省庁のほうに計画

を出して、確認を得るような作業がどうしても出て

くるものがあります。そういった作業が間に合わな

かったという実情も一部ございますので、今後、今、

委員が御指摘のような形で、有利な県債については

積極的に活用していくという考え方を持っておりま

す。

○當間盛夫委員 今、課長が県債の話したからなん

ですが、この県債残高の状況というのは減っている

わけよね。やっぱり借金しないと。借金を少なくし

ていくということは、最も行政の皆さんの仕事にし

ても大事な部分はあると思う。

今、皆さんが多分取られていると思うんですが、

沖縄県自体が１人当たりの県債残高は、全国に比べ

てどういう位置にあるんでしょうか。

○武田真参事兼財政課長 県債残高、これは全国と

比較すると令和２年度決算になりますが、全国で上

から数えて45位、低いという意味の45位になってお

ります。

○當間盛夫委員 １人当たり、私、皆さんから頂い

た資料の中で、１人当たり約40万円というような形

になって、ではその次といったらどこかとなってく

ると、都市圏なんですよね。千葉であったり、東京

であったり、神奈川であったりということがあるわ

けですよ。県民所得は最も低いところで、我々、借

金というのは都市圏並みだと。

不交付団体並みの我々、借金しかないというとこ

ろがあるんですが、その辺の要因というのは何だっ

たのか。

○池田竹州総務部長 一番大きな要因は、昭和47年

の復帰の１次振計から高率補助制度、１次振計時代

には10分の10という補助事業もございました。直轄

みたいなものですが、そういう高率補助が長年、現

在の振計でも、ハード交付金ですと10分の８とかい

う形で維持されていると。

例えば、１兆円の道路整備をやるのに、よその県

だと5000億円の起債をしないといけない。うちは平

均して、トータルで1000億円ぐらいだと思います、

その部分の起債充当はですね。そうすると4000億円

ぐらい、他の都道府県よりは低くなるんですが、こ

れはもうまさに沖振法の高率補助、沖縄振興の根幹

をずっと遂行してきた結果だと思います。

意図的に低くしたというよりは、そういう歴代の
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政権、そして国会で、全会一致で認めていただいて

いる沖縄振興の根幹を、そのとおりやってきた結果

がこういう形になっているのかと思います。

○當間盛夫委員 そうなんですよね。空港を造るに

しても、港、港湾を整備するにしても沖縄は高率補

助。道路にしても、河川のそういういろんなもろも

ろにしても。それが今、我々、県債残高の立ち位置

なんだろうなというふうにも思っております。

しかし、私が先ほどから話するように、投資的経

費も減っている、普通単独事業のものも減っている。

沖縄県のコロナの部分での県経済を回復するため

に、どうするのかということになってくると、やっ

ぱり県単独のそういうインフラ、ハード整備をしっ

かりとやっていくと。県内企業にそういう受注の機

会を与えるということは、私は重要だと思う。

だから、無理して借金せいではなくて、やはりそ

ういう経済を回すための県債の活用の仕方というの

は重要だと思うんですが、部長、その辺はどう考え

られますか。

○池田竹州総務部長 委員の御指摘のとおり、必要

な事業、そして、特に景気対策の面も公共事業の場

合は強うございますので、単独事業をある程度伸ば

していく必要はあると思っています。

ただ、先ほど財政課長からもありましたように、

いわゆる交付税措置のない一般単独につきましては、

やはり慎重な判断を行うべきだろうと。緊急防災事

業債であるように、災害対策とか防災対策で緊急性

が認められているものをまずは優先的にやっていく。

そのほかにも幾つかありますので、あるいは各省

計上の予算などについても活用することを、今後、

土木や農林、そして教育庁などハードのところと、

私どもは公共事業の上半期施工などは全体を所管し

てますので、今後、意見交換を兼ねた会議みたいな

のをつくって、単独事業あるいは各省計上事業の活

用を含めて積極的に対応していきたいと思います。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間委員より総括質疑提起の申

出があり、委員長から當間委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するよう指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 県債残高の状況で、投資的経費等

々を含めてやっぱりトップである知事に、そのこと

を予算的にちょっとお聞きしたいと思っております

ので、総括でよろしくお願いをいたします。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明 ３月11日の委員会の

質疑終了後において協議いたします。

質疑を続けます。

○當間盛夫委員 次に、28ページなんですが、私立

専修学校、午前中からもあるんですが、総人数で約

2500名になるというようなお話なので、その中での

離島出身者の数を大体出せるんでしたらお答えいた

だけませんか。

○古市実哉総務私学課長 すみません、ちょっとデー

タが古いんですが、令和３年６月４日時点のデータ

を確認しております。

離島出身者につきましては、133人となっておりま

す。

○當間盛夫委員 金融公庫の調査の部分で、離島の

子供たち、学生の割合、県内、県外の割合が、県外

が64.3％になっているわけですよね。

この中でも、この高専、専修学校のものでも25％

の皆さんが県外の専修学校に行かれているというこ

とになるんですが、この減免事業、県外でも該当す

るんですか。

○古市実哉総務私学課長 この事業は、県外も含め

まして大学とか専修学校に進学しようとする子供た

ち、学生さんの属する世帯の所得の多寡にかかわら

ず、進学していただこうということで制度設計して

いるものなので、当然、県外のほうの部分も対象と

なっております。

○當間盛夫委員 県外も対象となると、その学校自

体はどういう形で、この学生の皆さんにこのことの

周知があるんでしょうか。

○古市実哉総務私学課長 進学に際して、こういっ

た専修学校授業料の減免事業がある、また、大学に

つきましては、国のほうで同様な事業をやっており

ますので、県それから国がこういった就学する際の

授業料の減免の事業があるということで、学校を通

じてリーフレットとか制度周知をしているところで

ございます。

○當間盛夫委員 専修学校のものは、これは県でやっ

ていると。高校等を通じて、そのことを学生に周知

しているという認識でよろしいですね。

○古市実哉総務私学課長 おっしゃるとおりでござ

います。

○又吉清義委員長 以上で、総務部関係予算議案に

対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。
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午後２時７分休憩

午後２時14分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、知事公室長から知事公室関係予算議案の概

要の説明を求めます。

金城賢知事公室長。

○金城賢知事公室長 皆さん、こんにちは。どうぞ

よろしくお願いいたします。

知事公室所管の令和４年度一般会計歳入歳出予算

の概要について、御説明をいたします。

ただいま通知しましたのは、令和４年度当初予算

説明資料抜粋版知事公室でございます。

１ページ目の令和４年度一般会計部局別予算を御

覧ください。

表の上から２番目、知事公室における令和４年度

歳出予算額は46億7112万6000円となっており、前年

度と比較して15億797万8000円、24.4％の減となって

おります。

なお、一般会計予算総額に対する構成比は0.5％と

なっております。

２ページを御覧ください。

一般会計の歳入予算について御説明いたします。

表の一番下、左側の知事公室合計欄を御覧くださ

い。

知事公室が所管する歳入予算の総額は26億5262万

9000円で、前年度当初予算額の43億6842万5000円と

比較いたしまして、17億1579万6000円、率にして

39.3％の減となっております。

次に、歳入予算について款別に御説明いたします。

（款）９、使用料及び手数料の知事公室所管分は

1700万円で、これは主に危険物取扱所等の設置許可

申請等手数料に係る証紙収入であります。

（款）10、国庫支出金の知事公室所管分は、26億

3112万2000円で、これは主に不発弾等処理促進費に

係る国庫補助金であります。前年度と比較して、12億

9539万4000円、率にして33.0％の減となっておりま

すが、これは主に特定地域特別振興事業に係る事業

費の減に伴うものであります。

（款）11、財産収入の知事公室所管分は42万円で、

これは主に消防学校の自動販売機設置に伴う建物貸

付料であります。

（款）15、諸収入の知事公室所管分は408万7000円

で、これは主に県広報誌等広告料であります。

（款）16、県債については、防災情報システム運

営事業及び特定地域特別振興事業に係る事業費の減

に伴い、前年度当初予算額４億1960万円が皆減となっ

たものであります。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

次に、３ページを御覧ください。

一般会計歳出予算の概要について御説明いたしま

す。

知事公室所管の歳出予算は、（款）２、総務費から

成っております。表の一番下、左端の合計欄を御覧

ください。

県全体の歳出予算額は8606億2000万円で、そのう

ち知事公室所管の歳出予算額は46億7112万6000円と

なっており、前年度当初予算額61億7910万4000円と

比べ、15億797万8000円、率にして24.4％の減となっ

ております。

減の主な要因は、特定地域特別振興事業に係る事

業費の減等によるものであります。

次に、歳出予算の主な内訳について御説明申し上

げます。

表の右端の説明欄を御覧ください。

知事公室の所管する主な経費（事項）の内訳とい

たしましては、不発弾処理促進費が29億387万7000円、

職員費が９億1726万3000円、基地対策調査費２億

2106万6000円、秘書業務費１億7623万1000円、広報

広聴活動費１億5051万8000円、消防指導費１億1455万

3000円、防災対策費5687万9000円等であります。

以上で、知事公室関係の令和４年度一般会計歳入

歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 知事公室長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないように簡潔にお願いい

たします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、甲第１号議案に対する質疑を行います。

島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 こんにちは。

聞き取りに来たときもお話しましたが、資料、令

和４年度当初予算（案）概要部局別の資料３－４に

て聞かせていただきます。
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沖縄復帰50周年記念式典、どのようなことを考え

ているのかから、まずお聞きしたいです。

○宮城宏幸秘書課副参事 沖縄復帰50周年式典につ

きましては、これまでの歴史を振り返り、先人たち

の労苦や知恵に学び、沖縄の歩みや平和を愛する沖

縄の心、沖縄の自然や文化、将来の可能性等を発信

する式典としたいと考えております。

○島尻忠明委員 具体的にいろんな文書等とか案が

いろいろ本会議でもありましたが、未来志向型での

開催になるのか、あるいはまた、これまでいろんな

ことを踏まえての、どの下で行うのか、まずはそれ

をお聞かせください、内容。

○宮城宏幸秘書課副参事 具体的な内容につきまし

ては、例えば、琉球舞踊や空手演武等などができな

いか、現在、関係部局や国等と調整をしているとこ

ろであります。

県としましては、沖縄の伝統芸能や空手、世界に

誇れる沖縄の自然などを発信するとともに、県民の

平和を求めてやまない沖縄の心についても発信して

いきたいと考えているところであります。

○島尻忠明委員 よく建議書という話もあるのです

が、その前に、復帰対策県民会議の局長級のいろん

な会議もあって、その文書とかもいろいろあるんで

すけれども、その辺も含めて、復帰に至る経緯も、

いろんな経緯も含めて、それも踏まえての知事の声

明になるのかどうなるのか分かりませんが、いろん

な文章の案づくりというのは皆さん進めていますか。

○宮城宏幸秘書課副参事 例えば、建議につきまし

ては、企画部において現在、どのようなふうに取り

まとめていくか検討を進めているものと承知してい

るところです。

○島尻忠明委員 分かりました。

１万円金貨とか1000円銀貨ですか、その話が昨日、

おとといか新聞に載っていたんですが、これについ

てどのような経緯でこういうことの記念硬貨が発売

をされたのかお聞きしたいと思います。

すみません、県ともこれ調整をして、図柄も首里

城とかいろんなものがありますので、その辺の調整

もあったのかも併せてお聞きいたします。

○宮城宏幸秘書課副参事 記念貨幣の発行に関しま

しては、我々知事公室ではなく、企画部のほうと調

整を進めていったと伺っているところです。

○島尻忠明委員 分かりました。

では、すみません、改めて聞きます。皆さんがや

る事業というのはどういう事業ですか。ここに新規

でいろいろと４つぐらい出していますが、ちょっと

分かりやすいように、まとめて教えていただけます

か。

○金城賢知事公室長 島尻委員御質問のこの４つの

事業というのは、今、資料の一番上のところ、復帰50周

年記念関連の事業ということで理解いたしますけれ

ども、復帰関連といたしまして、企画部のほうでま

とめて約42でしたかね、事業あるうちの、このうち

の４事業が公室所管ということになります。

まず、１点目のところの復帰50周年記念式典、こ

れについては式典そのものですね。先日、東京と沖

縄の２会場、１式典２会場といったことで準備を進

めておりますが、東京、大阪でもオンラインで結ぶ

といったような形で今、内閣府と調整を進めている

ところでございます。

それから、２点目の米軍基地問題情報発信強化事

業につきましては、これも復帰50周年記念事業とし

て、50年の節目に当たって、いま一度、沖縄の基地

問題について広く県内外に発信をしていこうという

取組でございます。

それから、３点目のアジア太平洋地域平和連携推

進事業というものについては、万国津梁会議の提言

を踏まえて、沖縄がアジア太平洋地域における緊張

緩和と信頼醸成のための事業を行うことをもって、

県の基地負担の軽減につなげようという考えの下に

実施をするということでございます。

それから、４点目の復帰50周年記念誌作成、これ

は広報課の事業といたしまして、県の50年を振り返っ

てビジュアル版と、それから各部局が所管するとこ

ろの過去を振り返っての事業等をまとめたものを発

行したいという内容になっております。

○島尻忠明委員 では、後で企画部のほうでちょっ

と聞きたいと思います。

あと、消防防災ヘリ導入推進事業、これいろいろ

とずっと懸案課題でありまして、今回、拡充という

ことで予算も大分、倍以上ですか、増額されており

ますが、これの今の状況の説明をお願いいたします。

○池原秀典防災危機管理課長 県では、県及び41市

町村で構成する沖縄県消防防災ヘリコプター導入推

進協議会を令和３年８月に設立し、10月には４つの

ワーキンググループを立ち上げ、消防防災ヘリの運

用要綱や費用負担等について議論するため、それぞ

れ２回の会議を開催したところでございます。

今後は、沖縄県消防防災ヘリコプターの運用体制

や市町村消防機関からの人員派遣をはじめ、ヘリ機

体とその装備の仕様や、ヘリ基地となる沖縄県消防

防災航空センター（仮称）等について議論を重ね、
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令和７年度に消防防災ヘリ及び沖縄県消防防災航空

センターの整備を完了し、同年の運用開始を目指し

てまいります。

○島尻忠明委員 ちょっと次の質問に入る前に、こ

れ47都道府県で今、この事業をしていないのは。

○池原秀典防災危機管理課長 県域レベルでは、も

う沖縄県のみとなっています。

○島尻忠明委員 そうですよね。

我々は離島県でもありますので、やっぱりほかの、

本来であれば早めに体制づくりを取られればよかっ

たんですが、なかなかその体制づくりが今まで遅れ

ている分ですね、いろんな九州の鹿児島であったり、

また、離島を抱えているところもあると思いますの

で、その辺も含めて、よく言われるのは飛行機の人

員の問題とか、いろんな懸念がいろいろと県議会で

も出ておりますが、その辺もほかの都道府県と比較

をして、皆さんどのように考えて、また、沖縄県の

この離島を抱える中での体制づくりというのは、方

向性というのは、どういうふうに考えているのかお

聞かせをいただきたいと思います。

○池原秀典防災危機管理課長 この辺につきまして

は、今、ちょっと答弁でも述べましたが、４つのワー

キンググループを通じて、人員体制であったりとか、

ヘリの装備であったりとか、そういうハード面とか

ソフト面のことについて意見交換しながら、あと人

員の部分については、消防機関、今、確かにその人

員、各消防本部厳しい中ではありますが、そういう

ことも含めて、どういった費用負担割合が適切かと

か、そういったところを意見交換しながら、しっか

りと運用開始に向けて進めてまいりたいと考えてお

ります。

あともう一つは、いわゆる沖縄県、離島県という

ことでございまして、これまで離島の急患搬送とか

は、いわゆる災害派遣要請であったりとか、自衛隊

のですね。あとは八重山圏域は主に海保さんに担っ

ていただいているんですが、そういったところを、

いわゆる関係機関と意見交換しながらどういった役

割分担をしていくかとか、そういうのもテクニカル

的な話ではあるんですが、そういうところをしっか

りとやっていかなければならないと考えております。

○島尻忠明委員 もう一度聞きます。

今回のこの倍以上に増えている予算というのはど

ういう―運用ということで予算に計上していますけ

れども。

○池原秀典防災危機管理課長 令和４年度の予算に

ついてですが、消防防災ヘリ導入推進事業というこ

とで、当初予算については2265万8000円を計上させ

ているところです。

この増額した部分というのは、今後議論を深める

というところで、委託料の部分を増額しているとい

うのがございます。

この内容が消防防災ヘリコプター導入推進協議会

や、同協議会ワーキンググループの運営支援のほか、

ヘリ基地となる沖縄県消防防災航空センター、仮称

なんですが、その整備に向けた施設構想や基本計画

を作成するための委託料について、1282万5000円増

の2156万9000円を計上させていただいたところでご

ざいます。

○島尻忠明委員 分かりました。

では、これは令和３年の８月からというお話があ

りましたので、私が懸念しているのは、どうしても

小規模離島もありますので、水産業をしている人が

潜水病とかですね、また急に倒れたりとか、いろん

なあれで自衛隊さんとか、海保さんにも今、おっ

しゃったように、一緒に連帯してやっているわけで

すから、その人たちも入れてやっぱりきめ細かにで

すね、これは小規模離島は滑走路の問題等もいろい

ろありますので、その辺も含めて今、最初のこのメ

ンバーに入ってやっているということですかね。

今は入っていないですかね。

○池原秀典防災危機管理課長 現在の協議会メン

バーには入ってはいないんですが、これまでも自衛

隊さんとか、あと海保さんとか、何度も意見交換は

させていただいております。

これについては、やはりその運用の面で連帯して

いかないといけないというのは委員御指摘のとおり

ございますので、しっかりこういうところはやって

いきたいということと、場合によっては、こういっ

たメンバーに加わっていただいて、しっかり議論を

しないといけないと考えております。

○島尻忠明委員 ぜひ実際、今、行っているのはこ

ういう方々が多くの搬送を受け持ってやっていただ

いているわけですから、しっかり入れて協議してい

ただくのがより現実的かなと思っておりますので、

ぜひまた令和７年度に向けて、早めにやっぱり県民

の安心・安全のためにも頑張っていただきたいとい

うふうに思っております。

最後に、不発弾処理事業です。

これは一般質問でもさせていただきましたが、部

長のほうから、年々予算も減額、減額というか減少

をしているということで、今年度もそういうふうな

状況になっておりますが、この傾向というのはどう
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考えていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 今、御指摘のござい

ます不発弾予算、減少傾向ということなんですが、

不発弾等処理事業につきましては、令和４年度の当

初予算額につきましては、29億385万9000円となって

おり、令和３年度当初予算額29億2111万4000円と比

較して、1725万5000円の減で、率にして約１％の減

となっております。

減額の理由といたしましては、不発弾等処理事業

費のうち、広域探査発掘加速化事業を対象とした県

発注事業ではございますが、その部分の当該事業に

おける国庫内示額の減が今回のその主な減の要因に

なってはいるんですが、一方で、そのほかの事業に

つきましては、前年度から増額となっており、特に

住宅等開発磁気探査支援事業につきましては、１億

4312万5000円の増となっております。

県としては引き続き国に対し、不発弾の早期処理

のために必要な予算額の確保をするよう要望してま

いりたいと考えております。

○島尻忠明委員 これ戦後処理の一環だと思ってお

りますので、しっかり国に手当てしていただけるよ

うにやっていただきたいと思います。

そして、繰越しができないという話がありました

が、本会議でも話をさせていただきましたが、沖縄

は、個人住宅を建てるとき特殊な事情があって、ほ

とんど県外はもうハウスメーカーさんが造って販売

して、それをやっているんですが、沖縄は施主が、

例えば、私が設計士は探すし、また、施工業者も探

したりですね。

また、特に沖縄は特殊的な事情があって、なかな

か年回りとかいろんなのもあってですね。そういう

のもあって、なかなかこの３月とかにいろんな工事

関係もあって、間に合わないということも多分、声

は届いていると思うんですが、その辺も含めて、あ

くまでも戦後処理の一環ですから、それは通年とい

うか、繰越しもできるようなことを国にも要請をし

たらいかがかなと思うんですが、これも沖縄の特殊

性ではないんですけれども、いかがですかね。

○金城賢知事公室長 先ほどから、担当課長が説明

しておりますが、今年度については前年度比較で約

１％の減ということでありますが、ピーク時で申し

上げますと約32億円ほどございましたので、大体ピー

ク時比較で３億円ぐらい減っているという状況にあ

ります。

この分については、委員御指摘のとおり、戦後処

理の一環として、当然国の責務として所要額も確保

した上で事業が実施される必要があるというふうに

考えております。

加えて、島尻委員からありますとおり、この不発

弾探査の特殊性から、本体工事と付随して行われる

という関係から、どうしても左右されると、本体工

事にですね。ですので、委員御指摘のとおり、通年

を通じて執行できるという体制が最も望ましいとい

うふうには考えています。

こういった観点から、県としましても、内閣府の

沖縄担当部局とこの問題については、意見交換をやっ

ております。その中で、先日も議会で申し上げまし

たが、債務負担行為という形でできないものか。要

するに、年末から年明けにかけても事業が執行でき

るような形でできないかということで、今、意見交

換を行っておりますので、この点については引き続

き知事公室の課題としてしっかりと取り組んでいき

たいというふうに思います。

○島尻忠明委員 よろしくお願いします。ありがと

うございました。

以上です。

○又吉清義委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 知事公室の予算はある程度項目が

少ないんで、どうしてもダブりますが、よろしくお

願いします。

沖縄復帰50周年記念式典の内容なんですが、東京

と沖縄の両方で式典をやるということは決まったん

ですけれども、この予算は沖縄会場という理解なの

か、それとも別の内容があるのか教えてもらえます

か。

○宮城宏幸秘書課副参事 沖縄復帰50周年式典につ

きましては、国と県の共催により、沖縄と東京の２会

場で、天皇皇后両陛下のオンラインでの御臨席の下

で行うこととなりました。

○仲村家治委員 いや、それは分かるんですが、もっ

と中身をちょっと教えてもらいたいという意味です。

○宮城宏幸秘書課副参事 東京会場におきましては、

グランドプリンスホテル新高輪国際館パミール、沖

縄県におきましては、沖縄コンベンションセンター

で５月15日に開催することとなっております。

式典の構成としましては、１部式典、２部記念レ

セプションという形で行うことが予定されておりま

して、中身につきましては現在、国と調整を進めて

いるところであります。

○仲村家治委員 50年の間にいろんなことがあって、

記念誌も出すと。中身はこれから詰めていくという

ことなんですが、久々に全国民が見守る中の式典に
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なるのでね、その辺の中身を含めて偏ったメッセー

ジにならないように、バランスよく。もちろん、沖

縄の今の現状というのは、全国民の皆さんに知って

もらいたい部分もある。けれども、沖縄の伝統文化

含めて、沖縄のよさをアピールする。このコロナ禍

の中での観光立県としての沖縄の特色をアピールす

る。これは全世界にアピールできる機会ですので、

ぜひ未来志向のメッセージが発信できるような中身

にしてほしいんですけれど、公室長どうでしょうか。

○金城賢知事公室長 まず、式典の意義でございま

すが、先ほどもございましたが、県といたしまして、

これまでの歴史を振り返り、先人たちの労苦や知恵

に学び、沖縄の歩みや平和を愛する沖縄の心であり

ますとか、沖縄の自然や文化、将来の可能性等を発

信する式典にしたいというふうに考えています。

一方で、先日、国も閣議了解という形で、復帰50周

年記念式典の閣議了解を行っていますが、国のほう

においては、沖縄の本土復帰50周年を記念し、国民

全体として復帰の歴史的意義を想起し、沖縄の歴史

に思いを致すとともに、沖縄の一層の発展を祈念し

て、政府は沖縄県との共催の下に式典を挙行すると

いう形で式典の意義を申しておりますので、こうし

た考え方の下に式典を実施していきたいというふう

に考えております。

○仲村家治委員 ぜひよろしくお願いします。

それでは、消防指導費という項目があるんですが、

この主立った事業を教えてもらえますか。

○池原秀典防災危機管理課長 消防指導事業費につ

いてですが、防災危機管理課の運営費であったり、

市町村消防体制の確立及び危険物施設等の許認可完

成検査等を実施する事業となってございます。

○仲村家治委員 これ防災対策とも関わりがあるか

もしれないけれども、先ほど総務部の中で、防災危

機管理センター棟の整備事業の予算が計上されてい

るので質疑したんですが、その中で内容に関しては

知事公室マターだという話があるんですけれども、

令和７年度をめどにセンターをやりたいということ

なんですが、この辺の中身の協議というのはどんな

感じでやっているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 防災危機管理セン

ターの件だと認識しているんですが、防災危機管理

センターについては今、総務部の管財課さんが中心

になって建設に向けて動いているところだと認識し

ているんですけれども、その部分については、いわ

ゆる中身の部分については、この基本計画であった

りとか、その前の段階からしっかり意見交換させて

いただきながらやらせていただいており、この防災

危機管理センターを設置するとなると、いわゆる災

害対策本部、その設置するオペレーションルームで

あったりとか、あと自衛隊さんであったりとか、消

防さんであったりとか、そういったリエゾンさんが

来られる部分であったりとか。

あと、この防災危機管理センターの中で、いわゆ

るこの自主防災組織であったりとか、消防団さんで

あったりとか、そういった方々が研修で、こちらか

らもその研修を実施したりとか、そういったいろん

なことをできないかというところで、しっかり意見

交換させていただいているところでございます。

○仲村家治委員 別に、このセンターに向けてとい

うだけではなくて、実はもうあした東北大震災11年

になるので、我々の会派も視察に行って、今日の朝

刊かな、風化していると感じている人が６割近くき

ていると。

要は、この危機管理というのはもう常に、今起こっ

てもいいような形で管理していかないといけないの

で、そんな悠長なことを言わずに、早め早めにこの

センターの組織とか、あと備品もね、大変大切なこ

とであるので、この辺の部分というのは早め早めに、

その辺のスケジュールを立てて、できるんだったら

途中、中間報告なり、こういうそのイメージやって

ますとかというのもやるべきだと僕は思うんですが、

公室長どうでしょうか。

○金城賢知事公室長 このセンターにつきましては

庁舎ということで総務部が管財課のほうで所管して

やっておりますけれども、この計画の策定に当たっ

ては、当然、公室からもいろいろと御意見申し上げ

る形で進めてきているというふうには認識をしてお

ります。

委員御指摘のとおり、まずは電源が地下２階です

かね。そうすると、津波があったときに海抜の関係

で浸水をしてしまうというところも、非常にこの庁

舎の問題としてもありますし、あとは、今現在、防

災危機管理課の会議室も非常に狭隘で、センター機

能としても十分ではないということもあって、新し

いところに建物整備した際には、しっかりとした、

いつでも災害が発生した際には、その体制を整える

ことができる仕様となっているというふうに聞いて

おりますし、そういう意味合いでもこの整備に当たっ

て、しっかりと公室としても、防災を所管する部署

として関与してまいりたいというふうに考えます。

○仲村家治委員 ぜひ、対応をよろしくお願いしま

す。
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あと、これは消防になるのか、防災になるか分か

らないんですが、私、ずっと水難事故の件を質問を

している中で、去る一般質問のときにはまだ次年度

の予算には反映されていないというお話があったん

ですが、実は、消防の絡みで糸満消防署が消防団と

水難レスキューに関して協議して、今、そういうシ

ステムを構築しつつあるんですけれども、皆さんと

してはこの辺の動きに対して、僕は恩納村とか、そ

ういうビーチがあるところの市町村とは、常にこの

辺の体制をつくるべきだと思うんですが、どうです

かね。

○池原秀典防災危機管理課長 この水難救助の部分

については、今回令和４年度は当初予算ということ

で計上してはいないんですが、まだちょっとその辺

の今、委員御指摘のあるスキームづくりとか、シス

テムづくりというのは、まだ手がつけられてはいな

いんですけれども。

今、そもそもこういった委員もよく御承知の件だ

と思うんですけれども、死亡者数が増加していって

いるという傾向がある中で、これがどういった原因

でこの死亡事故があるのかというところの部分で、

これまでも海保さんであったりとか、県警さんであっ

たりとか、各消防機関、いろんな活動をされてきた

とは思うんですが、ただ一方で、そういう死亡件数

が増加していくという部分で、必ずしも何がどうだっ

たかという部分があろうかとは思うんですが。いわ

ゆるこの死亡原因、そういったところを、どういう

理由でそうなったのかとか、そういうのを調べる必

要があるというところで、今後海保さんであったり

とか、この各関係機関と意見交換しながら、こういっ

た原因究明を分析してその課題を見つけて、いわゆ

る対処策みたいなものを出していく必要があろうか

と考えていまして、それについては今後やってまい

りたいと考えます。

その課題のいわゆる解決策みたいなものがあれば、

しっかりと予算計上をしていく必要があろうかと考

えております。

それも含めてちょっと幅広に考えていきたいと考

えております。

○仲村家治委員 知事公室長、今の答弁でですね、

協議しながら必要があれば予算をつけていくと私、

聞こえたんですが、公室長として決意を述べていた

だけますか。

○金城賢知事公室長 この水難救助の部分で、この

公室がどういう役割を担うかということになるかと

思うんですけれども、公室と今、海上保安庁との関

係ですね。それから消防機関ということで、ここは

救助の関係がございますので、そういったところで

公室として、どういった形でこの課題に対処できる

かというのは、今、検証作業を行っておりますので、

その上で関係部局、県警も含めて役割分担というと

ころで、対応を検討してまいりたいというふうに考

えております。

○仲村家治委員 ありがとうございます。

以上です。

○又吉清義委員長 花城大輔委員。

○花城大輔委員 よろしくお願いします。

まず最初に、当初予算（案）概要、資料３－２の

１ページのワシントン駐在員活動事業費であります。

午前中、総務企画委員会のときにもお話したんで

すが、今回新しく資料が変わって、きれいな反面、

分かりにくくなっている部分もあるというふうに話

をしました。

このワシントン事務所の件でもですね、資料３－

３では、訪米・ワシントンで8120万4000円、資料３－

２では、ワシントンのみで6476万8000円と分かれて

書かれているんですよね。これはすなわち、この差

額の1649万6000円が訪米に係る旅費という理解でよ

ろしいんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 今、花城委員から

御指摘のある差額の部分については、まず、訪米事

業についての経費が840万円、それから、現地アメリ

カのほうで、大学に委託をする形で沖縄コレクショ

ンというのを実施しておりますが、それに要する経

費として800万円、合計1600万円ほどの差が生じてい

るということでございます。

○花城大輔委員 その業務をワシントン駐在員で行

うことはできないんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 訪米事業に係るそ

の経費については、こちらのほうからアメリカに渡

るための旅費ということになっております。

それから、ワシントン大学に沖縄コレクションと

いう格好で沖縄のいろんな文化であるとか、いろん

な情報を発信している事業については、県のほうか

らの委託事業ということで実施をしておりますので、

ワシントンのほうの駐在員を通じて行っているわけ

ではございません。

○花城大輔委員 分かりました。

図書館みたいなところに展示されているものです

よね。分かりました。

それと、これ事前には質問することを伝えていな

いんですが、過去に、コロナになってワシントン駐
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在員が沖縄に帰ってきて、長らく滞在しているとい

うこともありました。それでは、現地に行かなくて

も仕事が成り立つのではないかというようなことも

質疑でありましたが、令和３年度のですね、この勤

務内容というものを分かる範囲で教えていただけま

すか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在員、

今現在、職員が２人、それから現地で雇用した現地

の方、合計３名で運営しておりますが、令和３年度

は、所長がまず４月から赴任をしております。それ

から副所長ですね、所長を補佐する副所長が令和３年

度の10月からだったと思いますが、コロナの影響を

受けまして渡米が遅れたということで、若干遅れて

おりますが、今現在は２人で実施をしているという

ことでございます。

○花城大輔委員 この事業はですね、高く評価をす

る議員がいる一方、我々会派からは毎年予算も決算

も、または一般質問の中でも反対をしてここまで来

ております。

特にですね、費用対効果の考え方に問題があると

思っているんですが、職員の方は擦れ違いと表現を

していました。しかし、県は効果として、あれもやっ

た、これもやったというふうに主張されていますけ

れども、我々からすると、やはり年間１億円かけて

この程度の内容しか出せないのかということを毎回

毎回述べているわけですよ。

そして、公室長はこの毎年反対されている事業を

こんなに継続していることについて、今どのように

お考えですか。

○金城賢知事公室長 委員御案内のとおり、戦後

76年、復帰からもう約半世紀という形で県民は過重

な基地負担に苦しめ続けられているということで、

県政にとって、その基地問題の解決は最重要課題だ

というふうに考えております。

ワシントン駐在については、県の施策に精通をし

た県職員を配置することで、日常的、継続的に米国

内で活動することができると。米軍基地問題の解決

の参考となる連邦議会、委員会における公聴会を傍

聴したりとか、あるいは連邦議会調査局のレポート、

あるいはシンクタンクの議論等、米国における米軍

基地の政策形成に係るきめ細かな情報収集を行って

いるというふうに考えております。

また、米国政府や連邦議会議員等に対して、沖縄

県で起こっている様々な事件、事故をですね、航空

機事故等々ございますが、こういったものをやはり

県自らが直接、米国関係者、連邦議会議員等に直接

訴えるということは、非常に重要だというふうに考

えております。

平成27年から過去７年間にわたり、この継続的か

つ地道な働きかけにおいて、今こうした形で情報収

集や情報発信の基盤を構築してきたところでござい

ますので、県としては、やはり引き続きワシントン

駐在員を配置する形で基地問題の解決に取り組んで

まいりたいというふうに考えております。

○花城大輔委員 それで新年度の取組について、こ

れまで行ってきた事業のほかに、新しい取組なんか

あれば聞かせてほしいと思います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和４年度の取組

についてでありますけれども、今年は沖縄が本土に

復帰してから50周年という節目の年に当たるわけで

あります。そういう大きな節目の年に当たることか

ら、この機会を捉えまして、アメリカ国内の大学な

ど、その研究機関との連携、それから新聞、専門誌

等を活用した情報発信に新たに取り組んでいきたい

ということで考えております。

さらに、今年はアメリカ連邦議会の中間選挙に当

たる年ということでもありますので、改選された連

邦議会議員に対する働きかけ等についても、積極的

に取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。

○花城大輔委員 県のやりたいことは、毎回質問し

ていますから理解をしておりますが、やはり、それ

を我々が納得できるような状況を示していただきた

いというふうに思っています。

それと、先ほど公室長に質問しましたが、毎年毎

年反対されている事業を継続していることについて、

これについては知事の考え方を聞かせていただきた

いと思っているんですよ。

なので、総括質疑として提起させていただきたい

と思いますので、よろしくお願いします。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から花城委員に対し、誰

にどのような項目を確認するのか改めて説

明するよう指示があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

花城大輔委員、よろしくお願いします。

○花城大輔委員 知事は、毎年反対されているこの

ワシントンの事業を継続していることに対して、ど

のような考えをお持ちか聞かせていただきたいと思

います。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明 ３月11日の委員会の
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質疑終了後において協議いたします。

質疑を続けます。

○花城大輔委員 それでは、同じく当初予算概要の

資料３－２の１ページ、沖縄復帰50周年であります。

昨年11月に、沖縄振興調査会に参加してきました

が、多くの国会議員、大臣経験者もたくさんいる中

での開催でありました。非常にですね、自身の選挙

区を横に置いてまでも、この沖縄に思いを寄せてい

る国会議員が多くいることに、私はありがたく思っ

ておりました。

その中でも今回、岸田総理が沖縄に来ていただい

て出席をするということで報道ありましたけれども、

これについてどのような考えをお持ちか聞かせてい

ただきたいと思います。

○金城賢知事公室長 ３月８日の松野官房長官の記

者会見において、官房長官からは、総理については

国民全体で沖縄の歴史に思いを致すとともに、沖縄

の魅力や可能性を国内外に発信をするという、本式

典の開催趣旨等を踏まえ、沖縄会場に参列していた

だくこととしたというふうな発言がございましたの

で、そういう考え方の下に御出席をされるというふ

うに理解をしております。

○花城大輔委員 これは、知事のふだん話されてい

る対話というもののチャンスに当たるのではないか

なと思っていますが、そこに対してのアクションは

何か考えていますか。

○金城賢知事公室長 今年５月15日の式典に総理が

参加をされるということで、これは謝花副知事から

も官房長官に要請をしたところ、三権の長をぜひ沖

縄会場に御出席をいただきたいということも踏まえ

て、政府において配慮いただいたものというふうに

理解をしております。

この機会を捉えて、今委員からありました、知事

から具体的に何かしら対話という形で働きかけをす

るかということについては、現時点においてまだ内

部でというか、調整を行っておりません。

○花城大輔委員 委員長、この件についてもですね、

岸田総理が来られることに対して、知事がどのよう

なお考えをお持ちか、またそのチャンスを生かすこ

とも考えているかという２点について、総括質疑と

して提起させてほしいと思いますので、よろしくお

願いをします。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました総括

質疑の取扱いについては、明 ３月11日の委員会の

質疑終了後において協議をいたします。質疑を続け

ます。

○花城大輔委員 それでは、いきなり小っちゃな話

になりますけれども、式典への出席予定者というの

は、あらあら決まっているんですかね。

○宮城宏幸秘書課副参事 沖縄復帰50周年記念式典

につきましては、天皇皇后両陛下のオンラインによ

る御臨席を賜ること、沖縄会場には岸田総理大臣に

御参列いただけることが発表されております。

沖縄会場における招待者につきましては、前回の

復帰40周年記念式典で国や県の関係者、各界代表、

沖縄県と関係の深い外国関係者等を招待しているこ

とから、これらを参考にしつつ、国と調整をしなが

ら検討をしているところであります。

○花城大輔委員 40周年を踏襲するということです

ね。

○宮城宏幸秘書課副参事 40周年を参考にしながら、

現在改めて招待者について調整を進めていきたいと

考えているところです。

○花城大輔委員 ちなみに、先ほど仲村委員も質問

されていましたが、この約１億円の予算があります

ね。これは沖縄開催での費用ということで理解して

よろしいですか。

○宮城宏幸秘書課副参事 予算の配分につきまして

は、復帰40周年の際に式典とレセプションの経費を

国と県が折半をしていることを踏まえまして、検討

をしております。

沖縄会場及び２会場開催に係るオンラインの経費

については、県と国のほうで折半で。東京会場につ

いては国のほうの負担で、国と調整を行っていると

ころであります。

○花城大輔委員 なので、沖縄開催の費用が約１億

円ということでよろしいんですよねということです。

○宮城宏幸秘書課副参事 そのとおりです。

○花城大輔委員 では、次の質問に移りたいと思い

ますが、新規事業のですね、同じく予算概要の３－

２の１ページにありますアジア太平洋情報発信事業。

これ、具体的なイメージちょっと聞かせていただ

けますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 アジア太平洋地域

平和連携推進事業の具体的なイメージについてお答

えいたします。

米軍基地問題に関する万国津梁会議のほうからは、

沖縄を取り巻く安全保障環境が中国の台頭、それか

ら米中対立等を要因として厳しさを増す中で、米軍

基地の整理縮小に向けた喫緊の課題として、沖縄県

はアジア太平洋地域の緊張緩和と信頼醸成に向けて

取り組む必要があるというふうな提言がございます。
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県のほうでは、この提言等を踏まえまして、沖縄

の平和を希求する心や歴史的・地理的特性を生かし、

アジア太平洋地域の緊張緩和と信頼醸成に寄与する

ことを目的として事業を行っていこうということで

ございます。

具体的なその内容につきましては、沖縄県から地

域の平和と安定の重要性等を発信するとともに、ア

ジア太平洋地域の各国、それから各地域と沖縄との

連携可能性等について検討をして、経済や文化、平

和の分野等を含め、可能な事項から連携協定を締結

するなど、当地域の緊張緩和と信頼醸成に向けた取

組を推進していきたいということで考えております。

○花城大輔委員 県議会の中でも、先ほど答弁の中

で中国の台頭とありましたが、中国の脅威という、

我々の言い方に変えたときにですね、県はいつも国

に要請しますというふうな対応になっているんです

ね。

しかしながら、今回は、沖縄県がアジア太平洋の

緊張緩和と信頼醸成を担うというふうに出てきてい

るわけですよ。これはどのように理解したらよろし

いんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 万国津梁会議から

の提言は、先ほどお答えしたとおりでございます。

特に、昨年度ですね、令和２年度の提言では、米

中の政治的な対立、あるいは軍事的な対立がさらに

激化しているということを背景に、前線とされる沖

縄が攻撃目標となるような危険が一層高まっている

ことから、沖縄にとってアジア太平洋地域の緊張緩

和に向けた機運の醸成というのは、スローガンにと

どまらない、切実かつ喫緊の課題であると指摘がご

ざいます。

こういう提言や直近の台湾海峡をめぐる情勢、そ

れからこれに対する日米同盟の動向等を踏まえまし

て、当面の取組として、米中の軍事的な対立をはじ

めとする地域の緊張関係の緩和を図ることが必要と

いうふうに考えております。

○花城大輔委員 新規事業ですから、あまり細かい

ことを言わずに、これからの皆様の推移を見守りた

いというふうに思っております。

それではですね、同じく予算（案）概要の資料３－

２の１ページの特命推進事業とありますが、これ今

まで行われた事業の中で代表的なものをちょっと教

えていただけますか。

○真鳥裕茂特命推進課長 特命推進事業ですけれど

も、まずこの事業は大きく分けて２つ経費がござい

ます。１つ目は、知事の特命事項の対応に係る課の

運営費と、それから首里城復興に係る経費という形

になってございます。

令和２年度ですが、主に首里城復興基本計画の策

定、それから情報発信のための首里城復興サイトの

制作に取り組んでまいりました。

本年度につきましては、主にホームページやＳＮ

Ｓを活用した各種イベントの情報発信、それから琉

球大学、芸大などの県内の大学、それから研究機関

との連携したシンポジウムの開催など、首里城復興

に関する取組を推進しているというところでござい

ます。

○花城大輔委員 主に首里城を中心としたものだと

いうふうに理解してよろしいんでしょうね。

新年度予定されているものも首里城以外に何かあ

りますか。

○真鳥裕茂特命推進課長 実は、新年度に関しまし

ては、公室のほうでやっている首里城復興関連業務

につきましても、土木建築部に新設される首里城復

興課のほうに業務を移譲するということになってご

ざいます。

当課といたしましては、今年度も行っていたんで

すが、引き続き特命事項として、部局横断的な対応

が必要な新型コロナウイルスの感染症対策に係る支

援業務だとか、あと継続事業として２年目に入りま

すが、万国津梁会議のテーマであります琉球文化ル

ネサンス等の運営に取り組んでまいりたいというふ

うに考えております。

○花城大輔委員 ありがとうございます。

それでは、最後にですね、同じく当初予算（案）

概要の３－２の１ページ、情報発信事業ですね。

これはどのような事業なのか、ちょっと具体的な

イメージを聞かせていただければと思います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 県といたしまして

は、復帰50年を迎えてもなお沖縄に米軍基地が過度

に集中をし、県民がその過重な基地負担を強いられ

続けていることにつきまして、幅広く周知を図る必

要があると考えておりますことから、復帰50周年記

念事業として、米軍基地問題情報発信強化事業を実

施したいというふうに考えております。

具体的には、海兵隊が日本本土から沖縄に移動し

た推移を含め、沖縄に基地が過度に集中してきた過

程と、それから米軍関連の事件・事故や米軍基地と

県経済との関係など、沖縄における基地問題の内容

について情報発信をしていきたいというふうに考え

ております。

それから、情報発信の手法につきましては、県ホー
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ムページへの掲載、それから県内各地での巡回展示、

それから県内の新聞、テレビ等との連携企画、それ

からＳＮＳの活用、それからシンポジウムの開催等

々を想定しております。

以上でございます。

○花城大輔委員 時間がなかったので、まとめて答

弁してくれてありがとうございました。

これですね、この事業を推進していって、結果で

すね、どのような効果を求めていくんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ただいまお答えい

たしましたとおり、本県には70.3％の米軍専用施設

面積が集中している現状がございます。復帰50年を

経ても、これだけの基地が沖縄に集中しているとい

う現状について、過重な基地負担を県民が負ってい

るということについて、内外に広く情報を発信をし

て、少しでもその基地問題の解消につなげていきた

いということを考えております。

それから、その情報発信事業の背景の一つにあり

ますのは、最近ＳＮＳとか、いろんな情報メディア

を通じて、誤解といいますか、沖縄の基地問題等々

についての誤解、それから誹謗中傷等々といった意

見が散見されるというような状況もございます。で

すから、正確な情報について、県の側が積極的に情

報を発信していく必要があるだろうということで考

えております。

○花城大輔委員 例えば、トークキャラバンのとき

にもあったように、県外の人たちも自分たちのこと

として捉えてくださいみたいなメッセージがありま

した。

しかしながら、県外で引き取ってほしいとは言わ

ないというような形でですね、どうも目的、この事

業の効果が見えづらいような中にあるのかなという

こともありますので、引き続き取り組んでいただき

たいと思います。

終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 どうもお疲れさまです。

我々会派のメンバーがいろいろ質問いたしました

が、若干重複するかもしれませんが、確認のため質

問させてください。

まずは、同じ資料の中で、知事公室が所管する沖

縄県の復帰50周年。そのことに関しましては、私は

本会議で、本県での開催はもちろんですが、東京で

も同時開催すべきであるということをお願いをしま

したが、去った閣議の中で公室長から答弁がありま

したように、大体大まかな点で落ち着きそうだとい

うお話がありましたけれども、その中で、総理の沖

縄入りは本県の要望との報道があるというふうに言

われているんですが、総理は沖縄県会場に入っても

らいたいという特別な要請を行った経緯があるんで

すか。

○金城賢知事公室長 先に謝花副知事が上京いたし

まして、三権の長には沖縄会場にいらしてもらいた

いという趣旨の要望を行っております。

○仲田弘毅委員 残念ながら、オンラインで両陛下

が出席されるという報道も受けて、やはりこういう

ふうな形で76年の思いを、あるいはけじめをつけて

いただけるというのは、僕は賛成しておりますけれ

ど、ぜひ三権の長ではなくて、より多くの皆さんが

沖縄に来られて出席をしてもらいたい。

これはもちろん、オンラインで両会場との同時開

催ですから、その割り振りみたいなものは県として

考えていらっしゃると思うんですが、先ほど花城委

員におっしゃったように、どういうふうな方々が沖

縄会場、どういった方々が東京会場なのか、もう一

度教えていただけませんか。

○宮城宏幸秘書課副参事 現在、国と調整している

中でいきますと、沖縄県へ招待する方は、沖縄県の

滞在、県内在住者の方々を中心に招待をする予定と

しております。

東京会場におきましては、国側がこれまでも招待

をしている県外在住者の方々を中心に招待すること

で話を調整させていただいているところであります。

○仲田弘毅委員 質問を変えます。

時間がありませんので、消防防災ヘリについてで

ありますが、これは先ほど答弁で令和何年度をめど

に今、話を進めているというお話でしたでしょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 令和７年度の運用開

始を目指しております。

○仲田弘毅委員 これは以前、決算のときにお話聞

いたらですね、相当考え方が違う、調整が大変厳し

いというお話があったんですが、機体とか装備とか、

基地施設の方向性みたいなものはある程度まとまっ

ているんですか。

○池原秀典防災危機管理課長 確かに昨年度であっ

たり、沖縄県消防防災ヘリコプター導入推進協議会、

立ち上げ前は、いろいろ条件面のところの部分があっ

て、そのときちょっと協議会の中にどうするという

のはあったんですが、今はおおむね方向性について

は御賛同いただいて、協議会を立ち上げたところで

ございます。

それで、当然、各種課題というのはそれぞれござ
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います。例えば、運用の規約の問題、いわゆるソフ

ト面、ハード面あるんですけれども、人員派遣であっ

たりとか、費用負担の部分であったり、機体はどう

あるべきかとか、あとヘリ基地はどこにするとか、

そういういろんな課題がございます。

そういったところで今、４つのワーキンググルー

プを設置して、今年度も10月から開始しているんで

すが、来年度も引き続きこの中で市町村等から課題

等、意見を伺いながら、しっかり解決に向けて進め

てまいりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 くしくも明日、３月11日は東日本

大震災の大きな節目の日であります。

そういうふうな大型災害に向けての消防ヘリ、あ

るいはまたドクターヘリ等も含めて、そういったも

のが必要であるということはもう皆さん認識してい

るわけですから、早めに進めて、令和７年にはそれ

を実施できるようにぜひ頑張っていただきたいと思

います。

以上です。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 ではお願いします。

資料３－４の部局別の概要からですね、その１ペー

ジから聞かせていただきたいと思います。

質問取りのときには話してはいないんですが、

ちょっとよく分からなかったものですから、聞かせ

ていただきたいんですが。

２のほうの基地問題の解決なんですが、これは左

のほうで１億9432万9000円となっておりまして、右

の３つの事業の合計がこの金額にぴったりなんです

ね。ということは、この基地問題の解決という政策

については、これが全ての事業ということになるん

ですか。それともほかにもある中で、この３つの事

業の部分がこの金額だということになるんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 資料３－４の令和

４年度当初予算（案）知事公室の分の１ページ目に

書かれております基地問題の解決、トータルで１億

9400万円余りの４つの事業については、私ども基地

対策課の予算だけではなくて、同じく基地問題を扱

う辺野古新基地建設問題対策課の事業が加わってお

ります。

それから、１の復帰50周年記念関連のほうにも、

先ほど来、答弁申し上げましたとおり、アジア太平

洋地域の平和連携推進事業であったり、それから情

報発信強化事業等々が含まれるものでございます。

○山里将雄委員 分かりました。ちょっとよく分か

らなかったもので。ただ、ちょっと分かりづらいか

なという気がします。これは総務部の問題ですので、

資料の作り方はですね。

ではその中で、その３つの事業が右側に主な事業

として挙げられているんですが、その２の辺野古新

基地建設問題対策事業、これはですね4124万3000円、

これ前年度も4124万3000円、全く同じなんですね。

これは何かの間違いですか、それとも本当にそうな

んですか。

○田代寛幸参事兼辺野古新基地建設問題対策課長

前年度と同額を予算計上させていただいておりま

す。

○山里将雄委員 同額、中の違いはあるんですか。

前年度と全く同じ予算を組んだということですか。

○田代寛幸参事兼辺野古新基地建設問題対策課長

事業内容としましては、特に新規はございません

で、トークキャラバンですとか、法律相談等の委託

料等の内容となっております。

○山里将雄委員 ちょっとね、この辺野古新基地建

設問題については、知事の政策の大きな柱でもあり

ますのでね、これが去年と全く同じと。さらに金額

も同じということではちょっとどうかなという気が

します。やっぱり常に新しい事業といいますか、新

しい対策を取っていただいて、しっかりとこの問題

に対応してもらいたかったなと思っているんですが、

それは要望としてぜひ考えていただきたいと思いま

す。

そこで、次、聞きたいのが、令和４年度予算にお

いて、その中で、この中に入るんですかね、令和４年

度予算においての日米地位協定の改定に係る予算、

その件についてちょっと伺っていきたいと思います。

今回のオミクロン株の感染拡大が起こって、これ

米軍由来というふうに言われていましたけれども、

そのことについては、岸田総理は、米軍基地が要因

であるということは認めていなくて、地位協定の改

定も必要ないというふうに言っているんですが、こ

の地位協定の改定の必要性は、このことについて、

県民はさらにその思いを強くしていると思うんです

ね。

そのことを受けて、日米地位協定改定の要求を日

米両政府に求めていくために、令和４年度予算に必

要な予算を組む必要があると思っているんですが、

その辺はどうですか。どうなっていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この今回の県内に

おける新型コロナウイルス感染の拡大につきまして

は、米軍において、日本への入国時検査が日本の措

置とは整合的と言えない運用が行われていたという
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ことが、端緒であるというふうに考えております。

そのため、軍転協の要請等々でも検疫について国内

法の適用等々、日米地位協定の抜本的な見直しを求

めてきたところでございます。

この地位協定の見直しに向けた活動費を予算にど

う反映させているかという点については、検疫に関

する国内法の適用を含む地位協定の見直しに係る経

費につきましては、基地の整理縮小、それから米軍

基地関連の事件、事故の再発防止等々と併せまして、

基地関係業務費というその事業の中に一括して計上

をしているということでございます。

○山里将雄委員 含んで一括して計上しているとい

うことではございますが、先ほどから言うように、

本当にこの地位協定の改定というのは、本当に沖縄

の県民がこれまでずっと求めてきたことであります

ので、ぜひそれは実現しなきゃいけない。

そういう意味では、その地位協定の改定について

の予算化もしっかりとしていただきたいなというふ

うに思っているんですが、今回、このオミクロン株

は米軍基地を抱えている他県でも同じように起きて

いまして、米軍基地を抱えている山口県とか長崎県

ですね、そういったところでも感染が拡大したんで

すが、そういった県と連携をして、地位協定の改定、

特に９条の改定について求めていくことができるの

ではないかと思っているんですが、その辺はどうで

すか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 今回のコロナウイ

ルスの第６波におきましては、米軍岩国基地が所在

する山口県、それから隣接をする広島県におきまし

ても、米軍由来と思われる感染拡大が起こっており

ます。そのため、昨年12月28日、沖縄県のほか、山

口県それから長崎県も会員となってございます渉外

知事会として、政府に対して緊急要請を行ったとこ

ろでございます。

また、渉外知事会が昨年の８月に日米両政府に対

して行った要請におきましては、日米地位協定第９条

を見直して、国内法を適用するよう求めております

が、引き続き全国知事会、渉外知事会等とも連携を

して、同協定の抜本的な見直しに向けた取組を強化

してまいりたいということで考えております。

○山里将雄委員 県外でもこの地位協定の改定の必

要性、今回の件で、ある程度それが認識されたので

はないかと思うんですね。県からそれをしっかりと

発信していくことが非常に重要だと思うんですね。

その辺についてどう考えますか。

○金城賢知事公室長 日米地位協定については、

1960年の締結から60年、全く見直しがなされていな

いという結果、安全保障を取り巻く環境であります

とか、あるいは社会情勢の変化、人権や環境問題な

どに対する意識の高まりの中で、時代の要件、国民

の要望にそぐわないものになっているというふうに

思っています。

今般のコロナに関しましては、例えば検疫法であ

りますとか、入管法といった国内法の適用がないと。

それから、ＰＦＯＳに関しましては、同じく日本の

環境法の適用がない関係でこういった状況にあると

いうこともございますし、それから、昨年いろいろ

問題となりました低空飛行の問題についても、我が

国の航空法の適用が除外されているという結果、生

じている問題だというふうに認識をしております。

そういった観点からも、日米地位協定のこの改定と

いうのは、米軍基地問題の解決を図る上で物すごく

大事な課題だというふうに認識をしております。

先ほど担当課長からもありましたが、県は平成29年

にこの地位協定の改正要望を行っておりますが、そ

の後も全国知事会、あるいは渉外知事会と連携する

形で、地位協定の改定要望を行っておりますので、

引き続き、そういった他県とも連携しながら、改定

の要求を実現してまいりたいというふうに考えてお

ります。

○山里将雄委員 ありがとうございます。

今回のオミクロン株のことについても、それから

日々起こる事件・事故についても、本当に米軍の無

責任な対応自体は本当に怒りしかないんですが、

1960年でしたですかね、地位協定が交わされて60年

以上、これ一度も改定されていないんですね、地位

協定はですね。

地域協定は日本全体の問題だということを、意識

をしっかり持ってもらうことが本当に必要だと思い

ますので、ぜひそこは県として今後も、なかなか壁

が高いような気がしますけれども、しっかりと取り

組んでもらいたいなというふうに思っていますので、

よろしくお願いします。

以上です。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 お疲れさまです。

今のところですね、まず復帰50周年記念式典、多

くの方が質疑されていますので、ちょっとかぶらな

いようにやりますが、海外の県人会の方々は来られ

ないというふうに聞いておりますが、どのように対

応されるんでしょうか。

○宮城宏幸秘書課副参事 招待者については、現在
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検討を進めているところであります。

沖縄復帰50周年記念式典につきましては、国と県

との共催により東京と沖縄の２会場で、天皇皇后両

陛下のオンラインで御臨席の下、行うことになって

おります。式典につきましては、インターネットで

配信し、世界中どこでも見られるようにすることを

検討しております。

県としましては、それらの情報発信を通しまして、

平和を愛する沖縄の心、沖縄の自然や文化、将来の

可能性を世界に向けて発信していきたいと考えてお

ります。

○当山勝利委員 お願いしたいことは、まず県人会

の方々のネットワークがあるということと、あと、

先ほど最初のほうで沖縄空手の演舞とかおっしゃっ

ていたと思います。沖縄空手も、門下生の方々が世

界各国にいらっしゃいますので、そのネットワーク

も活用していただいて、それぞれの拠点となって、

さらにそこから広げてもらうというふうにすれば、

情報が発信しやすいと思います。

それから、ライブ配信など時差の問題があるので、

ぜひこれは動画をいつでも見られるような状況で、

見やすく編集していただくということも必要だと思

います。いかがでしょう。

○宮城宏幸秘書課副参事 式典につきましては、ラ

イブ配信はもちろん、その後もですね、ユーチュー

ブ等でライブ配信の模様をさらに配信するとともに、

その式典で使われた映像なども配信することによっ

て、そのときだけではなく、引き続き沖縄に触れる

ことができるような機会としていきたいと考えてい

ます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、当山委員よりネットワーク活用

についても答弁してほしい旨申出があっ

た。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

宮城宏幸秘書課副参事。

○宮城宏幸秘書課副参事 今回、現在、交流推進課

のほうと意見交換を進めておりまして、そういった

意味でも、海外に住まわれる方々にもこの式典につ

いて知っていただきまして、そこを通して、そこを

また起点としまして、海外の方に広く沖縄のことを

知っていただける機会としていければと考えており

ます。

○当山勝利委員 よろしくお願いします。

それでは、次の質問させていただきます。

ワシントン駐在員活動事業についてでありますけ

れども、令和４年度の特徴等については答弁があり

ましたのでいいんですが、私はこのワシントン駐在

員活動は、年々事業の実績が上がってきていると思っ

ております。

これまで得られた経験値とか、いろんな蓄積した

知見をしっかりと生かしていただいて、さらにもっ

といい事業にしてほしいなと。同じ予算でも、もっ

といい成果を出してほしいというふうに思っていま

すので、そこら辺の取組、またどういうふうにして

いくのか伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在員

活動事業費につきましては、次年度も引き続き予算

措置を行っておりますが、次年度も引き続き米国内

での情報収集、それから情報の発信、有識者との会

議の開催、連邦政府、それから連邦議会関係者との

面談等の取組を強化してまいりたいということで考

えております。

また、令和４年度は本土復帰50年という大きな節

目でもございます。そういう節目の年にふさわしい

取組、米国内での大学等研究機関との連携、それか

ら新聞等々を活用した情報発信に取り組んでいきた

いということであります。

それから、今年は連邦議会の中間選挙があること

から、改選された連邦議会議員に対する働きかけに

ついても、積極的に取り組んでいきたいということ

で考えております。

○当山勝利委員 私が言いたい趣旨はですね、これ

までの経験値とか得られた知見があるので、それを

生かして、もっと同じ予算でもよい成果を出していっ

ていただきたいということですので、そこら辺はど

うお考えですかということで、知事公室長お願いし

ます。

○金城賢知事公室長 ワシントン駐在については、

平成27年度からの取組として、もう７年が経過をし

ます。この間、委員御指摘のとおり、当初はその体

制整備から始まって、県の取組の強化というのも、

連邦議会議員の面談でありますとか、政府への面談

に加えて、例えば大学に行っての講演会を開催した

りとか、様々な取組を行っているところでございま

す。

そういった積み重ねの上に、さらに令和４年度、

しっかりとした形で事業を展開していく必要がある

ということは委員御指摘のとおりですので、ここら

辺をまたしっかりと検討しながら対応してまいりた

いというふうに考えております。

○当山勝利委員 よろしくお願いします。
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それと、アジア太平洋地域平和連携推進事業につ

いて伺います。

事業内容については伺いました。内容としては、

アジアの相互理解ということで、経済的、文化的な

交流を進めるということであるというふうにそれは

理解いたしましたが、これはどちらのほうが担当さ

れますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 基地対策課のほう

で所管する予定でございます。

○当山勝利委員 １課でされるわけですよね。

経済的な、文化的な交流という、要するに人流で

あり、交流であるというのを基地対策課さんでやる

のはちょっと私はいつも、話をお聞きするたびに違

和感を感じますよと。もっと網羅的に、全庁的に担

当する部署等、課とかですね、網羅的にやる事業で

はないですかというお話をさせていただいています

が、そこら辺についてはどのようにお考えでしょう

か。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 このアジア太平洋

地域平和連携推進事業でございますが、令和４年度

では、３点の事業を予定しております。

まず１点目に、地域課題を踏まえた沖縄との連携

の方向性との調査ですね。

それから２点目に、同地域の外交安全保障等の分

野における有識者の会議。

それから、事業成果を内外に発信するためのシン

ポジウム、この３つを具体的に実施する予定であり

ます。

この事業を実施する事務については、基地対策の

総合的な企画調整、あるいは安全保障に係る調査を

所掌する本課が所管する事務でありまして、特段は

支障は生じないのではないかというふうに考えてお

ります。

ところが、委員御指摘のとおり、事業を実施する

中でいろんな文化であるとか、経済であるとか、当

然、庁内でも関係部局に事務がまたがるような場合

も当然ございます。そういうまたがる場合、事業実

施に当たって、他の部局と調整が必要になる場合に

は、当然、商工労働部であるとか、文化観光スポー

ツ部であるとか、そういう関係部局との調整は行っ

ていくという予定でございます。

○当山勝利委員 これからの事業ですので、ぜひ頑

張っていただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。

米軍基地問題情報発信事業についても、先ほど伺

いましたので事業内容はよろしいのですが、ワシン

トン駐在員の活動で得られた知見というのがいろい

ろあると思うんですよ。そういう情報もこの事業、

要するに米軍基地問題情報発信事業でどんどん出し

ていくということも必要かと思いますが、どうでしょ

うか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この情報発信事業

については、沖縄の基地問題についての正確な情報

を内外に発信するというような趣旨で行う事業でご

ざいます。

当然、ワシントン駐在員の方々が現地で収集をし

た情報等々についても、必要な情報があれば、その

情報発信の対象に含めて、内外に発信をしていきた

いということで考えております。

○当山勝利委員 よろしくお願います。

基地対策調査費について伺いますが、他国地位協

定調査が入っていますが、韓国のことだと思うんで

すが、これは調査できる見込みはありますでしょう

か。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 地位協定について

の他国調査は数年前から行っておりますけれども、

韓国調査だけが残っております。一昨年からコロナ

の影響を踏まえまして、現地調査が延期になってお

ります。

ただ、韓国での現地調査の必要性も十分認識して

おりますので、次年度においてもその韓国の調査に

係る経費は予算案の中に盛り込んで、コロナの感染

拡大の状況を見ながら、可能であれば実施をしてい

きたいということで考えております。

○当山勝利委員 なかなか先が見えない話なので、

あれだなと思うんですが、これまで多くの調査で知

見が得られたと思うんですね。一旦ここで、何らか

の形でまとめて発信するということが必要ではない

かなと思うんですよ。

韓国が終わってからということで、今まで控えら

れていたと思うんですが、情報というのは、ひょっ

としたら時には陳腐化する可能性もあるので、そう

ではない早い時点での情報開示というか、広めると

いうことも必要かと思いますが、いかがでしょう。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 委員御指摘の情報

の新鮮さというんでしょうか、そういうようなもの

も確保する意味で、調査をした結果についてはでき

るだけ早く公表して、県民の方々にお知らせをする

という意味でも、できるだけ早い段階で可能であれ

ば順次、検討していきたいということで考えており

ます。

○当山勝利委員 ホームページなんかでは公表され
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ていますが、そうではない別の形でいろいろ情報発

信もあると思いますので、よろしくお願いします。

最後ですが、沖縄の米軍基地問題に関する各種調

査等とありますけれども、こちらについて伺います。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 各種調査という表

記の意味するところについてお答えいたします。

今年度は、沖縄を取り巻く安全保障環境とこれに

伴う在沖米軍基地への影響等について、より具体的

かつ最新の動向を把握するための在沖米軍基地に関

する基礎情報収集業務、これがまず１点でございま

す。

それから、新たな振興計画において、改めて国民

的議論の喚起を位置づけたこと等を踏まえ、米軍基

地問題に関する正確な情報を県民、国民向けに適切

に発信するための手法の検討調査。

それから３点目に、アジア太平洋における緊張緩

和と信頼醸成を含め、在沖米軍基地問題の今後の展

望を議論するシンポジウムの開催を行っているとこ

ろでございます。

次年度、令和４年度はこれらの調査結果を踏まえ

まして、調査テーマを設定の上、国民的議論の喚起

につながる調査を行っていきたいというふうに考え

ております。

○当山勝利委員 以上です。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お願いします。

最初に、防災危機管理について。

地域防災計画で避難所の運営について、女性の視

点や性的マイノリティーの視点がどのように反映さ

れていますか。具体的にお尋ねします。

○池原秀典防災危機管理課長 沖縄県地域防災計画

におきましては、基本的な防災計画の考え方といた

しまして、防災に関する政策・方針決定過程及び防

災の現場における女性の参画を拡大し、男女共同参

画の視点を取り入れた防災体制を確立する必要があ

るとしております。

また、その中の第３節、災害に強い人づくりの防

災訓練の項目において、避難所における女性等のニー

ズに配慮した生活支援訓練の実施を掲げるとともに、

自主防災組織の育成の項目においては、女性団体、

青年団体、ＰＴＡ等その地域で活動している組織を

活用して、自主防災組織として育成すると記載して

いるところでございます。

その上で、災害発生時においては、避難所につい

て、避難所の運営における女性の参画を推進すると

ともに、男女のニーズの違いなど、男女双方の視点

等に配慮する。特に、女性専用の物干場、更衣室、

授乳室の設置や生理用品及び女性用下着の女性によ

る配付、巡回警備等による避難所における安全性の

確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避

難所の運営に努めると明記しているところでござい

ます。

なお、沖縄県地域防災計画において、性的マイノ

リティーに特化した記述はございませんが、今後、

避難所や男女共同参画の推進等に関する事務を所管

いたします子ども生活福祉部など、関係部局と連携

しながら、沖縄県地域防災計画への記述について意

見交換を実施してまいりたいと考えております。

○西銘純恵委員 女性の視点について、避難所、先

ほど例を挙げましたが、具体的に各避難所は市町村

がみんな設定されていると思うんですが、そこの確

認といいますかね、どこまでどう避難所がその言わ

れたようにできているのか。例えばトイレについて

も、男女きちんとできているのか、更衣室もあるの

かとかですね。

今、話されたことがどう具体化されているか、つ

かんでいらっしゃいますか。

○池原秀典防災危機管理課長 沖縄県、東日本みた

いな、今までこの大規模災害というのは、まだ近年

経験していない状況でございます。

そういった中で、やはり避難所運営というのは、

どのようにやっていくというのは常に課題というふ

うに捉えてはいるんですが、そういった中で、沖縄

県ではこの避難所運営に向けて、いわゆる防災訓練

であったりとか、どのようにやっていくかという研

修とかを通じて、避難所運営の在り方について、市

町村、今研修しているところではあるんですが。

今、ちょっと個別のこの避難所について、どのよ

うな中身が、いわゆるトイレの状況であったりとか、

この具体的なところの部分については、ちょっと細

かくは今、把握しているという状況にはなくて、ま

た避難所については、消費・くらし安全課であった

りとか、子ども生活福祉部さんも所管になってござ

いますので、そことちょっと意見交換しながら、今

後、こういった部分について具体的にどういった状

況なのかというのを、把握してまいりたいと考えて

おります。

○西銘純恵委員 性的マイノリティーについても記

述がないということで、計画の中できちんと明記し

てもらいたいんですが、次の計画変更というんです

か、改善というのはいつになりますか。

○又吉清義委員長 池原課長、もう少し簡潔にまと
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めてくださいね。

よろしくお願いします。

○池原秀典防災危機管理課長 地域防災計画の修正

につきましては、いわゆる国の防災基本計画の修正

であったりとか、あと各法の修正等々を通じて、数

年に１回という形で修正している現状がございます。

そういった部分について、この次回の策定の時期

に、修正のときにこの件についてもしっかりと子ど

も生活福祉部さん等々と意見交換して、記載の在り

方について議論をしていきたいと考えております。

○西銘純恵委員 次回では遅いと思うんですが、そ

れで早いうちに修正してもらいたい。

そもそも、担当課に女性職員はいらっしゃるんで

すか。

○池原秀典防災危機管理課長 現在、防災危機管理

課に女性の正職員という形では、今、配置はされて

ございません。

○西銘純恵委員 女性もいないということで、大事

な女性の視点、性的マイノリティーとかね、人権に

係るところが今、欠けているかなと思いますので、

次年度の女性職員の配置予定はされていますか。

○池原秀典防災危機管理課長 防災危機管理課にお

ける女性職員の配置につきましては、防災対策に女

性の視点を反映する観点から重要であると考えてお

ります。

このため、防災危機管理への女性職員の配置につ

いては現在、総務部に求めているところでございま

す。

○西銘純恵委員 防災会議の女性委員の比率につい

ても低いと思うんですが、それも増やす考えはあり

ますか。

○池原秀典防災危機管理課長 基本的には増やす方

向で今、取り組んでいるところでございます。

○西銘純恵委員 次、コロナについてですが、米軍

基地関係者からＢＡ．２、新たなコロナが発見され

たと言っていますが、県民への感染を防止するため

に、私はもう急いで、地位協定９条の問題もあると

思うんですが、ゲノム解析とか急ぎやることがある

と思うんですが、緊急要請の必要はないでしょうか、

日米政府に。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 県は去る３月７日、

ゲノム解析によってオミクロン株の一種であるＢＡ．

２に感染したお二人のうちのお一人が、米軍基地関

係者であることを発表をいたしましたが、現在まで

のところ、感染経路は解明されておりません。

県としては、新型コロナウイルス感染症のデルタ

株が発生して以降、変異株の検査の実施について、

米軍に対し繰り返し求めてきたところであり、昨年

12月21日には再度、知事から日米両政府に対し、変

異株のスクリーニングができる検査体制の構築を要

請してございます。

効果的な感染防止対策のためにも、引き続き日米

両政府に対し、米軍の変異株検査の実施、それから

感染防止対策の徹底を求めてまいりたいというふう

に考えております。

○西銘純恵委員 感染症はとても、本当に危険、脅

威なんですよね。

1951年６月20日に米国民政府布令第46号というの

があって、伝染病の取締りについて出しているんで

すよ。その中身がですね、そのときの伝染病を即時

報告するものとか、週報として報告するものとか、

伝染病の名称も個別具体的に挙げています。

そして、即時連絡をするものということについて、

12時間以内に連絡をして、医者は疾病が他人に伝染

しないようにすぐ患者を隔離しなければならないと

か、あと、保健所長が自由裁量で交通遮断するとか

ですね、とても厳しい措置を米軍は沖縄県民にも課

したわけですよね。

それぐらい伝染病というのは大変だよと言いなが

ら、今、基地からね、こういう従業員が感染してい

るということがオミクロンのときにも出たにもかか

わらず、それに取り組んでいないということは、と

ても沖縄県民にとって本当に大変なことだと思いま

すから、緊急にもう一度申入れをやるべきだと思う

んですが、いかがですか。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から西銘委員に対し、予

算資料のどの部分に関連した質疑なのか確

認があり、西銘委員より資料３－４のその

他の基地関係対策費に関連した質疑である

との説明がなされた。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

そこに関連してお願いいたします。

溜政仁基地対策統括監。

○溜政仁基地対策統括監 米軍との感染症について

の対策につきましては、沖縄県の保健医療部と米軍

の海軍病院のほうで連携を取って進めているという

ことでございます。

今回のオミクロンのＢＡ．２につきましては、現

在、たしか５例出ていまして、そのうちの１例が米

軍基地内の仕事に携わっているということで、まだ、

基地従業員かどうかは確定していないというふうに
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聞いております。

それでも基地対策課のほうとしても、海兵隊等と

細かに意見交換をしておりまして、その情報は海兵

隊にも伝えております。その中で、こういうＢＡ．

２等、新たな株の状況が出ると感染が拡大する傾向

があるので、十分感染対策を取るようにということ

は、繰り返し述べさせていただいているというとこ

ろでございます。

○西銘純恵委員 米軍だからかからないということ

もないし、感染症については本当にさっき言った

1951年時点でも、米軍そのものがやっているし、ぜ

ひ厳しく当たってほしいと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後４時３分休憩

午後４時12分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

引き続き質疑を行います。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 このＡ４のカラーのものでやりた

いと思います。

まず、復帰50周年記念関連で主な事業①から④ま

でありますが、そのうちの①と④というのは、これ

はこの１か年で終了して、②と③は引き続きやると

いうことで理解していいんですかね。

○比嘉奈緒子秘書課長 １番の沖縄復帰50周年記念

式典、そして４の復帰50周年記念誌の制作に関して

は、令和４年度中ということの予算でございます。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員より質問した内容全

てに答弁するよう指摘があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

古堅圭一参事兼基地対策課長。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ②、③は基地対策

課所管の事業でありまして、次年度から令和６年度

まで３年の事業で予定しております。

○渡久地修委員 ３年事業ね、ぜひ頑張ってくださ

いね。

でね、③、このアジア太平洋地域平和連携推進事

業というのがあるんだよね。これ先ほど来、質問あ

りましたが、連携ということは相手がある事業だと

思うんだよね。だから、どんなふうな事業内容、も

うちょっとイメージが分かるようにお願いします。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 このアジア太平洋

地域平和連携推進事業の対象地域ということであり

ますが、令和４年度で予定しております地域の対象

は、おおむね５か国程度を対象にしておりまして、

沖縄との例えば経済でありますとか文化、それから

伝統芸能等々、その連携が可能であるような分野を

中心に、その連携可能性があるかないかを含めた調

査を行っていくということと、あと、その有識者会

議を実施するというようなこと。

それから、シンポジウムの開催等々ですね、そう

いうふうなことを予定している事業でございます。

○渡久地修委員 その５か国教えてください。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 御質問のある５か

国の国名ですが、主に中国、それから韓国、台湾、

フィリピン等を予定しております。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員より今挙げたのは４か

国しかないと指摘があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

古堅圭一参事兼基地対策課長。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 その５か国という

ことで、今現在固まっているわけではございません

が、残る１国につきましては、事業を行う中で、適

切に判定をして選択をしていきたいということで考

えております。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員より県は台湾を１国

として扱うのかとの質問があり、執行部よ

り５つの国や地域を指しているとの回答が

あったが、再開して答弁したほうがよいと

の指摘がなされた。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

古堅圭一参事兼基地対策課長。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ただいま渡久地委

員から御質問のありました５か国の質問につきまし

ては、５つの国と地域を対象にして、中国、韓国、

台湾、フィリピン、それからもう１国につきまして

は、事業を実施する中で適切な国を対象に加えてい

きたいということで考えております。

○渡久地修委員 この連携推進事業のモデルという

のはあるんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 これといって正確

なものは持ち合わせておりませんが、これまで基地

対策課のほうで過去、アジア地域を対象にしたシン

ポジウム等々を開催したということがございまして、

それに近いような形で、令和４年度も行っていきた

いということで考えています。

○渡久地修委員 モデルというより、国同士ではね、

今、私たちがずっと主張しているのは、ＡＳＥＡＮ
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は大いに参考になると思うんだよね。これは国同士

の連携なのでね、これは一つ参考にしてください。

次に、②の米軍基地問題情報発信強化事業。

これは海兵隊がどのように沖縄に来たとか、いろ

んな問題を内外と言っていたけれども、内外という

のは要するに、何ていうのかな、どこを想定してい

るのか。世界、アメリカ、それとも日本国内あるい

は県内、どんなふうな対象にしているのかというの

を教えてください。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この情報発信強化

事業につきましては、県内外に発信するということ

でありますが、基本的に令和４年度は主に県内を対

象にしますが、沖縄県内だけではなくて県外のほう

も対象に発信をしていきたいということで考えてい

ます。

○渡久地修委員 あと、年齢別にはどこを主な対象

にするとかというのはありますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 特定の年齢層を

ターゲットにする事業というよりも、基地問題につ

いての正確な知識等々が非常に弱い年齢層等々を中

心に、広く基地問題の問題点について発信をしてい

きたいということで考えています。

○渡久地修委員 復帰から50年、もう年齢別で見る

と、復帰後生まれが過半数を多分、超えていると思

う。そういう意味では、もう米軍基地がどのように

沖縄に集中してきたかとか、沖縄のこの異常な実態

が、僕は知らないというより知らされていないと思

うんだよ。知らされていないと思うので、ぜひこれ

はしっかりとやってください。

そして、これは本会議でも取り上げたが、世界の

中でも異常だと。ドイツ、イタリア、イギリスの３か

国の面積より、沖縄の基地の面積が多いとかね。こ

ういったのも含めてしっかり知らせてください。こ

れは要望しておきます。

次に不発弾事業なんだけれども、ここに不発弾事

業あるけれども、これ不発弾事業というのは、これ

はどこの責任でやられるものですか。

○池原秀典防災危機管理課長 今、御指摘のござい

ましたどちらの責任でというところでございますが、

県としては国の責務で実施することを求めていると

ころでございます。

○渡久地修委員 県もね、県議会も不発弾処理に関

してはね、国の責任だとずっと求めてきたんだよね。

これは僕の記憶では、なかなか国は、国の責任とい

うのは、予算はつけるけれども、それなかなか曖昧

にしてきたというのはあると思うんですが。

この昨日の附帯決議、沖縄振興特別措置法の一部

を改正する法律に対する国会の附帯決議の10の中で、

不発弾処理とかについて、政府が県及び市町村の協

力を得て対応を加速することということで附帯決議、

政府がということでやっているわけよね。これはやっ

ぱり国の責任だということで、国会も求めていると

いうことで理解していいのかね。

○金城賢知事公室長 昨日の沖縄振興特別措置法の

一部を改正する法律案に対する附帯決議という形で

付されておりますので、これは国会が内閣に対して、

政府が県及び市町村の協力を得て対応を加速するこ

とを求めたものというふうに認識をしております。

○渡久地修委員 それから、これは僕は、不発弾処

理に関しては、これまでずっと沖縄県も県議会も各

市町村も国の責任ということを強く求めてきたわけ

よ。

だから今回、これが力になればいいんですが、しっ

かりと国の責任で不発弾処理に関しては、国の責任

でさせるということを強く求めて、やっぱりこの振

興特別措置法の中でも明記させるということは大事

だと思うんだけれども、どんなかね。

○金城賢知事公室長 これは議会もそうですが、執

行部においても不発弾処理について、これは戦後処

理の一環として当然、国の責務において予算の確保

も含めて、適切に対応すべきであるというのは一貫

して県も主張してきましたので、引き続き国に対し

ては、このような考え方の下に今、対応を求めてい

きたいというふうに考えております。

○渡久地修委員 ぜひですね、これは大事な点だか

ら、ぜひしっかり、附帯決議もこのように政府がと

いうことが出ているので、ぜひ頑張ってください。

あと、トークキャラバン、具体的な計画分かったら

教えてください。

○田代寛幸参事兼辺野古新基地建設問題対策課長

トークキャラバンにつきましては、普天間飛行場や

辺野古新基地建設問題、日米地位協定問題等につい

て広く認識をしていただき、国民的議論につなげる

ため、令和４年度も引き続き実施してまいりたいと

考えております。

開催場所につきましては、地元マスコミ報道の波

及効果が見込まれる人口規模の大きい政令指定都市

で、横浜市、広島市など４都市程度での実施を検討

しております。

内容につきましては、知事による講演のほか、有

識者等によるトークセッション、来場者からの質疑

応答などを計画しているところですが、具体的には
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今後、公募により実施する企画提案の内容等を踏ま

え、決定したいと考えております。

また、先ほど山里委員からも御意見をいただきま

した辺野古新基地建設問題は県政の重要な課題であ

りますので、継続事業ではありますが、より充実し

た内容となりますよう取り組んでまいりたいと考え

ております。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員より他の質疑者に関

する答弁を併せて答弁するのは適切ではな

いとの指摘がなされた。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 ぜひ頑張ってください。

あと、ワシントン事務所。

公室長、ワシントン事務所というのは、私たちワ

シントン事務所を置いたほうがいいのではないかと

いう点で、日本の政府がやっぱり沖縄の実態をアメ

リカに正確に伝えていないのではないかと。

向こうのいろんな情報ね、オスプレイの配備にし

てもいろいろ伝わっていないということもあって、

もうこれは直接沖縄がやらないといけないのではな

いとかという、いろんな議論の中で配置されたと思

いますが、そもそもワシントン事務所を置いた理由

は何ですか。

○金城賢知事公室長 沖縄県における米軍基地問題

の解決というためには、日本政府のみならず、一方

の当事者である米国政府関係者、連邦議会関係者等

に対し、沖縄県が自ら県内における基地の実情を訴

えるということと併せて、米国内における情報収集

を県が自ら行うという考え方の下に、平成27年から

設置をしたところでございます。

○渡久地修委員 この当初は、こういった設置した

目的から照らして、簡潔に言うとどんな成果を上げ

ているんですか。簡潔にでいいよ。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 これまでワシント

ン駐在の働きかけ等によって、連邦議会調査局報告

書における在沖米軍に関する正確な記載や、その連

邦議会下院の小委員会報告書における辺野古新基地

建設計画に対する懸念等の記載がなされております。

○渡久地修委員 ぜひ頑張ってください。

あとは防災ヘリですが、防災ヘリは今、大きな障

害になっているのは何ですか。

○池原秀典防災危機管理課長 ヘリ導入については、

今こういった機体の装備であったり、あと、人員の

体制であったり、この機体を置く場所であったりと

か、そういったところの各種課題がございまして、

そういったところで今、ワーキンググループを設置

して意見を交換しているんですが、その中でもやは

り市町村であったりとか、消防なんですけれども、

やはりその人員の部分であったりとか、あと費用負

担の部分であったりとか、そういう課題もあろうか

と考えております。

その辺についてはしっかりと市町村と意見交換し

ながら、丁寧に進めていきたいと考えております。

○又吉清義委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 知事公室の令和４年度の一般会計

の部局別の予算が24.4％の減ですよね。これはもう

異例なことだと思うんだが、大丈夫かということと、

減額の内容をもうちょっと詳しくお願い。

○比嘉奈緒子秘書課長 知事公室歳出予算の減とい

うことで24.4％というふうになっております。知事

公室における令和４年度当初予算の歳出総額が46億

7112万6000円、前年度当初予算額61億7910万4000円

より15億797万8000円で、24.4％の減となっていると

ころです。

減の主な原因が、旧軍飛行場用地問題解決を図る

ことを目的とした特定地域特別振興事業に係る事業

費、こちら14億3263万1000円が減になったことが要

因となっております。

○平良昭一委員 全体としての事業執行をすること

に関しては、そんなに問題はないということで理解

していいのか。

○金城賢知事公室長 減額は、先ほど秘書課長から

ありましたとおり、特定地区特別振興事業で約14億

円。それから、防災のほうで２億5000万円ほど減っ

ていますが、これはシステム開発の関係の予算でご

ざいますので、この減額についても減るべくして減っ

たということで、事業の執行には特段影響はないも

のというふうに考えています。

○平良昭一委員 ワシントン事務所ですが、いろい

ろ質疑応答もありましたけれども、コロナの影響で

減額になっているということではないの。それでは

ない。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在員

活動事業費の令和４年度予算につきましては、6476万

円余りということで、今年度に比べて158万円ほど減

額になっておりますが、その減額の理由としては２点

ございます。

まず１点目に、駐在員が現地活動のノウハウを積

み重ね、自ら実施する業務が増加したことによりま

して、委託料の節減が可能になったことがまず１点
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です。

それから２点目に、コロナ禍の中でリモートによ

る面談等が定着しつつある状況等を踏まえまして、

駐在員が米国関係者と直接面談する際の諸経費の節

減を行うことが可能になった、以上２点が減額の理

由でありまして、活動実態そのものには大きく変化

はございません。

○平良昭一委員 いわゆる基礎的な部分がしっかり

出来上がってきているということで理解していいよ

ね。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 そのように御理解

いただいて結構だと思います。

○平良昭一委員 続いて消防防災ヘリ、いろんな方

々が質疑をしておりますが、令和７年度開始の予定

だということで、海保と自衛隊の協力が当然必要に

なってくるという答弁もありました。

ですが、私は一番の問題は操縦士の育成だと思っ

ているんですよ。今、国においても慢性的な消防ヘ

リの操縦士の不足と技量不足が課題となっているわ

けですよね。

その辺もしっかり頭の中に入れて、今、作業を進

めている状況ですか。

○池原秀典防災危機管理課長 現行については、こ

の辺については委託のほうで、今、検討していると

ころではございます。

○平良昭一委員 いろいろワーキングチームあるは

ずですが、いろいろ協議会もあるような状況ですけ

れども。

災害発生時にいろいろ問題等があって、一般財団

法人の災害支援財団というのがあるらしいんですが、

そこでですね、こういう全てのものの育成、管理、

運用をしているような状況がありますが、県はその

存在を知っていますかね、今。

○池原秀典防災危機管理課長 すみません。ちょっ

と今、そこを承知していないんですが。

○平良昭一委員 これですね、平成28年６月３日に

設立されて、全国でのこういう災害の対応に対して、

どのような早急な取組ができるかということであり

まして、非常にいい活動を展開しているんですよ。

そういう面では、ぜひ連携取りながら、今後の課題

等を行っていただきたいと思うんですが、いかがで

しょうか。

○池原秀典防災危機管理課長 ちょっとこの辺は調

査して、しっかり検討していきたいと考えておりま

す。

○平良昭一委員 ぜひ情報を取って連携していただ

きたいなと思っています。

それで、全て委託だというような話ではあります

が、実際、このヘリは何機導入する予定なの。

○池原秀典防災危機管理課長 現行、１機導入の方

向で今、検討しているところでございます。

○平良昭一委員 先ほど言った財団の方といろいろ

話をすると、沖縄県内には３機必要だというふうな

提言をしているんですよ。いわゆる沖縄本島、宮古

島、石垣島の３か所に消防防災ヘリを配備する、こ

れは即応性、そこが一番中心になる消防防災ヘリで

すので、そういう時間のタイムロスが一番致命傷に

なるわけですよね。

そういう面では、今は１機だという形かもしれま

せんが、３機は必要だということも指摘されている

わけですので、今後どういうふうな展開をしていく

か。

○池原秀典防災危機管理課長 基本的にはまずは

１機導入して、まだ導入していないというのもござ

いまして、導入して、この課題とか整理していく中

で、２機目の検討とかしていくことになろうかと考

えております。

○平良昭一委員 元に戻るけれども、操縦士、これ

もう非常に少なくなっている。なぜかというと、事

業用免許が2000万円かかる、免許を取るのに。

今はもう農薬散布とかが少なくなっているから、

事業用免許を取るのもかなり高くなって、飛行時間

も1000時間。いわゆるヘリ機長としての500時間以上

経験しないと乗れないんですよ。となれば、かなり

絞られてくる。いわゆる自衛隊のＯＢあたり、海保

のＯＢあたり、そういう方々を採用していくのか、

その辺、自分たちで育成していくのか。その辺もはっ

きりしておかないと、将来的な問題がありますので。

全国の中でも、45歳以上が58％なんですよ。退職

しているわけよね、この方々も。その辺をしっかり

頭に入れながらやっていかないといけないと思いま

すが、どうでしょうかね。

これも全て委託に任すのか。

○池原秀典防災危機管理課長 この消防防災ヘリの

導入に関しての自主運航に関する部分なんですが、

以前に、県市町村及び有識者から構成される沖縄県

消防防災ヘリコプター調査検討委員会より提出され

たこの平成29年度の調査報告書によりますと、消防

防災ヘリの運航は、民間への委託が現実的とされて

ございます。

この理由といたしましては、自主運航の場合です

ね、県の職員としてパイロットや整備士を採用する
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こととなるため、運航要員の安定的な確保が困難で

あることや、養成するための費用負担が大きくなる

ことなどが挙げられてございます。

委員御指摘の件でございますが、今現状としては、

この委託の方向の中で各協議会であったり、このワー

キンググループの中では現状検討している状況では

ございます。

○平良昭一委員 このヘリの機種を―では委託する

ということ、全て。これは県がどれを買うというも

のではないの。

○池原秀典防災危機管理課長 機種については、こ

れもワーキンググループの中で協議するんですが、

どういった機体にするかというのは、このワーキン

ググループの中で、しっかりオーソライズしながら

選定してまいりたいと考えております。

○平良昭一委員 やっぱりこの航続距離なんですよ

ね、距離。一度に飛べる距離。

今、浦添総合病院のドクターヘリというのは635キ

ロしか飛べないんですよね。今、沖縄県警のヘリは

1250キロということで、どうしても1250キロ以上飛

ぶ機種が必要なんですよ、沖縄県の場合。

であれば、当然、沖縄県はそれ頭に入れながらや

らないと、浦添市のドクターヘリみたいなものを買っ

てしまったら何の意味もありませんからね。その辺

理解していただきたいんですが、どうですか。

○池原秀典防災危機管理課長 その辺については、

南北大東とか、そういったところにも飛べるような

機体を考えておりますので、その辺各ワーキンググ

ループの中でしっかり議論しながら、機体について

選んでいきたいと考えております。

○平良昭一委員 分かりました。

午前中、防災危機管理センターの件でちょっとい

ろいろ聞いたら、これは知事公室の問題だと言われ

ましたが、先般、深夜に起こった地震がありました

よね、九州地区で。そのときにも津波情報やらがも

う全く間違った情報がこのＳＮＳに流されて、パニッ

クになって、もう慌てふためいている県民が多くい

たんですよ。

そういう面では、情報の一元性、ちゃんとした情

報を流すことが必要になってくると思うんですが、

どうでしょうかね、この辺。

○池原秀典防災危機管理課長 今、委員御指摘の件

でございますが、津波警報等の発信につきましては、

災害対策基本法の規定等に基づき、県は気象庁から

通知された情報を市町村等に伝達してございます。

また、市町村長はその警報等を住民に伝達している

ところでございます。

県としては、住民の安全・安心を確保するため、

警報等が適切に住民等へ周知されることは重要なこ

とと認識してございます。

○平良昭一委員 これはですね、しっかりしてもら

わないと。もう夜中にこういう災害が起こるとです

ね、もう大変なことになるわけよ、もう。テレビつ

けても全く出ないし、こういうのは迅速にやってい

ただきたいという要望です。

それともう一つ、復帰50周年記念事業。

これは皆さんのところかどうか分からないけれど

も、２月28日に与論と国頭村の間で木材と家畜の交

換セレモニー、いわゆるもうこれ復帰50周年を記念

してやるということでやったようですが、これは皆

さんのところで情報があるか。

○宮城宏幸秘書課副参事 与論と国頭との復帰に関

する式典に関しまして、40周年の頃、県のほうにも、

その式典に出席の依頼が届いておりました。

今回もそういった兼ね合いで国頭村のほうから招

待したいという形で、正式ではないですが、内々の

ほうで連絡のほうは届いています。

○平良昭一委員 何か協力したのか。

○宮城宏幸秘書課副参事 まだ正式にこちらのほう

に依頼は来ていないんですが、来ることを想定しま

して、今後検討していきたいと考えております。

○平良昭一委員 ２月28日に行われたんだよ、もう。

それに対して何をやったかということを聞いている

んであって。

○宮城宏幸秘書課副参事 すみません、大変失礼し

ました。

その２月28日の件はすみません、承知しておりま

せん。

５月15日に行われるものと捉え違えていました。

失礼いたしました。

○平良昭一委員 今後のものは協力するということ

でいいんだよな。

○宮城宏幸秘書課副参事 先ほど述べました５月

15日のほうの、先ほど述べました件につきましては、

今後正式に来ると、届くと思いますので、その辺り

について検討していきたいと考えております。

○又吉清義委員長 仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 よろしくお願いします。

まず最初に、特定地域特別振興事業ですが、昨年

は14億円で終えたと。今回から事業がまずなくて、

ゼロというようになっていますけれども、ここに関

わった者として、行く行くどうなるのかなと少し心
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配しているところもありまして。

これ全部解決したわけではないと思っているんで

すが、残しているところ、まだ未解決のところもあ

ると思うんですが、この分について予算措置ないん

ですが、未解決の部分についての県のこれからの働

きかけというのかな、解決に向けての取組、そうい

うのはどうなっていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 特定地域特別振興

事業についてお答えします。

委員御指摘のとおり、この事業についてはこれま

で９つの地主会中、６つの地主会に係る事業が実施

されておりますが、宮古島市、それから石垣市の３団

体につきましては、事業がいまだ実施されておりま

せん。

実施されていない３団体につきましては、現在、

旧地主会としての活動がほとんど行われていないと

いうことを地元の役所のほうからお聞きしておりま

して、市役所のほうとしても、宮古島市、石垣市の

ほうとしても、その事業の要望が今現在ないという

状況でございますので、県としては当初予定どおり、

今年度をもって終了をする予定でございます。

○仲宗根悟委員 すみません。この終了、それから

地元の市町村から、市から要望がないということな

んですが、事業もこれでストップしちゃう、そうい

うことなんですか。

もう必要ないと言っているのかな、向こうも。そ

ういうことなのか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この特定地域特別

振興事業といいますのは、もともと沖縄の戦後処理

問題として、21世紀ビジョンにも掲げられておりま

すいわゆる旧軍飛行場用地問題を解決するために、

戦時中、土地を強制接収された旧地主の方々に対す

る慰謝を目的に、平成21年度から事業費の10分の８を

国が、残る10分の２を県と市町村がそれぞれ10分の

１ずつ負担をいたしまして、旧軍飛行場建設により

地域社会が分散し、伝統文化等の進展が阻害された

特定の地域の振興を図る国庫補助事業としてスター

トをしたところでございます。

財源的には一括交付金を財源としておりますが、

当初、県が目指しておりましたのは、現行の沖縄振

興計画の期間内で終了したいということで予定して

いた事業でありますので、県としては、地元のほう

から声が上がらない、要望が具体的にないというよ

うな状況の下では、事業の継続というのはなかなか

難しいのではないかというふうに考えております。

○仲宗根悟委員 ９つの地域、旧軍関係できたわけ

ですけれども、その９つ全てが同じような取扱いと

いうんでしょうかね、国有地になってみたり、接収

はしたものの使わない状態で、そのまままた地主が

開墾しながら入っていったと。無償でというか、そ

こができたという事例があると。

解決方法によってはいろいろ、まちまちなところ

があるものだから不公平さがあって、地主としては

たまらない。向こうは向こうで取られたのに、我々

はこういった形で国有地と認めながら、その事業を

導入しないといけないのかというところで、非常に

難しいところが出てきたと。

それで県も、皆さんが申し上げているとおりの事

業導入の中で、解決を図っていきたいということで

進んできたんだろうと思うんですが、そこで地主側

と市と、そして皆さんと、一つの結論というんでしょ

うか、到達点が見出しきれなかったという部分とい

うのは、一体全体どこにどういう原因があって、現

在の状況になったのかなと思うんですが、いかがで

すか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 先ほどもお答えい

たしましたとおり、旧軍飛行場用地問題といいます

のは、土地の強制的な接収に端を発するわけであり

ますが、調査しましたら、昭和52年、嘉手納飛行場

の旧地主の方々が国を相手取って所有権の回復等求

めて提訴をした。ところが、平成７年に最高裁判所

で敗訴が確定したというようなこともございます。

それを受けまして、行政的な解決といいますか、

県と関係する市町村は、旧軍飛行場用地問題の解決

に向けまして、連絡調整会議を設置をして協議を重

ね、最終的には地域振興の観点から、各市町村や飛

行場ごとにいわゆる個人補償ではなくて、地域振興

事業の実施による解決方式、我々いわゆる団体方式

と呼んでおりますが、その団体方式を取組方針とす

るなど、県と市町村は共に連携をして取り組んでま

いったところでございます。

その後、内閣府とも調整を重ねまして、平成21年

から事業案が整った市町村から、当時のいわゆる特

別調整費を活用して事業を実施し、平成24年度から

は一括交付金を活用して事業を実施してきたという

ことでございます。

○仲宗根悟委員 皆さんが考える未解決地域は、事

業はもうこれで行わないとしたときにですね、将来

にわたって、あのときの団体方式でもう一度解決で

きないものかというようなお話が出てきた場合にで

すよ、もう一度また腰を上げるのかですね。そうい

うのはもうないんですか。先のことは分からないか。
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結構ですよ、では一応は、もう事業はこれで両方

からもう上がらないからストップというようなこと

で理解いたしました。分かりました。ありがとうご

ざいます。

あと、ワシントン駐在員の活動等なんですが、こ

れまで活動の内容ですとか実績、そして成果につい

てもかいつまんでお話をいただきました。その中で、

成果の事例として、先ほど課長おっしゃっていまし

た沖縄の基地問題に関する正確な情報が記載をされ

たと、連邦議会調査局に入ったと。

びっくりしました、私のほうも。これが2019年６月

に内容が修正されたという部分の中で、沖縄にある

専用施設、在日米軍専用施設が25％というふうに記

載がされていたと。ところがやはり、こちらからア

プローチすることによって、70％に修正がされたと

いうようなことなんですよね。

先ほどからありますように、日本政府はこの間、

ずっと一緒に来たのにもかかわらず、こういった誤っ

た情報が記載をされ、誤った認識の下にされてきた

という部分では、やはりこの一つ置いてもですよ、

ワシントン事務所駐在員のある意義というんですか、

意味というのが非常にあると思います。

復帰後の歴代の私たちの県知事も、この沖縄に抱

える基地問題をどうにかしてほしいということで、

渡米をしながら、もちろん外務省にも日本政府に訴

えるんですが、直接アメリカに訴えたいというとこ

ろで、歴代の県知事も出かけていって、沖縄の実情

を訴えてきた経緯があるわけですよね。そこで、先

ほど言ったように、正しく本当に伝えるために、ワ

シントン駐在を置いたということですよね。

恐らく日本政府、外務省あたりのほうは、本当は

置いてほしくない、生の声が行き渡っては非常に困

るというんでしょうかね。そういった不都合な点も

あろうかと思うんですよ。国対国のやり取りですか

ら。そこに入っている県が、70％を抱えている県が

置きましたということになると、非常にありがたく

ない駐在員のやっぱり活動事務所ではないのかなと

思ったりもしはしますが、とにかく私たちは、歴代

の知事、そして、これまで抱えている基地の問題が

しっかりと正確に伝え切きれる。

もっと成果を述べればですよ、この下院議会の中

でも取り上げられると。何でしたっけ、下院議員の

国防権限法審議の中でも議題として上がってくると。

このワシントン事務所の情報発信のおかげで、状況

が刻々刻々と変わってきている。向こうの受けもそ

うだったのかというところが見えてきたような、そ

の成果の一つと挙げられるんですが、その辺、課長、

いかがですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 これまで駐在員の

働きかけ等によりまして、連邦議会調査局報告書に

おいて所要の記載がなされたこと等については、先

ほどお答えしたとおりでございます。

また、米国内のその有識者に向けた駐在員からの

働きかけにより、その米国の大学院等が開催をした

沖縄の基地問題に関するウェビナーですね、ウェビ

ナーにおいて知事が登壇して、県のその考え方等を

発信しております。このような取組を通じ、米国内

におきましても沖縄の基地問題への認識は徐々に広

がりつつあるのではないかというふうに考えており

ます。

○仲宗根悟委員 我々自身も直接、連邦議会議員に

会いに行って、沖縄の実情、そして県民投票の結果

など、お伝えをいたしました。対応をしていただい

た上院議員もいらっしゃいましたが、その補佐官あ

たりでは、丁寧にちゃんと聞いてくれて、そしてい

ろんな形で皆さんからもメールをいただきたい、情

報をいただきたいというようなお話をいただきまし

た。ぜひ彼らも知りたいんですよね。

そういう意味では、やはりこのワシントンの駐在

員の活動というのは、大きな私は意義があるという

ふうに思っています。ぜひ頑張っていただきたいと

思います。

以上です。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 まずは部局別の概要の１ページ、

知事公室の概要ですね。

今、特定地域特別振興事業という説明がありまし

たが、戦後処理の一環として、軍用地の旧地主の団

体に向けて何か事業をやるというような説明があっ

た。

それは分かったんですが、具体的にどういった事

業をやっているんですかね。取りあえず、今年度は

どういう事業をやったんでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 この特定地域特別

振興事業の現状について御説明いたします。

今現在、令和３年度の事業といたしましては、那

覇市大嶺地区におきましてコミュニティーセンター

の整備事業を行っております。それから、嘉手納町、

嘉手納ロータリーの近くになりますが、嘉手納町に

おいて、同じくコミュニティーセンターの整備事業

を行っております。

今現在、２つの地区で事業実施しておりますが、
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これまで実施した事業といたしましては、那覇市と

宮古島市のほうでコミュニティーセンターの整備が

ございます。それから、読谷村のほうでは農業施設

整備事業、それから伊江村においてはカーフェリー

の建造事業がそれぞれ実施をされております。

○國仲昌二委員 先ほどの説明では、９つのうち６つ

の団体ということで、宮古島市は何か外れていたと

思うんですが、この宮古島市はこれまで行ったこと

があるということですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 宮古島市のほうは

１か所ということではなくて、幾つかの旧軍飛行場

用地等がございました関係で、その事業案が整った

３か所ですね、コミュニティーセンターと、あと御

嶽の整備が宮古島市のほうで整備をされたというこ

とでございまして、まだその一部地区においては、

事業化のめどが立っていないということでございま

す。

○國仲昌二委員 そうですね、宮古島市、たしか何

年前、10年ぐらい前ですかね、そういう事業があっ

て、先ほど何か宮古島市からは上がっていないとい

うのがあったので、あれと思って。

次、当初予算説明資料抜粋版の知事公室の資料の

２ページお願いします。この歳入のトータル一番下

ですね。

前年度比で４割減ということで、大きいのは国庫

支出金と県債となっていますが、これは今、説明が

あった特定地域特別振興事業の減ということでよろ

しいですよね。

○比嘉奈緒子秘書課長 国庫支出金と県債の減です

が、主な要因が特定地域特別振興事業によるものと

なっております。

○國仲昌二委員 分かりました。

次は、３ページのほうで、これも先ほどあったん

ですが、マイナスの24.4％で、去年の説明と比較し

たら、基地関係業務費というのが14億6000万円がそ

のままなくなっているということで、これも特定地

域特別振興事業かと思うんですけれども、新たにで

すね今年度、秘書業務費というのと消防指導費とい

うのが入っているんですが、これは新規事業という

ことでよろしいんですかね。

○比嘉奈緒子秘書課長 秘書業務費につきましては、

今回の復帰50周年記念式典を開催する経費というこ

とで増額となっております。

それから、消防指導費でございますが、これは消

防防災ヘリ導入の推進事業に関連して、消防防災ヘ

リコプターの導入推進協議会及びワーキンググルー

プの運営のほか、ヘリ基地の施設構想及び基本計画

の策定に要する経費が増えたことによるものでござ

います。

○國仲昌二委員 ですから、去年の説明欄になかっ

た消防指導費というのが今回現れているんですが、

これは新規事業ということでよろしいですかという。

○池原秀典防災危機管理課長 額が増額というとこ

ろでの、基本的には、内容的にはもう継続という形

でございます。

すみません、去年記載がなかったというところで、

載っているというところでございます。それで一応、

載ったという。

ただ、事業としてはずっと、新規ではないです。

○國仲昌二委員 額が大きくなったから、これを取

り出して載せたということでいいですね。分かりま

した。

次、先ほどの概要ですね。知事公室のほうですが、

２の基地問題の解決の中の③その他基地関係対策費

というのがありますが、説明欄に米軍基地に関する

調査と知事訪米等の実施というのがありますが、そ

のほかにも事業がありましたら教えてください。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 今、委員から御指

摘のある事業につきましては２つございまして、ま

ず１つ目が基地関係業務費が１点、それからもう一

つは基地対策調査費、以上２つの事業になります。

○國仲昌二委員 終わります。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 皆さんの当初概要のもので、ワシ

ントン駐在で6400万円上がっているんですが、この

訪米ワシントン事務所関連経費で8100万円となって

いるんだけれども、これ関連してちょっと教えてく

ださい。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 まず、ワシントン

駐在員活動事業費6400万円でございますが、これは

主にアメリカにおきまして、ワシントン駐在員が活

動をするための経費を盛り込んだものになります。

それから、資料の③に掲げられております、その

他基地関係対策費8831万円余りの中の知事訪米等の

実施については、その駐在の活動ではなく、こちら

からアメリカに渡米するための旅費等々の経費を計

上したものでございまして、経費のその事業として

は、分けて計上をしたということでございます。

○當間盛夫委員 分かりました。

では、ワシントン駐在員活動事業費、これ平成27年

からあるんですが、この事業費の総額を教えてくだ

さい。
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○古堅圭一参事兼基地対策課長 平成27年度から令

和２年度までのワシントン駐在員活動事業費の決算

額、それから令和３年度の予算額の合計は、人件費

を除きまして約４億7032万円となっております。

○當間盛夫委員 人件費は大体どれぐらいかかって

いるんでしょうか。詳細ではなくてもいいですので、

年間どれぐらい人件費がかかっているということを

教えてください。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 人事委員会の報告

資料を基に、駐在員と同等の職に当たる職員の平均

的な給料月額を算出いたしました場合には、駐在員

２人分の人件費の予算規模は約3000万円というふう

になっております。

○當間盛夫委員 先ほどの駐在活動事業費と合わせ

て、どれぐらいになるんですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 駐在員２人分の人

件費はおおむねその予算規模であるためにですね、

決算額と合計した数値は必ずしも正確なものとは言

えませんが、仮にその人件費の予算規模を単純に決

算額に足した場合には、およそ６億8000万円という

ふうになっております。

○當間盛夫委員 先ほど、調査局でのものがあった

んだとか、認識が図られたというような答弁があっ

たんですが、これだけ約７億円の予算をかけて、基

地問題は何が解決しているんでしょうか。

具体的に挙げてちょうだい、何が解決されている

と。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 ワシントン駐在員

の活動によりまして、繰り返しになりますが、2019年

の６月、それから10月には、連邦議会調査局報告書

にその在沖米軍の状況について……。

○當間盛夫委員 委員長、今の答弁は聞いているか

ら、私は何が基地問題で解決したのかということを

聞いているわけですから、同じ答弁だったら要りま

せん。

それでは、辺野古基地の建設で何が止まったんで

すか。何を解決されているの、辺野古基地は。

○金城賢知事公室長 當間委員から、米軍基地問題

に対して何が解決をされたのかという御質問でござ

いますが、県としては、これまで平成27年度からの

７年間にわたるワシントン駐在を置くことによって、

米国内における沖縄の基地問題に対する理解、認識

が深まってきたものというふうに理解をしておりま

す。

それから、辺野古に関しましても、沖縄側からワ

シントン駐在員を通じて連邦議会の議員、補佐官等

に対しまして、軟弱地盤の問題とか、沖縄における、

日本政府からなかなか伝わりにくい辺野古の問題等

について、発信をしてきたというふうに理解をして

おります。

○當間盛夫委員 公室長、では米軍基地の訓練含め

た、騒音含めた部分が、そのことが減っているとい

う認識でいいんですね。

○金城賢知事公室長 ワシントン駐在を通じて、例

えば、普天間飛行場からＰＦＯＳが22万リットルで

したか、そういった流出した事故でありますとか、

ＰＦＯＳによる環境汚染の問題とかですね、それか

ら基地内、沖縄で発生した、例えば2016年における、

うるま市における米軍軍属による強姦致死事件であ

りますとか、この日米同盟を維持するために沖縄県

民が負っている過重な基地負担の現状というものを

直接、沖縄県からもお伝えをしてきたところであり

ます。

これに対して連邦議会議員等からは、沖縄の事情

をよく知らなかったといった意見もよく聞かれてい

まして、そういったことについて粘り強くお伝えを

しているという状況でございます。

○當間盛夫委員 堂々巡りになるからいいや、もう。

知事訪米があるんですが、予算幾らですか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 令和４年度の予算

案には、知事訪米経費として843万6000円を盛り込ん

でおります。

○當間盛夫委員 いつを予定されていますか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 知事の訪米事業に

つきましては、引き続き新型コロナウイルス感染症

の感染状況等を踏まえつつ、実施をしていきたいと

いうことで考えております。

○當間盛夫委員 感染症次第では行かないというこ

ともあるということですね。

皆さん今回、９月７日、10月７日選挙もあります。

そういったことを含めたら、ないということもある

という認識でいいんでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 そういうことでは

なくて、知事が訪米をして、基地問題解決のために

沖縄の基地問題の実情を伝えて、米国側の理解と協

力を促すことは非常に重要であると考えております。

本土復帰50年という大きな節目を迎える次年度の訪

米は、政府関係者や連邦議会議員と知事が直接面談

をし、沖縄の基地問題の実情を訴えるための好機で

あり、非常に意義があると考えております。

訪米時期につきましては、新型コロナウイルス感

染症の動向等を見極めながら判断することになりま
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すが、時期を逸せずに訪米したいというふうに考え

ております。

○當間盛夫委員 時期を逸せずにということになっ

てくると、９月選挙があるということになれば、５月

か７月には行かれるという認識でいいんでしょうか。

○古堅圭一参事兼基地対策課長 繰り返しになりま

すが、訪米の時期につきましては、新型コロナウイ

ルス感染症の動向等を見極めながら判断するという

ことになろうかと思います。

○當間盛夫委員 次に、皆さんのこの部分で平和祈

念資料館学芸員人材育成事業というのがあるんです

が、この内容をちょっと教えてください。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部より知事公室の所管では

ないとの指摘があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 僕はこの平和事業の部分で、今、

この平和祈念資料館のものを出させてもらったんだ

ですが、部署が違うというのがあるんだけれども。

皆さん今回ね、これだけのワシントンで約７億円

の予算もかける。訪米で800万円もその分でのものが

あるということからすると、皆さん、この沖縄から

平和を発信したいということで、このアジア太平洋

地域の平和連携推進もやるんだよね。

ところが、この平和祈念資料館は今回、公共施設

のマネジメント事業で設備の更新、そのことが入る

わけさ、入ってはいる、それは。

ところが、令和８年までにかけてでしかなくて、

この平和祈念資料館というのは誰がどういう形で

やったかというと、大田県政時代にいろいろとやる

わけよね。大田県政のときに、それもあるけれども

平和の礎とかもやる。

デニーさんが平和を発信すると言いながら、何を

してきたのかが分からんわけさ、そのことは。

だからそういったことも含めながら、皆さんこう

いうね、訪米でどういう解決策ができた、ワシント

ン駐在員を置きながら何が解決したのかを全く示し

切れない中で、これだけの予算をかけて、その祈念

資料館に対しては全くそういった分の予算をかけも

しない。

語り部がいなくなっているということで、今、学

芸員の人材育成をするんだが、そういった予算も微

々たる予算ということを考えると、基地その関連予

算ということは皆さんもう少しバランスよくつくっ

てもらいたい。

要望して終わります。

○又吉清義委員長 以上で、知事公室関係予算議案

に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

午後５時20分休憩

午後５時33分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、警察本部長から公安委員会関係予算議案の

概要の説明を求めます。

日下真一警察本部長。

○日下真一警察本部長 よろしくお願いします。

公安委員会所管の令和４年度一般会計歳入歳出予

算の概要について、抜粋版令和４年度当初予算説明

資料に基づいて御説明申し上げます。

１ページ、総括表を御覧ください。

表の下から５段目、部局名公安委員会欄を御覧く

ださい。

公安委員会の予算額は364億4966万8000円で、一般

会計予算総額に対する構成比は4.2％となっておりま

す。

資料の２ページ目を御覧ください。

続きまして、一般会計歳入予算の概要について御

説明申し上げます。

表の一番下、合計欄を御覧ください。

公安委員会が所管する歳入予算の総額は48億

8932万5000円で、前年度予算額47億1152万7000円と

比べ１億7779万8000円の増、率にして3.8％の増と

なっております。

次に、公安委員会所管の歳入予算について、款ご

とに御説明申し上げます。

表の左に県全体の予算額、その右側にそのうち公

安委員会所管分の予算額を示しております。

９、使用料及び手数料は15億8895万4000円で、こ

れは主に警察施設使用料、自動車保管場所関係手数

料、運転免許関係手数料等に係る証紙収入でありま

す。

10、国庫支出金は25億5549万4000円で、これは警

察活動や警察施設、交通安全施設の整備、離島警備

対策等に係る国庫補助金であります。

11、財産収入は1937万円で、これは主に自動販売

機設置に伴う土地、建物の貸付料であります。

15、諸収入は２億4830万7000円で、これは主に放

置駐車車両に係る放置違反金の過料等となっており

ます。

16、県債は４億7720万円で、これは警察施設や交
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通安全施設の整備に係るものであります。

資料３ページを御覧ください。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明申し上げます。

表の（款）の９、警察費が公安委員会が所管する

歳出予算の総額となっており、歳出予算額は364億

4966万 8000円で、前年度当初予算額357億 5775万

2000円と比べ、６億9191万6000円の増、率にして1.9％

の増となっております。

主な内訳ですが、職員費、運営費等の経費である

（目）警察本部費が307億2813万8000円、運転免許行

政に必要な経費である（目）運転免許費が11億89万

8000円、交通安全施設の整備及び交通指導取締りに

必要な経費である（目）交通指導取締費が16億7381万

9000円などとなっております。

以上で、公安委員会所管の令和４年度一般会計歳

入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 警察本部長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないよう簡潔にお願いいた

します。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、甲第１号議案に対する質疑を行います。

仲村家治委員。

○仲村家治委員 どうもお疲れさまです。

一般質問のときに、水上安全条例の関係で、本部

長が次年度の予算を483万円という答弁はありました

けれども、具体的にどの事業、項目なのかお答えい

ただけますでしょうか。

○砂辺操地域課次席 すみません、今、ちょっと、

後ほど御説明申し上げたいと思います。

○仲村家治委員 通告していなかったのでいいです。

もう本会議で、一般質問で本部長が答弁なさったの

で。

今年度は水難事故が過去ワーストになって、自然

海岸含めて違法な営業のこといろいろありますので、

また自然海岸は、県、土木の管理でありますが、い

ろいろ違法営業含めて、取締りというのは最終的に

は警察本部の任務だと思いますが、ぜひ県民、観光

客が安心して海のレジャーが楽しめるように、ぜひ

次年度もよろしくお願いいたします。

以上です。

○嘉手苅忠夫地域部長 仲村委員の御質問に対して

お答えします。

今年の予算請求につきましては、報償費、これは

水難事故防止ポスター及び標語審査の謝金等これで

６万円、あと、水難事故の人命救助謝金等で１万

6000円、あと、これ各署の分ということですが、水

難事故防止ポスター及び標語審査謝礼金として11万

2000円等を計上しております。

それ以外に、水難事故ポスター標語の入選者等、

入選された方の旅費等としまして５万6000円、それ

以外に、あと条例関係で、水上安全条例関係の旅費

としまして163万円等々を計上させていただいており

ます。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 時間がありませんので、早速質問

に入ります。

名護署についてでありますが、同署は海岸沿いに

立地しており、常に津波の危険性にさらされている

というふうに考えております。名護警察署の立地に

ついて、県警の考え方をお聞かせください。

○平松伸二警務部長 名護警察署につきましては、

今、御指摘いただきましたとおり、海岸線に近く、

海抜が低い場所に建っております。津波による被災

の可能性が高いということ、あと、また築41年経過

しているということでございまして、施設の老朽化

が著しいことなどを踏まえまして、高台への移転、

建て替えを計画しているところでございます。

○仲田弘毅委員 なぜこの質問をやったかと申し上

げますと、やはり災害が起こった場合、そこの避難

等、あるいはまた救助等に采配を振りながら司令塔

となるのは、やはり県警を中心とした署が頑張らな

くちゃいけないというふうに考えています。

そういった意味合いにおいても、災害に安全な地

域でしっかり采配が振るえるような体制づくりを

やっていただきたい。そういった気持ちで質問をい

たしました。

次に、サイバー犯罪の現状と、今回予算が増額さ

れていることに対して、その理由について教えてく

ださい。

○幸喜一史生活安全部長 サイバー犯罪とは、パソ

コンやインターネットを利用した犯罪や電磁的記録
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を対象とした犯罪など、情報技術を悪用した犯罪を

指しておりまして、県警におきます令和３年度中の

検挙件数は、暫定値ではありますが、170件と過去最

多であり、前年比で35件、25.9％の増加となってお

ります。増加の理由としては、主に持続化給付金に

係る詐欺事件、県内暴力団構成員等による不正送金

事件の検挙によるものです。

令和４年度のサイバーセキュリティー対策に係る

事業費の増額の理由としましては、現在使用してい

るサイバー犯罪解析用の資機材のリースの期間延長

に伴う増額や、同資機材の新たな増強による増額、

また児童生徒を対象としたサイバー防犯講習のボラ

ンティアへの委託料の増額等で計2549万円を計上し

ており、前年度と比較しまして829万4000円の増額と

なっております。

○仲田弘毅委員 今年は本土復帰してちょうど50周

年の大きな節目に当たり、来る５月15日、復帰の日

には沖縄県と東京と両サイドで同時開催という大変

記念の日を迎えていきます。

せんだって、閣議の中で総理が沖縄会場に出席を

なされるという報道もありまして、今日も知事公室

のほうにも確認をしましたが、総理が沖縄の大会に

参加されたときの警備という点では、やはり沖縄県

警さん、しっかり頑張ってもらわなくちゃいけない

というふうに考えていますが、その警備体制につい

てどのように体制を整えていこうという気構えがあ

るのかですね、そこのところをお聞かせください。

○関直樹警備部長 県警察といたしましては、所要

の体制を構築し、内閣総理大臣をはじめ、警護対象

者の身辺の安全と式典関連行事の円滑な進行を確保

するとともに、県民生活への影響に十分配意しなが

ら警護警備を実施してまいります。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 すみません、通告していた件につ

いては、とても時間が足りませんので、ちょっと聞

くことができませんが、通告はしていないのですが、

１点だけお願いします。

通告していないので、答えられればで結構ですの

で。すみません。

部局別の概要の33ページにあります、新規事業と

してこれ１つだけあるんですが、運転免許関係シス

テムの警察庁共通基盤システムに移行に要する経費、

この内容の説明を、できればで結構です。

○大城辰男交通部長 本事業は、当県の運転者管理

システムを警察庁が構築する共通基盤に移行するこ

とで、同システムの機能の合理化、高度化による県

民の利便性向上や負担軽減を図るとともに、行政手

続の効率化や運転者管理システムの整備・維持に係

るコストの削減に取り組むものであります。

なお、本事業は各都道府県警察が対応するもので

ありまして、当県における運転者管理システムの共

通基盤への移行日は、令和５年の12月10日となって

おります。

○山里将雄委員 だとすると、これはもう全国の都

道府県が一斉に行うということになるわけですね。

分かりました。また細かいことは次の機会にと思

います。ありがとうございました。

○又吉清義委員長 当山勝利委員。

○当山勝利委員 よろしくお願いします。

国民文化祭警衛警備対策事業、通知させていただ

きましたが、これ国と県とでやられる事業でその警

備だと思うんですが、財源がですね、一般財源が約

９割となっておりますので、なぜ県のほうがこれだ

けの負担をしなきゃいけないのか、ちょっと御説明

ください。

○関直樹警備部長 警衛警備に要する経費につきま

しては、大別いたしますと、警察法などの規定に基

づきまして、直接国費の配分を受けて執行するもの、

いわゆる国庫支弁経費と、一部国庫支出金、これ国

庫補助金でございますが、それを受けるものも含め、

沖縄県において予算計上して執行するものの２つに

分けられます。

今次の予算において、沖縄県において予算計上し

て執行するものを国民文化祭警衛警備に要する経費

として１億250万6000円を計上し、このうち車両、ヘ

リ、船舶の燃料費、車両修繕費等について国庫支出

金、国庫補助金の対象として整理しております。

これら国庫支出金の対象として計上しました経費

につきましては、その補助率が10分の５となってお

りますので、国庫支出金は1301万3000円となってお

ります。

○当山勝利委員 すみません、もうちょっと平たく

言っていただけないでしょうか。

○関直樹警備部長 警衛警備に要する経費につきま

しては、国費負担分と県費負担分の２つに大別され

ます。

こちらの資料で出てまいりますのは県費負担分で

ございまして、国費負担分がこの表には表れており

ません。

○当山勝利委員 では国費負担分は何ですか。

○関直樹警備部長 国庫支弁経費についてでござい

ますが、これは警衛警備活動に従事する警察官の旅
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費、装備資機材の購入及び借上げに要する経費等と

なっております。

○当山勝利委員 それはどういうふうに使われるん

でしょうか。

○中根繁会計課長 国庫支弁経費についてですが、

警備に従事する警察官が現場に配置した場合の旅費

でありますとか、警備の沿道に配置する場合の警備

車両の借上げ経費でありますとか、そういった現場

における警察活動における経費が、国庫支弁経費と

いうようなイメージでございます。

○当山勝利委員 ということは、その警備をしなきゃ

いけない日にやった費用は、国100％出ますよという

ことの理解でしょうか。

○中根繁会計課長 そのとおりです。

○当山勝利委員 あともう一点、録音・録画設置整

備事業2200万円余りありましたが、この事業につい

て御説明ください。

○松崎賀充刑事部長 当県警では、令和元年度まで

に録音・録画の装置を51台装備しておりまして、そ

のうち、今回の整備事業は平成27年度に購入した小

型可搬型という６台と、設置型という７式、それが

経年劣化で古くなっているもので、それを新規購入

するというような整備事業でございます。

○当山勝利委員 何のために使われるものですか。

○松崎賀充刑事部長 これ裁判員裁判における自白

の任意性を確保するため、令和元年６月に刑事訴訟

法の一部改正によって裁判員裁判対象事件について

は、取調べの録音・録画制度が施行されまして、逮

捕もしくは拘留されている被疑者の取調べ等々では、

録音・録画することが義務化されているということ

に伴ってのものでございます。

○当山勝利委員 事件的には重い事件のための装置

と理解しますが、順次、整備していただくことを求

めて終わります。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 よろしくお願いします。

予算説明資料の抜粋版のほうですね、ちょっと今

通知します。

２ページ、歳入予算のほうですが、一番下のほう

にある県債ですね。右のほうに伸び率が出ていまし

て、32.7％と出ております。

この伸び率についての説明をお願いしたいんです

が、公安債のほうで、警察庁舎等施設整備事業と公

共事業等というものの公安債のほうが額が大きいの

で、この２つに関して説明をお願いしたいと思いま

す。

○平松伸二警務部長 警察庁舎等施設整備事業につ

きましては、宜野湾警察署や交番駐在所の整備等に

要するものとして１億3300万円、公共事業等につき

ましては、信号機や道路標識、標示などの交通安全

施設の整備に要するものとして２億1840万円を計上

しております。

○國仲昌二委員 この公共事業等というのは、信号

機とかというのも、県債を発行してそれで充当して

事業しているということですか。

○平松伸二警務部長 そのとおりでございます。

○國仲昌二委員 それでは、次は歳出のほう行きた

いと思います。

歳出の右側のほうに説明があります。そこのほう

で、伸び率が大きいのでちょっと質問したいと思い

ます。

まず、装備費のほうですね。23％の増というふう

になっているんですが、この伸びの説明をお願いし

ます。

○平松伸二警務部長 装備費につきましては、警察

装備品の整備経費のほか、警察車両、船舶、ヘリコ

プターの燃料や修繕等の維持管理費、パイロットの

資格取得等の人材育成経費等として７億8929万

5000円を計上しておりまして、前年度比で１億4741万

6000円の増となっております。

増額の理由につきましては、燃料費の使用見込み

の増として9700万1000円、ヘリコプターの維持経費

について、定期検査時期の到来等による増として

3281万9000円をそれぞれ計上したことが主な要因と

なってございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

では次、警察施設費、これも16.5％の伸びとなっ

ていますが、この説明をお願いします。

○平松伸二警務部長 警察施設費につきましては、

宜野湾警察署や交番駐在所などの警察施設の整備や

老朽化した警察施設の解体、その他修繕等に要する

経費として９億7746万4000円を計上しておりまして、

前年度と比べまして１億3848万1000円の増となって

おります。

○國仲昌二委員 宜野湾警察署、これ今建設中とい

うことですかね。

それとも新年度からということですか。

○中根繁会計課長 宜野湾警察署につきましては、

現在、旧庁舎の解体工事を行っているところでござ

いまして、現時点では仮庁舎で運用しております。

令和４年度から６年度にかけて新庁舎の建設工事を

行い、令和６年12月に完成、運用予定としていると
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ころでございます。

○國仲昌二委員 解体ということは、同じ場所に建

設するという計画になっているということですね。

○中根繁会計課長 そのとおりです。

○國仲昌二委員 では次ですね、一般警察活動費、

これも11.7％の伸びとなっていますので、ちょっと

説明をお願いします。

○平松伸二警務部長 一般警察活動費につきまして

は、これまで計上しておりました通信指令活動や通

信回線料等に加え、国民文化祭事業として１億250万

6000円を計上したことにより、計７億2156万9000円

となっておりまして、前年度と比べまして7575万

6000円の増となっております。

○國仲昌二委員 ありがとうございました。

これで終わります。

○又吉清義委員長 以上で、公安委員会関係予算議

案に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長 再開いたします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 ３月11日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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